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［1次

凡例

1．’・菩者名・編者名，論文・刊行物などの題名の表記については，原則と

　して原文どおりとした．

②　引用文の表記については，仮名遣いと句読点の位置は原文どおりとし，

　旧字体の漢字はできる限り旧字体のままとしたが，IE確に表記できない

　旧漢字は常用漢字に置き換えた部分もある．

③　参考文献は，邦語文献は著者名・編者名の五十音順，外国語文献は著

　者名・編者名のABC川nとした．

④　年の表記は西暦に統一した．

⑤　日本国有鉄道をノ綱米したJRグノレーブ（］三要7事業者）の事業者名の

　表記については，初出を除き　「JROO」とした．

⑥　路線名の名称などの表現は，国1：交通省鉄道局監修［2006c］を基準と

　した．列中：・路線バスの種類・運行の表現については，事業者が用いて

　いる名称を用いた．特殊な名称に限り，カッコ書きで補った．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

序論　本論文の問題意識と課題設定

第1節問題意識

　地ノiの公共川輸送‘1環てある鉄道旅客輸送事業と路線バス旅客輸送事業をあわせた「地

ノ∫陸1．旅客輸送］藪業」は，旅客輸送実績が長期的に減少し，その減少傾向に歯II：めがかかっ

ておらす，非常に厳しい経営状況にある．

　日本は人口減少社会を迎える．人口の減少は，地方陸ヒ旅客輸送事業にとって旅客輸送

最のさらなる減少を意味し，沿線に集客力の強い観光地などがない限り，地方陸［i旅客輸

送‘h業はさらに厳しい経営環境に追い込まれる．

　地ノ∫陸1：旅客輸送‘1喋者の多くは，旅客輸送実績が減少していることなどから旅客輸送

ll蝶損益で赤字を計ヒし．その赤字部分を政府・地方日治体からの補助によって，補填し

ている．

　・方の地方陸ヒ旅客輸送事業者に対し補助を施している政府・地方自治体は，財政難と

人日減少による税収の減少により，地方陸ヒ旅客輸送事業者に対する補助の維持が難しく

なる．

　このような状況において，市場メカニズムにより経営が厳しい地方陸1二旅客輸送事業者

は淘汰されるべきだが，　定の公益性を有している地方陸上旅客輸送事業者による「住民

の足」を確保することも重要なことであり，どう確保していくかが大きな問題となってい

る．

　そこで，本論文では，｛述のような本論文全体に亘る問題意識のドで，以ドの課題を設

定した．

　第・に，地方の鉄道旅客輸送事業と路線バス旅客輸送事業，つまり地方における陸ヒ旅

客輸送事業に分析対象を絞り（分析の対象は次節で詳論する），政府・地方自治体はどのよ

うな理論に基づいて，どのようにこの事業に対して関与しているのかを考究する．

　第：に，地方陸li旅客輸送’h：業に対して前述のような公的関与が存在するが，その関’旙

には‘1喋別，経営形態別に特徴がみられるのではないかという点を明確にしたい．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－1一



序論　本論文の問題意識と課題設定

　第：に，第一■第：の課題を考究したうえで，地ノ∫における陸li旅客輸送’1喋の現状を

分析し，技術革新による新しい業態を考察する．

　これを解き明かすことで，何らかの新しい知見が得られることが考えられる．

　本論文の全体にH：る問題意識とそれに基づいて設定した課題は以Iiである．このような

問題意識に至った着想の過程を説明する．

　日本国有鉄道（国鉄）が1987年に分割・民営化された「国鉄改ll“：」から20年が経過し

た．鉄道‘ll業の創業（1872年）以来H5年にもわたる官営鉄道「1渓の一大改lf“：てあった国

鉄改革は，束日本・東海・西1｜本のJR3旅客鉄道会社が完全民営化1したことで，改革の

目的をほほ達成し，　般的に「鉄道が復権した」，「国鉄改革は成功した」と評価されてい

る2．

　このllこ1鉄改革かc，の約20年間で，鉄道事業を取り巻く社会経済環境は大きく変化した．

　1950年代後’トの高度経済二成長IVjから続く「モータリゼーション」（motorization：自家用

自動車0）人衆への普及）はさらに進展し，地方では自家用自動1｛（マイカー）が】世帯に

1台から1世帯に複数台にまで普及したといわれている3．

　・方．総務省統｜il－J，　，）は2006年12月27日に，2000年・2005年の国勢／／pS査結果に基づい

て補間補Il三人日を公表した（総務省統計局統計調査剖1国勢統計課人日推計係）．これによれ

12001年に旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（JR法，1986年法律第

881ナ）が改IEされ，東日本・東海・西日本のJR3旅客鉄道会社がその適用から外れ，法令上

では完全民営化が達成された．また，3社の株式を保有していた日本鉄道建設公団国鉄清算事

業本部および独、Z行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構国鉄清算事業本部（1998年10月

に日本国有鉄道清算‘1喋団の業務を引き継いだ日本鉄道建設公団が，特殊法人改革に伴い2003

年10JlIHに運輸施設整備‘1操団と統合，独i71行政法人化した）は，3社の株式を市場に順次

売却し，JR束ll本の株式を2002年6月2川1までに，　JR西日本の株式を2004年3月12［1

までに、JR東海の株式を2006年4月5日までにそれぞれ全て売却した．これにより，3祉は

名実ともに完全民営化を達成した．

2国鉄改革は，国鉄を承継したJR各社が利便性を向ilさせる様々なサービスを展開したこと

などから，　・般的に「鉄道が復権した」，「国鉄改・Y・：は成功した」と討三価されている．その一方

て，国鉄労働組合なと特定の労働組合に属した職員のJR不採用問題など，問題は皆無であっ

たわけではない．本論文は国鉄改革のSlt価についてを目的としていない．国鉄改革については

財団法人運輸政策研究機構編［2000］，角本良平［1996］，～～［野厚［1997］など多くの文献を参

IKSされたい．

」財団法人自動中：検杏登録協力会o）統計に拠れば，1世帯あたりの保有台数は全国’P均で1．i12

台，人口1，000人あたり0）保有台数は447243台となっている（財団法人自動車検査登録協力
会　　［2006］）．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

ば，ll本の総人日は2004年12月1日の約1億2，873万8，000人をピークに減少に転じ，そ

れ以降人目が微減ながら減少している．これは，第1／K世界大戦後初めて人日が滅少して

いることであり，「人川減少社会」への突人を意味するものでもあった．

　このような社会環境が変化したことて，鉄道事業は厳しい経営状況に立たされている．

特に，地方の鉄道1喋は人都市圏に比べてさらに厳しい窮状に、アたされている．

図表0－1　地方旅客鉄道’狂業者の旅客輸送実績の推移

19り7fll伎　　100

1～〔｝

　　　　－LトJll］ん鉄道‘M“．1口
140
　　　　－●一封り鉄道り矢各縣；，／！ノ、し1

　　　　境噛一：巴ノノ鉄氾旅各ホ1長送ノペロ
B° P

巳゜ P

1川 F

1°° P

り〔1

8利

うo　〔ゴ

60

50

　0

10683

8751

85

　　1987　1988　1989　1990　1991　1992　1993　1994　1995　1996　1997　1998　1999　2000　2001　2002　2003　2004年度

〈出所〉国ヒ交通省鉄道局（←運輸省鉄道局←運輸省大臣官房国有鉄道改革推進部・運輸省地域交

　　　通局）監修［逐年］．『鉄道統計年報』より，機能別に分類された地方旅客鉄道の運輸成績

　　　表から筆者作成．

　図表0－1は．地方の旅客鉄道ll喋者における旅客輸送実績を図示したものである（1997

年度を100として指数化）．旅客輸送人員，旅客輸送人キロは1997年度をピークに減少し，

2004｛卜度には1997年度のそれぞれ85．74，87．51となっている．わずか6年間で1割以h

も旅客輸送実績が減少している．

　こ0）ような厳しい経営状況ドで，地方鉄道事業者は事業の存続を断念し，鉄道事業の廃

rliを届け出るという鉄道’1喋者が少なくない．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

図表0－2　旅客鉄道事業廃II：の動向

廃

年j］ll
経営
　　鉄道（軌道）’卜業者名
形態

1995／09／04特殊1，jR北海道
1997／04／Ol　4」殊．「1　j　R【JLi日本

lg97AO／Ol　4午殊　　］　」　R束ll本二

19り8／04川民営’】弘南鉄道

1999／04川民〆！】名占屋鉄道
1りり9〆04／05民1じ『1新潟交通

1リリ9川0／04民営1蒲原鉄道
2〔｝00川L「26・民～：『1西日本鉄道

2eol／04／01　こセ20）（と］ハ失」並

　　　民営1ド北交通
ユo〔｝川o・Ol民営1名川屋鉄道

2〔lo〕04’Ol民営川く野電鉄

三川三〇526民営2倖1海電気鉄道
ユ〔；e2080｜民営1｜幸∫部縦貫鉄道

2〔｝〔｝21〔｝21民営1ぱk、寵気鉄道

こo〔｝30｜Ol民営1有1日鉄道

ユoo川ユOl民営1」R西川本
2川40401民営1名ll，屋鉄道

こ〔川S日401　　　　1〈・ノと釣○並

　　　民営1日、’t一電鉄

民営1名川屋鉄道
民営　を、古屋鉄道

2006｛〕421

三〇〔｝6｜川｝1　　　桃花台新交通

20〔｝6｜201：セ1神1司鉄道

20070401　：セ　1くりはら田園鉄道

　　　、民営1鹿島鉄道
　　　民営1西日本鉄道
2〔｝07・0906　　：セ　　］　1『～1千秘i3実1並

2008’　04　・O｜民営11胡（鉄道

　　　　　　沐鉄道

深名線　　　　深川
美祢線　　　南大嶺
信越線　　　　横川
黒石線　　　　川部
；〈2濃川線　　　 関

新潟交通線　　東関屋
蒲原鉄道線　　if，泉
北九州線　　黒崎駅前一
ヒ尾線　　　　　水
大畑線　　　　　北
谷汲線　　　　黒野
揖斐線　　　　1鳥野
八百津線　　　明智
竹鼻線　　　江吉良
河東線　　　信州中野一
和歌川港線　　和歌山｝巷一
南部縦貫鉄道線

永」け線

有田鉄道線
・r部線

：河線

能登線
日・’．tl電鉄線

揖斐線
岐白rl∫内線

庭濃田r線

田神線

：と1北海道ちほく高原鉄道ふるさと銀河線

．
戸
柿
並
：
時
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節
舗

七
束
藤
可
碧
西
穴
大
大
忠
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山

　　　　　競輪場前一
　　　　　　池田
桃花台線　　　　　　小牧
神岡線　　　　　　猪谷
　　　　　　石越1りはら1・1．必鉄淫媒

鹿島鉄道線　　　　　　石岡
宮地刷泉　　西鉄新宮一
高千穂鉄道線　　延　岡

寄
嶺
沢
石
濃
潟
松
尾
島
畑
汲
斐
津
須
島
軒
地
与
日
峡

　
　

井　
　
　
　
　
　
　
　

揖
百　
　
　

辺
．
平
屋
段

名
大
軽
黒
美
月
村
折
輪
大
谷
本
八
大
木
水
野
永
金
：
．

一吉良吉rll

　猿投
　蛸島
一　　書ξ」ヒ／～く［rl

　鮎川
　黒野
　中　　　即
　　関
　田神
　北見
一桃花台東
　奥枝騨温泉川

一剤‖倉NIP前

　鉾田
　津屋崎
　槙峰

廃止営
業…キロ

　（kmノ

｜218

28
川2　（北陸新幹線開業）

62旧国鉄黒石線
60
216
42
50

204βJR西日ノ1£

180旧国鉄大畑線
112

56
73
67
129

26ざ和歌Lll県
2091997，・05／06｛木lil

62200レ06／25運行停止ftrl令

56
462
164

86
61（Jl［］［司鍵実育旨登辛泉

日5
66
127
37　・1’fif　［　x：｜削1ま2（戊031201｛木lll

l88
L4

1400

741991／0325開業
199［日国鉄神岡線

257
272
9．9

2912005、「09／06｛木Lヒ

　　　　　　　　　　　　　島原鉄道線　　島原外港一加津佐　」），）
　　　　　　　　　　　　　：木線　　　 木　 厄神　 66

〈註〉　丸数字は鉄道‘1‘業者の種別を示す（③は第・種，2は第二種，③は第・三種の各鉄道事業者．

　　　丸数字がない事業者は軌道事業者）．民営：民営鉄道旅客輸送事業者，　三セ：第．三セクター

　　　鉄道旅客輸送事業者，特殊：特殊会社の鉄道旅客輸送事業者．
〈出所〉国ヒ交通省鉄道」、1）（←一運輸省鉄道局）監修［逐年］，『鉄道要覧』およびメディア報道など
　　　カ・らへ｝6tl－～テf乍hユ～．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

図表0－3　旅客鉄道事業廃止の推移

営業キロ　（km）
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｜40
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　0

　　1995　　｜9（）6　　1997　　1998　　1999　　2000　　2001 2002　　2003　　2004　　2005　　2006　　2007　歪｝三

〈出所〉国1交通省鉄道局（一運輸省鉄〕芭局）監修［逐年］，『鉄道要覧』およびメディァ報道など

　　　から筆摺乍成．

　1995年以降の旅客鉄道事業廃111の動向と推移を前ページの図表O－2，図表O－3にまとめ

た4．年ごとの推移をみても，2000年以降増え続けている．これらの地方鉄道事業者以外

にも．メディア報道などによれば廃illを検討もしくは事業の存廃について何らかの決断を

迫られている事業者も存在する．

　このような問題に対し．鉄道1操を管掌する国ll交通省鉄道局は，地方鉄道事業者に対

して近代化などに対する財政ヒの支援措置，税制1二の特例措置等を講じている．

　さらに，財団法人運輸政策研究機構（旧財団法人運輸経済研究センター）は2002年4

Jlt「地方鉄道問題に関する検討会㍉を設置した．この検討会では，厳しい経営状況に置

かれる地方鉄道’1喋に関する諸「il］題とその解決の方向性について検討し，2003年3月にと

りまとめの報告萬を公表した（財団法人運輸政策研究機構（地方鉄道問題に関する研究会）

［2003］）．そ0）報｛f部では，「鉄道の存廃は当該地域において判断すべき」として，旧態依

然の鉄道1｝：業経営では、kちいかない点を指摘し，鉄道輸送サービスの安全・利用者利便の

4旅客鉄道，b：業0）廃lll7ごけでなく，1995年以降の旅客鉄道‘1渓の開業，譲受渡，休止を含めた

動向を附図表1（p．38。）にまとめた．

5この検討会は，杉山武彦氏（一橋大学l

l：の検討会であった．

f学長）を座長とする国1：交通省鉄道局長の行政運営
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序論　本論文の問題意識と課題設定

確保に対する行政関’Jlのあり方，政府および地方自治体の適切な役割分担のあり方につい

て提言している．

　－／∫，このような問題を抱えている地方では，国ll交通省鉄道局が全国／l勺な新幹線ネッ

トワークの構築を目的に，新幹線鉄道網の整備を進め，整備新幹線の建設が進められてい

る．既に北陸，東北，九州の各新幹線の・部区間では「フル規格」で営業を開始し，その

他o）区間でも2010イ1ミ度以降の開業をll標に建設が進められている（図表0－4）．

　これらの整備新幹線1：事が　　　　　　　　図表0－4　全国新幹線網図

2’；　llし蹄線ては噺㈱の @　　　　　　㌣＼＼　ノ
r牒時に胴るJR在来線 @　　　にご鰺
のJR旅客事業者からの経営

分訓に合意することを条件に，

建設が進められている．この

JR旅客事業者からの経営分

爵flというのは，　、並ffイE来糸泉の

存続（承継）・廃［1：の：者択・

を沿線の地元に判断させるも

のである．この条件に基づき，

既に開業している整備新幹線

区間では，地方自治体や沿線

　　　｝

欝／

鐵1
ノ忍

〈出所〉国tl交通省鉄道局監修［2006c］，　p，125より筆者作成．

の住民・企業によって設立された第：セクター会社が並行在来線の鉄道事業を承継してい

る．これらの並行在来線転換の第：セクター鉄道事業者は，事業収人が期待できる速達（特

急）列車の利川客を並行する新幹線に奪われ，ローカル輸送のみを担うこととなり，厳し

い経営状況のドにある．

　現在建設が進められている整備新幹線区間にdた行するJR旅客会社の在来線でも，既に

転換された並行在来線と酷似した旅客輸送需要（速達輸送とローカル輸送）であり，整備

新幹線が開業すれば並行在来線はv・一一カル輸送のみとなることは容易に想定できる．

　このような整備新幹線区間の各地域では，存続させる場合の並行在来線の受けfllLとなる

第：セクター会社が設、㌧1されるような具体的な動きは表面的にみられず6，「新幹線の着1：

（）九州新幹線・西ノし州ルート（長崎新幹線）では，2004年12月に政府・’τ党間で2005年度の
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序論　本論文の問題意識と課題設定

ありき」で建設を進め，並行在来線の問｝題については開業時まで先送りしている点は否め

ない．

　さて，鉄道’1喋においても技術1ψ新が進み，新しい旅客輸送業態が開発されている．

　新幹線に関連するところでは，新幹線と在来線との間で特急列屯を【1｛　11通運行する「ミニ

新幹線」は既に実川化され，軌間ll∫変電d〔（フリーゲージトレイン，　Gauge　Changable　Train）

は実川化へ向けた耐川走1∫試験が実施されている．地ノ∫鉄道事業に関連するところでは，

鉄道線路と道路o）双方を走行できる軌陸両川t｛il（DMV：Dual　Mode　Vehicle）が実用化さ

れ，近い将来，営業に川いられる見通しとなっている．これらの技術革新は鉄道事業の有

りようを人きく変える目∫能↑生を持っている．

　ところで，地方において鉄道‘1喋と競合もしくは補完の関係にある路線バス（・般乗合

バス）ll喋も，鉄道ll深と同様に厳しい経営状況にある．次ページの図表0－5は，路線バ

7・　’］t：業者o）旅客輸送の推移を図示したものである（p．3の図表0－1と同様に1997年度をIOO

として手旨数｛ヒしナこ）．

　路線バス‘1［業の運行キロ7は，1991年度から2割程度増えている．その・一方で，輸送人

員・輸送人キロは，図示した1987年度以1｝1∫の1970年をピークに長期減少傾向が続き，そ

の傾向に歯止めがかかっていない、

条件付着1：が巾し合わされたが，佐賀県内の一部自治体が並行在来線の経営分離に反対し，2005

年度には着1：されず2007年度も着1二されていない．

フ路線バス］i：業は道路運送法（1951年法1｛≧第183号）によ1），国｛：交通省による許「i∫制の事業

である．そのため，路線バ刈喋の統計においては，許可キロ，運行キロ，休lllキロの用語が

川いられる．許n∫キロは国ヒ交通㍗1によって路線バス事業を許口∫さAしているキロ程，運行キロ

は実際に路線バスが運行されているキロ程，休ll：キロは何らかの事由により路線バスが休止さ

れているキロ程を指し，運行キロと休止キロを合算すると許可キロとなる．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

図表0－5　路線バス嘱業者の旅客輸送実績の推移

1997イドハ芝　．100
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死o一路線ハス運行キロ

’

　　1987　1988　1989　1990　1991　1992　1993　1994　1995　1996　1997　｜998　1999　2000　2001　2002　2003　20041f度

くlrD　　：人KIStiil￥glとは，首都交通圏（JR東京駅中心’｛三径50km），中京交通圏（JR名占屋駅中

　　　心’卜径40km），京阪神交通圏（JR大阪駅中心’P径50km）を指す．

＜出所1国Il交通γ「総合政策局情報管理部編［2006］，財団法人運輸政策研究機構編［2006］より筆

　　　剖乍成．

　ヒ述のように，地方における旅客鉄道事業，路線バス事業をあわせた「地方陸正1旅客輸

送事業8」は，非常に厳しい経営状況にある．

　今後の地方陸Ii旅客輸送事業を展望すると，冒頭で述べたように「人口減少社会」など

の社会経済環境の変化が大きな影響を及ぼすだろう．特に「人口減少社会」の到来は強い

影響を齎すだろう．旅客輸送人員が減少している状況ドで，旅客輸送人員のベースとなる

人日そのものが減少するので，旅客輸送人員が劇的に増加するとは考えにくい．今後，地

ノ∫陸li旅客輸送事業者はさらに厳しい経営状況におかれるr疏旨性が非常に高いことが容易

に窺える．

　翻って，地方自治体は，このような地方陸ヒ旅客輸送事業者の経営状況に対し，赤字補

填や輔両の購人・維持費などに補助を講じている．また，地方自治体によっては，このよ

うな地方陸li旅客輸送事業を営む第：セクター会社を住民や企業とともに設立し，第三セ

クター会社の経営そのものに深く関’チしている‘捌列もみられる．これは，何らかの形で地

8本論文で川いる川語の定義については，序論第2節2．（p．12）で定義づける．．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

方川治体の補助や関’∫がなければ，地方陸ヒ旅客輸送事業のV｝－i始だけでなく存続さえも困

難な状況にある，といえる．

　このように地方陸li旅客輸送事業に関与している地方自治体は，財政難と人ll減による

税収の減少によって，旅客輸送’1傑に補助・支援する金額も減少せざるを得ない状況にな

ると∫ン汕1できる．

　人口減少による旅客輸送人員の減少と地方日治体の財政難によって，地方陸ヒ旅客輸送

‘1喋者の経営はさらに厳しくなり，’狂業者の事業廃止に拍車がかかると考えられる．市場

メカニズムにより経営が厳しい地方陸il旅客輸送事業者を淘汰すべきだが，　’定の公益性

を有した地ノ∫陸｛旅客輸送‘ll：業者による「住民の足」を確保しなければならない観点から

は大きな問題として行過てきない．　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　このような問題について，多くの研究者によって研究され，また実務者も加わって様．々

に対策が提言されてきた（これらの先行研究については，第1部第1章（p．25）を参照さ

れたい）．また、国ヒ交通省鉄道局，路線バス事業を管掌する国ll交通省自動車交通局，そ

れに地方自治体もそれぞれこれらの状況に対応した政策を講じてきた．しかし，多くの先

ll研究や対策・提言が，鉄道1諜，路線バス事業別々に研究，議論されることが多く，な

かには地方に研究対象を絞った研究もあるが，鉄道事業，路線バス事業双方を一元的に研

究，議論した先行研究は決して多くない．さらに先に触れた技術革新による新しい旅客輸

送業態についても考慮された研究，議論も多くない．それだけ交通事業に対する研究は，

複雑で奥行きの深い研究分野でもある．

　確かに，輸送人員が減り続け，地方自治体が深く関与している地方陸E旅客輸送事業者

を淘汰し，個々人が自由に移動できる白家用自動手坤心の交通政策を展開すればよいとい

う1三張もある．しかし，内燃機関（エンジン）で化石燃料を燃焼し，地球温暖化の温室効

果ガス仁酸化炭素：cθ、）をより多く排出する現在の自動・手坤心の交通政策であれば，

地球環境にも悪影響を及ぼし，これも看過できない問題となる9．また，身体的な衰えを

り輸送機関別の1酸化炭素（Cθ、）排出原単位（1人を1km運ぶのに排出されるCθ．量）は，

鉄道では18g－Cθこに対し，自家用乗用中：では173g－Cθ2，営業用乗用∫1［では404g－COこと，自

動中：旅客輸送は鉄道に比べ約10倍以［1も（η．を排出する（国ヒ交通省総合政策局環境・海洋

課監修［2007］，p．14）．乗川ii　i［から排出されるcθこを削減するためには，エンジン・電動機式

のハイブリッドカー（PEIIV：Petroleum　Electric　Hvbrid　Vehicle）など乗用車からのCO、排出

そのものを抑制した乗用中：の普及や，自動車走行総縫そのものを抑制しようとする交通需要マ

ネージメント　（TDM：Trallsportation　Demand　Management）がある，ただし、これらについて
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序論　本論文の問題意識と課題設定

理由に自家川ド回リリ中：による移動から脱する高齢者が増加することもf’測でき，これらの高

齢者の移動をどう確保するかという問題も川てくるだろう．このようなことから，地方陸

ii旅客輸送’6業者による「住民の足」を確保する方策を検討することは決して意味がない

ものではない．

第2節本論文の意図ならびに分析の対象とその範囲

　前節ては，筆者がどのような問題意識を持ち，本論文においてどのような課題に取り組

むかを明らかにした．本節ては，前節の問題意識とそれに基づく課題から，本論文はどの

ような意図があるのかを明らかにしたうえで，本論文での分析対象を明確にする．そして，

これらに基づいて本論文の構成を説明する．

1．本論文の意図と構成

　本論文は，以ドの構成により前節で述べた本論文全体に亘る問題意識とそれに基づく課

題を解明することを意図している．

　第1部では，地方陸ヒ旅客輸送事業に関する先行研究をサーベイし，先行研究において

何が明らかになっていて，何が明らかになっていないのかを整理する．そして，政府・地

方自治体が地方陸ll旅客輸送事業に対してどのように関与しているのかという課題に関連

して，地方陸1旅客輸送事業者への公的関与の中でも大きなウェイトを占める「補助」が

どのような理論に基づくものなのかを整理する．

　第2部では，政府・地方自治体による公的関与には，地方陸L旅客輸送事業者の事業別，

経営形態別でどのような特徴があるのかという課題について，補助以外の公的関与の実際

を考察することを通じて，公的関S」1の特徴を明らかにする．そして，問題意識において地

方陸L旅客輸送’1ぱ者が非常に厳しい経営環境にあると述べ，地方陸li旅客輸送事業の現

状を分析するという課題を設定したことに関連し，地方陸ii旅客輸送事業がどのような現

状にあり，地方陸1旅客輸送事業者が厳しい経営環境に置かれた起因はどこにあるのかを

は，本論文では分析の対象としない．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

論じる．

　第3部では，技術吊：新による新しい旅客輸」9　’i｝：業の業態が地ノ∫陸［1旅客輸送事業にどの

ような影響を齎すのかという課題に対して，実川化あるいは実川化にかなり近い段階に達

している新しい旅客輸送業態を取りIlげて，それによって齋される影響を明らかにする．

最後に，第1部・第2部の論考や現状分析，さらに技術・ψ新によって齎される地方陸1旅

客輸送’1喋の影響の論述から，本論文全体にHlる問題意識とそれに基づく課題について，

どこが明らかになり，どのような方策が求められるかを論じる．

　本論文が意図するところは，以［1の通りである．

　本論文は3部構成となっている．序論では，本論文における問題意識とそれに基づき設

定した課題を明確にし，そして本論文が意図するところと論文の構成を説明し，分析の対

象なとを明確にする．

　第1部では，地方陸ヒ旅客輸送事業に才ゴける理論の整理を試みる．

　第1章ては地ノ∫陸li旅客輸送事業に関する先達の研究を整理する．第2章では地方陸上

旅客輸送事業の分析に川いる基本的な理論を整理し，第3章では地方陸上旅客輸送事業に

対する政府・地ノ∫自治体の公的な関’τについて，補助制度，費用便益分析・オプション価

値分析の理論を中心に論じていく．

　第2部は地方陸ヒ旅客輸送事業の現状分析である．第4章では，地方鉄道旅客輸送事業，

地方路線バス旅客輸送事業におけるそれぞれの公的関与の特徴を，出資や基金創設など実

際の公的関∫∫を通じてまとめる．第5章では，JR6鉄道旅客輸送事業者をはじめ，地方

民営鉄道旅客輸送事業者，国鉄地方交通線転換の第：セクター鉄道旅客輸送事業者，整備

新幹線並行在来糸斜法換の第：セクター鉄道旅客輸送事業者，地方路線バス旅客輸送事業者，

それぞれの特徴的なIl喋者の‘1燗や近年の動向をまとめる．第6章では，地方陸一E旅客輸

送事業者の多くが赤字経営に苫しんでいる点について，自家用自動車の増加と過疎・人口

減少の観点から論じる．

　第3部は，地方陸E旅客輸送‘事業の今後についてである．第7章では，ミニ新幹線（新

幹線・在来線直通牛宇急列中：）や軌陸1｜16用1｛［輌（DMV：Dual　Mode　Vehicle）という新しい

輸送形態の技術開発・実用化を検討する．そして．第8章において，これまでの論述など

に基づき，今後の地万陸ヒ旅客輸送事業を展望する．



序論　本論文の問題意識と課題設定

2．本論文における用語の定義

　本論文における分析の対象とその定義を明らかにする前に，「交通（transport，　transportation）」

の定義iを整理したい．

　「交」血の舌幣的な意味は，「①人のゆきき．ゆきかよい．②運輸・通イ，亨の機関による人

の往復，貨物の輸送，通信なとの総称」とされる10．学問的には「ヒト・モノ・カネ・情

報・概念の空間［’1勺移動」と意味するのが般的である．そこで，本論文では「交通」を，

「人・財貨の空間的移動の集合」と定義したい．本論文の定義において，情報・概念の空

川的移動を除外した理川は，情報・概念の空間的移動が「通信（telecommunication）」とし

てかなり分化し，　・般的にも「交通」の範疇に「通信」は含まれていないと考えたからで

ある11．また，「空間的移動の集合」と定義したのは，単独（1つ）の人・財貨の空間的移

動はあくまでも「移動」であり，人・財貨の空間的移動が複数かつ複雑に存在しているか

らこそ「交通」として論じられる12．よって，本論文では「集合」という語句を加えて交

通を定義したい13．

　次に「輸送」である．本論文では「輸送」を，前述した「交通」のなかでも「機械，器

具，動物もしくは人間などの何らかの輸送機関を用いる人・財貨の移動（の集合）」と定義

Io V村出編　［1998］，『広辞苑』　（第5版），岩波i琴店．

ll

p国や米国の交通論者の多くは，従前から通信を含めない交通を論ずるのが伝統である．そ

の論拠に，「交通の過程はヒ地と結びつけられている．それは通路と，終端地として少なくと

も2つの地点と，地形および天候のある程度の関係を必要とする．そのうえに，それは，常に

ある程度以llの近接rl∫能性・速力・安全性・確実性を必要とし，これらがなければ移動は可能

てはない」（Troxel、　Eme∩［1955コ，　p2）ことを挙げている．　一方，ドイッ交通論系統では，通

信も交通の範時に含まれる．
12

q藤卓也氏は，人間の意思ないし人間の行為に基づく人為的な移動現象は，個人的・個別的

なレヴェルてみると，移動の日的・動機，行程，時間，場所などが個人間・個別組織間でそれ

ぞれ異なり，「はらばら」な無秩序な現象として発現するが，集団的・社会的なレヴェルで観

察すると，かなり「まとまり」のある類似性・共通性をもった同種の移動現象として発現し，

定の秩序を保ちつつ日常的に繰り返されているのが通例であり，集団的・反復的な現象とし

て位置づけられる，と指摘している（衛藤【；［也［2003］，p．4）．本論文では衛藤氏が指摘する「ま

とまり」を「集合」と捉えた．
13

kｴ愛典氏は，さらに交通には自動詞としての「移動」（動くこと）と他動詞としての「輸

送」（運ぶこと）の両方が包含されていることに注意が必要としている（高橋愛典［2006］，ppJO－1D．

確かに交通には「移動」と「輸送」が包含されるが，　・方で，「移動」にはある家屋内での人・

財貨のプライベートな空間（他者に影響を及ぼさない社会的に隔離している空間）での空間的

移動までも意味が含まれるため，この用語を用いるときには注意が必要である．これは，増井

健・氏も指摘している（‡曽井健・［1973］，pp．2－3）．
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序論　本論文の問題意識とli果題設定

したい14．そのうえで「輸送事業」とは，輸送を営む者（輸送事業者）が他者の輸送需要

に応じて，自らが所有権または使川権をイ∫する機械，器具などの輸送機関を川い，対価を

得て輸送サービスを提供することである15．この「輸送惇業者」には，政府，地方自治体，

法人，個人など’じ業経営1｛体の差違に基づく区別はない．

　輸送‘1深は，輸送対象によって旅客（人）と貨物（財貨）に，また輸送事業に用いる通

路によって陸［i，水［i・海Ii，航空に大別される．この区別に基づき，増井健氏の論述16

を弓1川し，具体rl勺に輸送事業を説明しよう．

　陸ヒ輸送事業は後段で詳述するため，水ヒ・海ヒ，航空の各々について説明する．

　水［i・海ii輸送‘1；：業とは，河川・水路・海ヒを航行する「船舶」を用いる輸送事業であ

る．現代では，内燃機関（ディーゼル・エンジンが1ソJ）を川いた貨客船や高速船が1三力

中心となっている．

　航空輸送事業とは，空中を航行（飛行）する「航空機」を用いる輸送事業である．現代

では、シェット・エンジンを用いた飛行機やヘリコプターが｝－1力となっている．

　これらの水上・海ヒ輸送’1喋と航空輸送事業には，それぞれ多くの法令が関係している．

水1．・海［i輸送11礫に対しては，船舶法（1899年法律第46号），船舶法施行細則（1899

年逓信省令第24号），船舶安全法（1933年法待‡第ll号），海ヒ運送法（1949年法律第187

1ナ），内航海運業法（1952年法律第】515ナ）などがあり，航空輸送事業に対しては航空法

（1952年法律第231｝ナ）がある17．

14「輸送」に類似する用語に「運輸」「運送」がある．「運輸」は「輸送」の行政用語の表現で

あり，経済の常用語ではない．また，「運送」は「輸送」の法律用語の表現てあり，同様に経

済の常川語ではない．これらは，1960年代から経済学者・研究者の間で繰り返し指摘されてき

たことである（代表的なものには，林周二［1967］，p55，藤井彌太郎監修，中条潮・太田和博

編［2001］，p．ivが挙げられる）．本論文では，国1二交通省の前身である運輸省や道路運送法な

どの固有の川語については，原語に従う．
Is

A送匡1喋を「交通サービス」または「輸送サービス」と定義する論者もいる．
16

揶芟秩E［1966］，pp．24－58．増井氏は輸送機関に相’【Gする用語を「各種交通技術」としてい

る．また，本論述は第一義的な意味合いしか持たず，各々の輸送機関または輸送事業は，いず

れもシステマチックかつ複雑な’i｝：業形態を形成しており，それらの産業分析は増井健一［1966］

などを参照されたい．
1フ

ｼ国と陸続きではない日本では，水ヒ・海1：輸送事業と航空輸送事業については，国際条約

も関係する．水ヒ・海1輸送’1喋では，海洋法に関する国際連合条約（国連海洋法条約：Unired

Nations　Convel1〔ion　on　the　Law　d’the　Sea）のほか，国際海’1磯関（IMO：Intemiatlonal　Mari‡ime

Organization）によって作成された条約がある．航空輸送‘1喋に関しては国際民間航空条約（シ

カゴ条約：Convellti（）n　lnteniational　Civil　Aviation）があり，航空法はこの条約などに準拠してい
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序論　本論文の問題意識と課題設定

　次に，陸ヒ輸送事業である．水ii　’海Ii，航空の各輸送事業ではラ輸送機関が海liを航

行する，あるいは空中を飛行することから機能的に1つであり，さらに区分することは難

しいが，陸ヒ輸送事業では輸送機関の別によって自動車輸送事業と鉄道輸送事業に区分で

きる．

　自動中：輸送事業は，道路18ヒを走行する「自珈拘を川いる輸送’1喋である．内燃機関

（ガソリン・エンジンまたはディーゼル・エンジン）や蓄電池を動力源に，軌条（レール）

もしくは架線を川いずに動く自珈1〔は，その川途や大きさによって，乗川車，バス，トラッ

久特殊中：に分けられる．この分類は，自動車に取り付けられた自動「｛［登録番号標・f｛〔両

ts　VJ一標（ナンバーフレート）なとから区分することは日∫能である】9．自動車輸送事業につ

いても，水li・海1：輸送’｝事業，航空事業と同様に，道路運送法（1951年法律第183号）が

関係してし・る．

　最後に，鉄道輸送‘1深は，〔｛∫用の通路である軌道のflに敷設された軌条（レーノレ）の／；

に電力（電気モーター）または内燃機関を川いた「電回や「気動車」を走行させる輸送

Il蝶iである．鉄道輸送事業には、その∫1蝶形態から，普通鉄道，モノレール（懸垂式鉄道，

跨座式鉄道），案内軌条式鉄道（新交通システム）．無軌条電車（トロリーバス）20，鋼索

鉄道（ケーブノレカー），浮1式鉄道（リニアモーターカー）に分けることができる．鉄道輸

送’］深は，鉄道L］渓法（1986年法fl鞘92号）第2条各項，軌道法（1921年法律第76号）

第1条各項，鉄道に関する技術llの基準を定める省令（2001年国一tl交通省令第151号）に

る．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
i8

ｹ路とは，道路法（1952年法律第180号）第2条に「一般交通の用に供する道で次条各号（筆

者註：高速自動Eiil国道，　一般国道，都道府県道、市町村道）に掲げるものをい」うと法的に定

義されている．現代ては一般的にアスファルト（asphalt）で舗装された道路が主になっている．
19

ｹ路運送車両法（1951年法f｛t第185号）第4条により，自動車は国i二交通大臣が管理する自

動車登録ファイルに登録を受けたものでなければ，これを運転に用いてはならず，事実上，自

動中：登録番号標・佃・1播号標（ナンバーブレート）を取り付けなければ公の道路上を運転する

ことはできない．また，道路運送1｛〔両法第3条，同法施行規則（1951年運輸省令第74号）第

2条，第2条の3ならびに別表第1に基づき，普通［’1動Eiil，小型自動車，軽自動車，大型特殊

［1動II　t：，小型特殊自動iP：と区分されているが，道路交通法（1960年法律第105号）に基づく自

動1｝［運転免許制1隻，独、’tl行政法人日本1ζ6速道路保イ∫・債務返済機構法（2004年法律第100号）

第13条に基づき，各高速道路株式会社と締結する協定に基づく高速道路通行料金による自動

il｜：o）lx：分が存在する．詳細は，附図表2（P．383）参照．
2t）

ｳ軌条電車（トロリーバス）は，‘拝実Iiバスと同じ輸送形態（軌条ではなく道路f二を走行す

る）であるが，川本の法令ヒは鉄道輸送事業に分類される．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

定義される21．また，全国新幹線鉄道整備法（1970年法律雰；71｝』）第2条において新幹

線鉄道22が特に定義される（本論文では「新幹線」と呼ぶ）．

ここまでの「交通」に関連する定義をまとめると，図表0－6のように示すことができる．

図表0－6　人の移動（本論文における定義）

（a）経路　　　　　（b）交通具
しこを…多動するか　 交1通具はイ可か

〈註♪　公共川旅客輸送事業と自家JH交通については，

〈出所〉筆剤乍成．

（c）公私

公共川か’家用か
Cy公共川人力旅客輸送事業（般）
Cv公共川人力旅客輸送事業（貸切）
③　〔9家戊「jノ＼ノJ交〕上ii

往公共用乗用車旅客輸送事業（一般）
亘公共川乗用車旅客輸送事業（貸切）
⑥白家川乗用・P交通
ヱ公共用バス旅客輸送事業（一般）
亙公共用パス旅客輸送事業（貸切）
⑨自家用バス交通
⑩公共用鉄道旅客輸送事業（一般）
⑪公共用鉄道旅客輸送事業（貸切）
⑫自家用鉄道交通
⑬公共用船舶旅客輸送事業（一般）
⑭公共用船舶旅客輸送事業（貸切）
⑮自家用船舶交通
⑯公共用航空機旅客輸送事業（般）
⑰公共用航空機旅客輸送事業（貸切）
⑮自家用航空機交通

第1部第2章第1節2．（p．53）で整理する．

これらの輸送‘力：業については，関係する法令を例示したように，政府の法令などに基づ

く規制や関’τが少なくない事業である．本，論文における「政府」とは，中央政府23のみを

指す．また，「地方自治体」とは，地方自治法（1947年法律第67号）に定める地方公共団

21

iﾋ鉄道，地ド鉄道，路面鉄道のいずれも本論文における鉄道である．しかし，H本の法体

系では鉄道1｝業法と軌道法の2つの鉄道に関する基本的な法律があり，軌道法は特に路面鉄道

についての法律である．このため，連続する1つの通路であるにも関わらず，鉄道事業法と軌

道法が区間によって適用されることもある．これは，軌道法が成立した大正時代には電車によ

る軌道‘1｝：業と蒸気機関lli：（SL：steam　locomotive）と客車による鉄道事業には機能的な違いな

どがあったためと考えられ，鉄道1渓法が旧運輸省，軌道法が旧建設省の管掌となっていた名

残でもある．しかし，現代ては鉄道事業に1－1に電車が用いられている点など，軌道と鉄道を分

ける積極的な根拠は乏しくなっている．なお，この場合の軌道と専用の通路を意味する軌道で

は意味が異なる．また，鉄道は2本の軌条を用いるのが一般的であるが，1本の軌条を用いる

ものをモノレール（nionorail）という．
22

ｻのけこる区間を列恒、200kl油以ヒの高速度で走行できる幹線鉄道．
23

P｜本国憲法（1946年1さ法）第5章に定められる行政権を行使する内閣および内閣が統括する

行政機構．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

体である都道府県および市町村，特別区や・部事務組合である24．

3．本論文における分析の対象

　前項で，本論文てのi荘要な川語の定義を試みた．ここで，これらの定義などに基づいて

本論文における分析の対象を明確にしたい．　　　　　　　　　　　　　　’

　本論文の分析対象は，自動［ltl輸送事業と鉄道輸送事業の「陸1輸送「1喋」であり，しか

も旅客てある人を輸送する「旅客輸送君業」である．つまり，鉄道’1操法と軌道法に基づ

く鉄道事業と軌道事業，　・般乗合旅客自動ri｛運送事業（道路運送法第3条第1号イ）であ

る高速路線バス事業と　一般路線バス事業2Sを分析の対象としたい．なお，観光要素が強い

鋼索鉄道（ケーブルカー）’1喋や一般貸切旅客自動車運送事業である観光貸切バス事業は，

本論文の分析対象から除外した26．図表0－6（p．i5）に示す⑦公共用バス旅客輸送事業（一

般）とユ｛D公共川鉄道旅客輸送事業（般）が分析の対象である．

　ここて，水ヒ・海ヒ輸送と航空輸送を分析対象としなかった理由を補っておきたい．日

本の水ヒ・海ヒ輸送は，本ヒと離Jl，膓を結ぶものが1二であり，その離島にとって水上・海i’i

輸送がなければ，離島ての社会生活さえも難しくなるという点，また本論文の分析対象で

ある自動車輸送事業・鉄道1輸送事業とは，直接的な競合関係にない点がその理由である．

また，水li　・海｝：輸送の旅客輸送人員は全体のわずかO．11％（2004年度，国｛：交通省総合

政策局情報管理1’fi；Wt〔2006］）であり，非常に小さなウェイトしか占めていない点もその理

由の1つである．

　また，航空輸送は．大都市圏どうしを結ぶものが主であり，新幹線と競合関係に位置す

ることもある．それも，例えば東京・羽田一札幌・新千歳間や東京・羽田一福岡間の航空

24
o済学では，「中央政府」に対する語句として地方自治体を「地方政府」とすることが多い．

しかし，現在の地方自治制度がまだ中央集権的な制度であること，主と従の関係にあること，

米国のような連1］≦政府（the　Federal　Govemmellt）と州政府（state　govemment）のような政府関

係になっていないことなどから，本論文では「地方自治体」（municipa恥，Iocal　autonomous　bod》）

を川いる．ただし，「地方政府」という語句を川いる考え方を否定するものではない．
25

qｬ路線バスとは，当該系統距離の’P分以ヒを高速自動刺司道，都市高速道路などの高速道

路を利川して運行するバスであり，本論文での高速路線バス・般路線バスとは，乗員が11

人以1：の一般乗合バスを指す．
26

結椏s内で運行されている「はとバス」のような定期観光バス事業は，事前に路線が定めら

れ，　・般に供されている（貸切ではない）ため，法的には一般乗合旅客自動車運送事業に分類

される．このような定期観光バス‘P業を専業とする事業者は除外する．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

輸送のように，長距離の人都市間輸送はほば航空輸送がi・1である27．さらに，これらは大

型ジェット機による大硅輸送であり，本論文の分析対象ではない．このようなことから，

水k・海ヒ輸送と航空1｛6‖送は分析対象としなかった．

4．本論文における分析の範囲

　さて，本論文は「地方」を分析の範囲としている．　概に「地方」といっても，ある地

域を指しているのか，それとも中央の対義語としていの地域を指しているのか，「地方」は

広義でも狭義でも様々に捉えることができる川語である．そこで，本論文で用いる「地方」

という川語が示す範囲を明確にしておく必要がある．

　「地方」という川語には，舌鰭的に①国内の一部分のll地，②首府以外の｛：地，いなか，

13’旧軍隊川語で軍以外の・般社会（娑婆）の3つの意味がある28．本論文では第義に，

2の「i”r府以外の1：地，いなか」の意味において，「地方」という用語を用いることとする．

　なお，「地方」の英訳には．district，　region，　area，　provinces，10calit）（10cal）があり，類

義にruralがある．　district，　regionは東北地ノiといった比較的広い範囲を示すときに用いる

語てあり，arcaはdistrict，　regionよりも狭い範囲を示す．そして，　provincesやlocalityが首

府（capital，　metropolitan）以外のll地，つまり前述の2の英訳として適している．また，　local

は外来語（ローカノレ）として日本語にもなっている．このloca1は旅客輸送事業においては，

速達（express）に対して全ての駅・停留所に停車する列車・バスを指すこともあり，親和

性がある．　・方，ruralはcountr’）t’sideとともに，「いなか」を特に指す言葉である．これは，

ll本語で1『う「過疎（depopulation）」により近い1’，r’tffii；であ1），本論文で用いる「地方」よ

りも狭い特定の地域を指すことになる．よって，本論文で用いる「地方」とは，pro、　inces

やlocalitxという英訳が適する「地方」である．

　ところで，この「首府以外の｛1地，いなか」という意味で「地方」という用語を用いる

と，どこがその範囲に含まれるかが明確ではない．例えば，「都心」や「首都圏」という用

語があるが，これが示す地域は統・的に明確になっていない．「都心」という言葉を東京特

別区部29と同義で川いる場合もあれば，「新宿副都心」のような言葉があるように，特定の

17
q空輸送には，水ii　・海［1輸送と同様に本1：と離島を結ぶものもある．

28
V村出編［1998］，『広辞苑』（第5版），岩波，柳∫．

29 繧tI　JJ－1’1治i去第281条第1∫貞（こ規定される，　いわゆる東京23［x：．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

都心機能を有する地域を示す場合もある．これに限らず，「1†都圏」という言葉も最も広い

地域では，関東地ノ∫の1都6県にll［梨県を力1｜えた地域を示すときに使われることもある．

つまi）「｜”1＾Jイlj：」（capital）がどこまで及ぶのかが明確ではない．さらに，「えば，「中央政府」

に対する「地方政府，地方自治体」に川いる「地方」という川1語もある．

　では，本論文における「地ノ∫」という川語はどの範囲を示すのかについて，まず公的な

定義を川いて説明したい．

　日本において，公的に首府以外のヒ地，いなかの意味での「地方」を明確に定義してい

ない．「地ノi」に類する川語として「地方」に内包される「過疎」が挙げることができる．

「過疎」は，過疎地域自Ul促進牛1・別措置法（2000年法律第15号）第2条第】項において

定義されている」U．しかし，これをもって地方と定義することはできない．なぜなら，過

疎か地方に内包されているだけであって，地方と過疎が同義ではないからである．よって，

「過疎」という用語から「地方」を定義するのは難しく，別のアプローチを試みるしかな

い．

　そこで、「地ノ∫」の反意語である「都市」，特に「人都市」の定義から「地方」の定義を

試みたい．そうすれぱ，「都市」あるいは「大都市」ではない地域が，本論文で用いる「地

方」と定義することができるだろう．

　公的に定義される法令において，「都市」という用語は，「地方都市」や「地方拠点都市」，

「都市計画」のように，地方自治法第8条によって要件が示される「市」という意味しか

持たない．つまり，全国に782ある「市」は，法令Iiでは「都市」ということになる．よっ

て，「地方」の反意語には「大都市」という用語が該当する．「大都市」を明確に定義して

いるのは，大都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（1975年

法律第67号），大都lli地域における優良宅地開発の促進に関する緊急措置法（1988年法律

第471の，大都市地域における宅地開発及び鉄道整備の’体的推進に関する特別措置法

3〔｝「過疎地域」とは，①1970年から1995年までの25年間における市町村の人口増加率が1　O　Qio

未満であり，かつ1960年から1995年までの35年間における人ll減少率（35年間人口減少率）

が30％以E，35年間人日減少率が25％以Ilであって1995年時点での65歳以」二人口比率が24％

以li，35年間人日減少率が25％以ilであって1995年時点での15歳～30歳未満の人口比率が

15％以ド，0）いずれかに該’i3する，②1970年から1995年まで0）25年間（こおける人口減少率が

19％以E，③地ノ∫交付税法（1950イ｝三法律第2111∫）第14条に基づき算定した財政力指数が1996

年度から1998年度までの・ド均でO．42以ド，に該’IGする市町村である．このうち、総務・農林

水産・国ヒ交通の各大臣が「過疎地域の市町村」として公示した市町村を指す．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

（1989年法律第61！｝）がある．この3法では「大都市」地域の定義を1†都圏整備法（1956

年法律第83号），近畿圏整備法（1963イ1三法律第】29号），中部圏開発整備法（1966年法律

第102レ∫）に求めている31．この各整備法では，東京都，tf予f・1　’千葉・神奈川・茨城・栃

木・群馬・川梨の各県G†都圏整備法第2条第｜項），京都・大阪両府，福井・：重・滋賀・

兵庫・奈良・和歌lllの各県（近畿圏整備法第2条第1項），富III・石川・福井・上乏野・岐阜・

静岡・愛知・西・滋宴1〔の各県（中部圏開発整備法第2条第1項）を「大都市」の対象地

域であるとしている．

　この「大都市」の定義の他に，「大都市圏」，「都市圏」という用語の公的な定義を総務省

統計局の「国勢∂月杏」と国ヒ交通省者川∫・地域整備局の「都lii・地域レポート」に求める

ことがてきる．

　まず，総務省統計局か実施した国勢調査から「大都市圏」「都市圏」の定義を引用したい．

国勢調査の「大都市圏」は，中心市と周辺市町村で構成されている．中心市とは，工政令

指定都市32，Z東京特別区部である（総務省統r？1’局編［2004］）．周辺市町村とは，その中

心市への15歳以ヒ通勤・通学者数の割合が’i3該市町村の常住人目の15％以hであり，か

つ中心lifと連接しているll∫町村33である．この定義により，2000年の国勢調査では，札幌，

仙台，京浜葉，中京，京阪神，広島，北九州・福岡の7つの大都市圏（七大都市圏）が設

定されている34．また，「都市圏」として，大都市圏に含まれない人口50万人以hの都市

と周辺ll∫町村を定義している．2000年の国勢調査では新潟，浜松，岡山，熊本，鹿児島の

31

ｱの3法の定義を厳格にみれば，「大都ll∫」地域が各法によって異なる点（一部地域を除外

したり，別地域を加えたりしている）があるが，「大都市」地域の核をなす部分は3法に共通

しているため，3法を・括して定義を求めることができるだろう．
32

n方自治法第252条の19第1項の規定に基づき，地方自治法第了ff［1－1条のi一九第一一項

の指定都lliの指定に関する政令（1956年政令第254号）で指定される市．
33

ﾊ勤・通学者数の割合がL5％末満の市町村であっても，周囲を周辺市町村に囲まれている

場合には周辺市町村としている．
34

桾l葉，中京，京阪神の人都ll∫圏を特に「：大都ll∫圏」としている．なお，2005年の国勢調

杏の統1、1結果（確定した個別表）が未公表（公表予定は2009年）であるため，2005年の国勢

調杏に基づく「大都市圏」は用いない（2003年4月にさいたま市が，2005年4月に静岡市が，

2006年4Jlに堺市が，2007年4Jlに新潟市と浜松liiがそれぞれ政令指定都iiiに指定されたた

め，京浜葉大都市圏はさいたま市を加えた関東大都市圏に，静岡lfi，新潟市，浜松市はそれぞ

れ静岡人都市圏，新潟人都市圏，浜松大都市圏が新たに設定された．堺市は従前から京阪神大
都ll∫1巻1である）．
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序論　本論文の問題意識と課題設定

5つの都市圏（五都市圏）が設定されている35．

　さらに，国勢調杏では「キロ圏・距離帯」を定義している．この「キロ圏・距離帯」と

は，旧東京都庁（東京剤1千代川区），大阪市役所（大阪市北区），名ll∫屋市役所（名占屋rlf

中区）を中心とする　・定の’P径の1り内に含まれる市区町村の地域を合わせて，それぞれ東

京70km圏，大阪50km圏，名占屋50km圏を設定し，それぞれの圏内を，市町村を単位と

して，幅10kmごとに同心円状の距離帯に区分している36．

　　・方，国ll交通省都市・地垣鰹備J，　，）の「都市・地‡或レポート」では，85の都市圏（ll3

の核都市）を定義している．これに拠れば，核都市を人日10万人以ヒで昼夜間人日比率が

1以【．の都市とし，核都liiへの通勤・通学者が全通勤通学者の5％以ヒまたは500人以ilで

ある巾町村を含む圏域を都ll∫圏として設定している37（国ヒ交通省都市・地域整備局［2007］）．

　ては，これらの法令，国勢調査，レポートから，「地方」の反意語である「大都rfi」，「都

市」を定義てきるのかを検討すると，必ずしも容易なことではない．

　第・に，人都市地域における住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法など前述

した3法では，人都lii地域が［Yl一都圏．近畿圏，中部圏の3圏で1都2府22県が大都市地域

として定義されている．これは、47都道府県の半数近い都府県が「大都市」と定義されて

しまう．

　第：に，国勢調査，「都市・地域レポート」では，七人都市圏・fi都市圏や核都市，東京・

大阪・4，　J，一屋の都心から同心円各キロ帯が定義されているが，国勢調査の七大都rfT圏では

総人口の約58％，七大都市圏とfi都市圏の合算では約64％が大都市圏・都市圏の人口とな

り，また「都llf・地域レポート」で用いられる「都市圏」では全人口の約89％が居住して

いるため，それ以外を「地方」とすることもできないうえ38，地方の人口10万人程度の中

小9－El市から横浜市のような人日350万人を超す巨大都市まで1つの「都市」となってしま

う．さらに，旅客輸送事業は距離的概念（面的な広がりの大きさ）が大きな要素となって

おり，各都心からの同心円各キロ帯では，何キロまでを大都市と定義するかも明確ではな

3s　2005年の国勢調杏で，松川都市圏が加わった．
3（’

ﾈお，2以1：の距離帯にまたがる市区町村の所属距離帯は，その市区町村の面積が最も広く

含まれる距離帯としている．ただし，市区町村の・部のみが市街地となり人日が偏在している

場合など，市街地の所在により所属田1薗｛1帯を決定した市区町村もある（総務省統計局編［2004］）．
37

j都市が20km以、内に併存する場合には連結して1つの都市圏とする．

38「都市・地域レポート」に用いられる都市圏の対義語1こは，地方よりも「過疎地域」が合致

する．

一20一



序論　本論文の問題意識と課題設定

い．

　第：に，1司ヒ交通省総合政策局が監修する『地域交通年報』では，地域交通を「それぞ

れの地域住民の日常生活の足として，また，地域振興にも大きく寄’ヂするという観点から，

近年益々その爪要性についての認識が高まっており」と‘汲しているものの，「地域交通」

についての定義については明確にしていない．それに加え，『地域交通年報』では，大都市

の都心内における陸ヒ旅客輸送事業についても資料を提供しており，確かに都心内の陸ヒ

旅客輸送］r業についても広い意味では地域交通であり，これが「地域交通」の明確な範囲

の確定を阻害してしまっている．

　また，『都市交通年報』では，首都・中京・京阪神の3交通圏を汰都市交通圏として範

囲図を示して定義している．それによれば，首都交通圏はJR東京駅を，京阪神交通圏は

JR大阪駅をそれぞれ中心とした’｛シ径50kmの範囲（特に交通不便な地域およびその大半

か50km圏外にある行政区域は除外）であり，中京交通圏はJR名占屋駅を中心とした半

径40km（除外規定は首都・京阪神の両交通圏と同じ）の範囲を示している．しかし，そ

れ以外を「地方」と規定しているわけではなく，確かに汰都市交通圏以外を「地方」と

定義することはできるが，『都市交通年報』と『地域交通年報』との整合性などを考慮すれ

は，必ずしも『都市交通年報』で規定する三大都市交通圏以外を即座に「地方」と定義す

ることは容易なことではない．

　そこて，本論文の研究1題である陸fi旅客輸送事業に着日して，「地方」という用語の定

義を見いだすことを試みたい．定義を見いだすにあたり，旅客鉄道事業から定義を試みる

こととしナこい．

　鉄道’lll業者は，鉄道営業法（｜900年法律第65号）第3条に基づき，旅客との契約を示

した約款である「旅客営業規則」を定めている．全国的に旅客鉄道事業を展開するJR6

鉄道旅客輸送事業者の旅客営業規則では．運賃計算などを理由に，大都市近郊区間と電車

特定区間が制定されている（東1｜本旅客鉄道株式会社［2007a］，西日本旅客鉄道株式会社

［2007］）．人都市近郊区間とは，旅客営業規則第156条第2項によって，運賃r汁算の合理

化をll的として東京，人阪，福岡，新潟の近郊に設定されている都市近郊区間の総称であ

る39．この各都市近郊区間内では，旅客が実際に乗車する経路に関わらず，最短経路のキ

ロ程で運賃を計算＞1』るなどの特例が定められている．また，電車特定区間とは旅客営業規

39
結栫E人阪・福岡・新潟の各都lfi近郊ix：開は附図表3（p．384）に示す．
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川第78条によって，東京・人阪の各地域において設定されている区間である．電｝｝［特定区

間は，国鉄時代に「国電」と呼ばれたものでもあり，電［1〔特定区間内で旅程が完結する旅

客の｝Y“通旅客運賃は，幹線区問などよりも安いキロ賃率が適川されている40．

　・ノ∫，JRグノレープ以外の鉄道旅客輸送‘拝業者でどのように扱われているかと言えば，

前述のような路線単位や地域単位で区間などを設定していない．JRグノレープ以外の鉄道

旅客輸送事業者では，事業者自体が大手，準大手，公営，中小と分類されている．これは，

国ll交通省鉄道局が分類しているものであり，事業者の事業規模・k体に基づいて分類さ

れている41．

　そこで，本論文では「地方」の範囲を以ドのように定義することとした．

　11JR6鉄道旅客輸送’lr業者における「電1｛〔特定区間」（Kf寸図表4，　p，383）以外の路線

　　と東海道新幹線

　2　JR6鉄道旅客輸送’拝業者以外の鉄道旅客輸送事業者では，大手以外の，準大手，

　　東京都・大阪市以外の公営，中小に分類される鉄道旅客輸送事業者42

　3　路線バス旅客事業の範囲については，①，②に接続する路線バス旅客輸送事業を除

　　いた範囲

　ここで，①～③の定義に至った根拠を論ずる．まず，㊤については，電車特定区間が旧

国鉄の「国電」区間を承糸1米している点．列車の運行密度が高く，通勤・通学をはじめとす

る鉄道旅客輸送が旺盛な点にその根拠があり，東海道新幹線については，東京・大阪の電

・lil特定区間を結．慕新幹線鉄道であり，列車の運行密度が他の新幹線鉄道に比べ相対的に高

い点がその根拠である．

40
d中二特定区間は，附図表4（p．386）に示す．JR東日本の東京における電車特定区間は「国

電」に変わり「E電」という名称が1・」されたが，　一般的には普及していない．またJR6鉄道

旅客輸送」ji：業者においては，大都市近郊区間，電車特定区間の他に，特定都区市内（札幌，仙

台，lk京都区，山］二線，横浜，名占屋，京都，大阪，神戸，広島，北九州，福岡），列車特定

区間、経路特定区間が旅客営業規則に設定されている．
41

曹奄血�ﾊ省鉄道1・」監修［2006c］では本文中のように分類されているが，同じく国Il交通省

鉄道局が監修した『鉄道要覧』では鉄道と軌道に大別し，さらに鉄道では普通・鋼索・懸垂式・

跨座式・案内軌条式・無軌条・浮ヒ式，軌道ては懸垂式と跨座式のモノレール・案内軌条式・

浮L式に分類されて，事業者の事業規模・1｛体に基づいて分類されていない．’
42

蛯?F民営鉄道旅客輸送「1操者とは，東武鉄道，西武鉄道，京成電鉄，京E電鉄，小田急電鉄，

東京急行電鉄，京浜急行電鉄，相模鉄道，東京地ド鉄，名占屋鉄道，近畿日本鉄道，南海電気

鉄道，京阪電気鉄道，阪急電鉄，阪神電気鉄道，西日本鉄道の16事業者を指す．
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　（2）についても①と同様であり，列車の運行密度がll’，5い点などにある．確かに大千民営鉄

道旅客愉送’b：業者では路線の実態からして，準大T・や中小のように運行密度が低いような

路線もあるが，‘1煤i者単位で分類するのが般的である点に重点を置いた結果，事業者単

位で「地方」の範囲を定義した．よって，端的に本論文における分析の範囲を示せば，J

R6鉄道旅客輸送事業者の電車特定区間と東海道新幹線，大］三民営鉄道旅客輸送事業者，

これらに接続する路線バス’1［業区間を除いた範囲を「地方陸ヒ旅客斬ξ送事業」の範囲とい

うことになる．

　最後に，前項における分析の対象と本項における分析の範囲をまとめると，次のように

なる．

　すなわち，JR6鉄道旅客輸送事業者における1［1国電区間である電・｛｛特定区間と東海道

新幹線，人「民営鉄道旅客輸送事業者の16事業者を除いた鉄道旅客輸送事業と，これに密

接に関係する路線バス旅客輸送’1喋である．これを日本における旅客輸送事業全般から図

示したのか図表0－7である．この図で●を記した輸送対象と輸送機関を「地方陸L旅客輸

送‘卜業i」として，本論丈において分析を進めることとする．
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図表O－7　本論文における分析の対象・範囲
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第1部

地方陸上旅客輸送事業に関する

　　　　理論の整理



　第1部では，序論第1節（p．1）において本論文で解明する課題とした「政府・地方自治

体が地方陸ll旅客愉送事業に対してどのように関与しているのか」を解明する．

　この課題を解明するのに先、kち，第1ellにおいて地ノi交通を中心とした研究がとのよう

な過程を辿ってきたのか，先行研究をサーベイする．

　そして，この課題を解明するため，第2～；｛：において地方陸ヒ旅客輸送事業を分析するた

めの川論の整理を試みる．ここては，この理論の整理を通じて地方陸正二旅客輸送事業がど

のような特性を持つのかを指摘する．そして，地方陸k旅客輸送‘1喋市場はどのようなrl∫

」易牛輻門三をWするのかを明らかにする．

　次に，第31t；tにおいて，地ノ∫陸ヒ旅客輸送‘］喋に対する公的関ii一がどのような理論に基

づくのかを整斉する．この章では，まず地方陸ヒ旅客輸送事業者に対する公的関与にはど

のような関’∫があるのかを考究する．そのうえて，政府・地方自治体による公的関与のう

ち金銭的な関IJIで大きなウェイトを占める「補助」について，どのような論拠に基づいて

補助が認められるのか，どのような事例があるのか，補助には問題点があるのかを解き明

らカ・にする．

　そして，補助の算出根拠となる「費用便益」の理論的千法はどのようなものなのかを追

究するとともに，金融経済学の「オプション価値」を事業の存続が困難となっている地方

陸ヒ旅客輸送事業の将来利川日∫能性に適用した理論を解明し，どのように地方陸E旅客輸

送雷業に適川できるのかを論じる．
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第1章地方交通を中心とした交通研究のサーベイ

　交通に対する研究は，碩才なる数多くの研究者によって展開されてきた．そのアプロー

チノ∫法も多岐にわたり，経済学だけでなく，経営学や法学，行政学など社会科学全般，さ

らにll学などの物理学系の研究も進められ，学際的なアプローチによって研究されてきた．

交通‘1啄は，人類の始まりから綿々と続く人類の営みに欠くことができないことであるこ

とからも，数多くのアプローチ方法があるといえる．

　また，研究者てはなく，輸送事業に携わった実務者による文献・論文も数多い．研究者・

実務者の研究かまさに車の両輪となって交通事業について研究されてきたといえよう．

　本章ては，これらの先行研究をサーベイしていく．

第1節交通研究の先行研究

1．交通総論研究の過程

　交通総論に関する研究は，ヨーロッパにおいては19世紀前半に，口本においては明治時

代にその起源を求めることができる．これは，それぞれ英国人Watt，　Jamesによる蒸気機関

の発明（第一次産業小：命），明治維新以降の殖産興業による鉄道事業の開業や自動車の輸入

によるものと考えられる．これらの研究については，交通学説史として1つの研究・学問

分野となっている43．

　日本において交通に関する研究が盛んになるのは，昭和時代に入ってからである．1941

年12Jlに日本交通学会の前身、財団法人東亜交通学会が鉄道大臣・逓信大臣のチ£同出掲に

よって設17：され44，第1次世界大戦後いよいよ研究が盛んになる．当時から「交通の問題

はいつも此等（筆者註：文化的，社会的，経済的，政治的）のあらゆる方面の諸問題と深

43
a桐法人運輸経湖ill究センター交通学説史研究会綱這［｜982］，同［1985］，［・fJ［1988］，同［1991］

を参照されたい．
44

熬c法人東匝交通学会は，1946年5Jlに財団法人格を新設された運輸調査局に委譲し，口本

交通学会（任意団体）に改称した．
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い関連」を持ち，「運輸及び通信が’時たりとも杜絶すれば現代の政治も我々の日常生活の

　・切も桐［痺して仕舞う」（小苫廉，lf［1948］，　p．205）と，敗戦後の復興期から多くの論者に

よって交通の碗要性が論じられてきた．

　これらの研究対象は，’1］時陸1：旅客輸送事業をほぼ独EIfしていた鉄道事業が｝－1であった．

高度経済成長期を迎え，運賃や投資のありノ∫が論ぜられた．1949年に公社である公共企業

体として国鉄が発足し，国鉄の民間払いドげ論や経営形態問題についても検討が進められ

た．

　戦後の交通論研究は，交通経済学や公益事業論からのアプローチが中心であった45．増

ル健・氏はその代表的な論客の・人てある．

　増井健’［1966］は，’1］時のlI本における実際の交通状態を，多くの統計資料を参照し

なから適切な展望（pcrspective）のドに捉え，交通が交通サービスの生産・消費という形

で輸送‘日業の経営活動を媒介として展開されていることに注日し，現実の交通に与えてい

る様々な特徴を拾いヒげて考察している．特に，当時の輸送事業に関する技術や輸送事業

市場を詳細に分析し，また運賃・料金理論も検言・†している．そのうえで，輸送事業市場の

適切な秩序を維持するに1ま，政府が市場に介人するコーディネーターの役割が重要で，そ

の政策について論じ結んでいる．

　増井健一・佐竹義昌編［1969］では，社会の発展，経済の成長を支えているものが交通

の発達であることに立脚して論を進めている．まず国民経済における交通から分析を進め，

基本的な交通の需給を経済学のツールで分析する．そして，交通市場の競争と独占の諸形

態や運賃決定のメカニズム・制度を検討している．この文献で特徴的なのは，システムLl

学分析を取り人れシステマチックになっていく交通市場のシステム化（流通革新）を検討

していることである．さらに，’il時から問題となっていた都市交通の混雑問題（俗にいえ

ば「通勤地獄」）や地域（本論文での地方と同義とも考えられる）開発との関連性を論じて

いる．

　増井f建・［1973］では，交通の意義が極めて大きいことから，交通がどのような形で人々

に選択され，どの程度まで市場組織に組み込まれているか，交通市場はどのように運営さ

れているのかをできるだけ体系的に明らかにすることを試みている．そこで，人々の交通

選択というミクロ的な考察から検討を始め，経済における交通というマクロ的な考察にま

4t社会学や法学，　L学からの研究アプローチが皆無であったわけではない．
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第1章　地方交通を中心とした交通研究のサーベイ

て繋げ交通の経済についての｜つの見方を提供している．そして，前掲苔と同様に交通市

場を詳細に分析し，交通制度を経済理1話‖あるいは経済政策理論の基礎のヒで考えてみるこ

とて体系的に分析し，交通政策のあるべき姿を追究している．

　増井氏の抱川ま，輸送事業を含めた交通事業について経済理論をベースに詳細に分析し，

本論文においても多くの分析ツーノレを示唆してくれる．

　1960年代後’r一からモータリゼーシコンの進展などにより，国鉄の累積赤字問題がその近

代化や採算性に関心が集まった．また，運輸調査局に続き，総合的な運輸政策についての

調杏研究を1川」とした財団法人運輸経済研究センター（現・財団法人運輸政策研究機構）

が｜968イドに発i見としてし・る．

　次に，岡野行秀編［1977］は，交通経済学の理論が現実の問題にどのように応用される

か，川論と応川の関係を明確にし，理論の理解を深め理論を応用する力を養うことを「1的

とした人門書である．その日的に沿って理論と応川の1刻係が明確に示され，それまでの多

くの著書ては赤字や財政補助の問題について検討されることは多くなかったが，この著書

ては理論と応用の双方でその問題を検討されている．

　1980年代に人ると，交通の研究は多岐にわたるようになり，より深化した研究が進めら

れた．さらに，モータリlj’　一一ションの普及や航空輸送事業の伸展，高速自動車道の整備な

どによって，輸送’1喋がより競争的な事業になったにも関わらず，政策面では競争を抑制

する規制が存在し，その規制と実際との乖離や理論面からの転換を求める研究が進められ

た．また，国鉄の累積赤字問題から国鉄そのもののあり方が論議された．交通総論の研究

は，これらの流れのなかで，現実の交通政策のあり方やより深化した理論と応用の研究へ

と巡i展していった．

2．地方交通事業総論の先行研究

　前項では，交通総論がどのような過程によって研究が深化し進められていったかを概説

した．本項では，地方交通「6業に範囲を絞り，先行研究をサーベイする．
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第1章　地ノ∫交通を中心とした交通研究のサーベイ

図表1－1　交通学・交通経済学研究への学際1内な協力・アプローチ概念図

物理学

ソ
r

象’
°
し

タ

医学

心理学

情報科学

1二学

交通学

地理学

法学

政治学

タ
子斉壬糸

社会学

歴史学

〈出所〉角本良平［1991］，Pl56を基に筆者作成．

　まず，角本良’ド氏は，「種々の角度から見るには種々の学問をJl－lj川すればよい」（角本良

’卜［1991］，p」56）として，交通学・交通経済学の研究に，学際的な協力が必要と説いて

いる．交通事業，特に地方交通事業を分析，検討するときに，この視点は非常に重要にな

る46（図表1－1），

　判に，地方交通事業は，政治学，社会学，地理学，さらに［学との連携が重要になる．

そこで，本節以降でのサーベイは．広範囲に学際的なアプローチを概観するように進めた

い．

　まず，斎藤峻彦［1991］は，「地域交通市場」として，大都市，地方都市（地方中核都rfi，

地ノ∫中心都市，地方中小都市など），農山村に分けて検討している．特に，本論文でも分析

対象となる地方都市，農山村については，不採算公共用旅客輸送事業の問題について2つ

の問題点を指摘している．その1つは代替交通手段に欠如した不採算離島航路・航空路の

ような，当初から公共川旅客輸送事業の商業的運営の枠外とされてきたケース，もう｜つ

はモータリゼーシコンに伴う公共用旅客輸送事業の不採算化現象であり，公共用旅客輸送

事業需要の規模縮小を原因として事業の有：続が困難に陥るケースとしている．そして，こ

れら0川1心課題は「ソーシャル・ミニマム（social　minimurn）」の視点に基づき，公共用旅

客輸送・札業の存続や維持に関わる交通補助を実施することと指摘している．’さらに2つの

46
謔P項における交通‘h：業総論に関する先行研究についても，角本氏が指摘する「学際的な協

力」が必要なのはいうまでもない．しかし，本論文では交通‘1環そのものの特性，交通事業市

場の特’性に焦点を絞って先行研究を整理した．
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第1章　地ノ∫交通を中心とした交通研究のサーベイ

問題点のうち，後者のケースに該当する不採算の公共川旅客輸送’1喋に対してどれだけの

ソーシャノレ・ミニマムの意味づけを与えることができるかという点が重要な問題点として

いる．この問題点に焦点を当てた視点は非常に重要であり，本論文でも背骨となる部分で

ある．

　安部誠治・自治体｜llj題研究所編［1993］では，政府・地ノi自治体にとって大きな行政課

題てもある生活交通問題に焦点を当て，その現状と問題点を明らかにし，今後の方向性や

そのあり方を探っている．特に第田部では，　ヒ居靖範，安部誠治，岡田知弘，安藤陽，山

火武津夫の各氏が，地方陸ヒ旅客輸送事業に包含される路線バス・｝喋（1－1に過疎地域の路

線パス寝業），空港建設，第：セクター鉄道旅客輸送事業，整備新幹線の建設と在来線の問

題を論じている．lll火氏は，整備新幹線開業によるJR並行在来線の第三セクター鉄道旅

客輸送’1｝業者への転換の過不㍉1を，住民の合意のないまま，政府，JR旅客輸送事業者サイ

ドのソ∫的な都合で，強引な形で決定されてきたと強く批判している．さらに，誰でもど

こへでも，安く安全に快適に移動し，自由に貨物を送り受け取ることができる「交通権」

をト1会権として法律Ilで位置づけ，交通政策や交通行政が達成すべき目標と明確にする必

要かあり，交通基本法の制定を求めると結んでいる．確かに，交通権の考え方は重要であ

る．しかし，交通事業からの受益と負担を明確にしないまま，交通権を優先させることに

は問題があるといわざるを得ない．政府，地方自治体，それに住民の役割と負担を明確に

させることこそが，しっかりとした交通権の確、㌃に繋がるものと考える．

　福1日晴仁［2005］では，「人口規模が小さく，社会経済的主体が低密度に分散していると

いう特徴を有する全ての地域を「ルーラル地域（niral　areas）」として，過疎地域だけでな

く小規模な都市部，社会経済的i・1体が低密度に分散している都市部郊外等を含んだ地域を

分析対象とし，その公共川旅客輸送事業をどう維持させるかという方策を検討している．

この分析対象は，本論文における分析対象・範囲とほぼ同．一であるが，福田氏は離島航路・

航空路を分析対象に含んでいるのが本論文と異なっている．

　福川氏は．移動制約者の交通f’段を確保する．地域の社会経済的機能を安定的に維持す

る，地域振興策の・環として活川するという3つの利用から，公共用旅客輸送サービスの

持続的な維持が必要という観点から，先行研究においても未解明の課題，近年の旅客輸送

11喋を取りまく経営環境の変化による新たな課題を柱として論を進めている．そして，地

ノ∫民営鉄道旅客輸送事業，第：セクター鉄道旅客輸送事業，路線バス事業，離島航路事業，

肉｛1島航空路’1喋のそれぞれの現状を分析し，以ドの3つの政策的課題の柱を指摘している．
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第1章　地ノ∫交通を中心とした交通研究のサーベイ

　①　地域の実情に精通する地方自治体の］－1体的な取り組みが必要とされる

　②　社会経済n勺1｛イ本が公共川旅客輸送’拝業の維持に積極的に関’τする

　（3）需要の小規模性に対応し，財源の制約に対処しうるような，既存の方式に囚われな

　　い公共川旅客輸送1∬業および旅客輸送事業者に対する支援措置を追求する

　福川氏はこれらの政策的課題の柱について，それぞれの解決に向けたノ∫策を提示してい

る．そのノ∫策とは，①に関連しては，第’に財源の効率的な禾1∫川を妨げないために，行政

H的別てはない公的支援措置，つまり旅客輸送’1深を確保するための公的支援措置を統合

する．第：に，地域の実情に精通する地方自治体が地域振興策を策定する能力を向Lさせ，

地域振興における公共川旅客輸送事業のイ立置づけを明確にする．

　2ノに関しては，第・に公共川旅客輸送1封業の利用，1∫能性に対しては社会経済的詞本が一

定の受益者負担を施す．第1に望ましい公共交通事業のサービスについて，．社会経済的｝－1

体．地ノ∫自治体，交通狂業者の3者間で協議する．つまり，社会経済的｝－1体と地方自治体

が当事者として積極的に関与することが必要としている．

　3について，第・に既（r：の方式に囚われない柔軟な公共用旅客輸送事業を活用する．第

1に財源を効率的に利川し得る方式，すなわち競争入札方式で公的支援措置を実施する，

としている．

　福田氏の議論は深い現状分析から発したものであって，その解決すべきと示された課題

と解決の方策の意義は重い．特に地域ごとに異なる様々な事情や問題を抱える地方の旅客

輸送事業について，多くの軒列を取りヒげそのhSll功要因を追究していくことで，多くの地

方旅客輸送’1喋が抱えている問題の解決策を提示している．しかし，経済的な理論ツーノレ

を示しておらず，その点については説得力を欠く嫌いがあると言わざるを得ない．

　一方，旅客輸送事業を「ネットワーク産業」と捉えている先行研究もある．そのなかで

も交通政策から交通ネットワークを分析しているのが，石井晴夫氏である（石井晴夫［1993］）．

イfJl：氏は，交通の他に通イrii，放送、電力，ガス，水道などとともに，ネットワーク産業と

しての経済・経営面の考察を中心に論を展開している．

　確かに，地方の旅客輸送‘li：業に限らず交通はネットワーキングの経済性（economics　of

net“orking）の性質を持つ．道路網整備による外部経済をみればそのネットワーク性を理

解できる．しかし，ネットワーク性ばかりを重視した結果，通行量が少ない高速道路が建

設されたり，占くは国鉄の地方交通線が建設されたりした．つまり，ネットワーク性を重

視し，採算性を軽視してしまったといえる．特に，これは「我田引水」ならぬ「我田引鉄」
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や「我田引道」を口論む政治家や官僚，地方自治体の大義名分となりやすい．交通がネッ

トワーク性を有することに疑問を差し込む余地はない．ただ需要に合わせたフレキシブノレ

なネットソークをどう構築していくかが従来の交通では軽視されてきたことは否めないだ

ろう．

　また，「地方」もしくは「地域」という語句は，本論文における分析の範囲（序論第2

節4，p．17）でも指摘したように，非常に大きな意味が含まれる．例えば，①「首都・中央

（capita1，　metr・polis）」に対する「地ノ∫（coul・try）」，②東北地方のような広い地域を指す「地

ノi（district，　area）」，（3）ある特定の地域を指す「地ノi（loca1）」，④「都rli（city）」に対する

「地方（provinces）」と挙げられる．それだけ「地方」もしくは「地域」という語句を用い

る際は，注意しなけれはならない47．つまり，との意味から「地方」という語句を用いて

研究しているかによって，先行研究の対象も異なってくる．

　本論文では，斎藤氏が指摘しているような，当初から公共交通事業の商業的運営の枠外

とされてきたケースの研究に川いられている「地方」は，より厳密に定義すれば「過疎地

域」と特定できるため，本論文の対象からは除外した．この理由は，同じく斎藤氏が指摘

しているように，公共交通日業の存続や維持の論拠にソーシャノレ・ミニマムの視点を据え

ることが比較的容易であり，補助の必要性について特に深い議論を必要としないからであ

る48．

　なお，地方旅客輸送’拝業者については，横断的な分析・研究は多くないものの，各事業

者の現状を分析した論文やレポートが多い．特に，鈴木文彦氏が2004年1月から『鉄道ジャー

ナル』誌で連載している「地方鉄道レポート」は，地方鉄道事業者の現状のみならず，関

係する路線バス旅客輸送事業者や地方自治体などの動向も合わせて探った非常に参考とな

るレポートである．また，この連載より前の連載「鉄道各線の実態と問題を現地に見る」

も現地考察を基本とする鈴木氏の研究スタンスをよく現すレポートである．さらに，財団

法人運輸調杏局では，北海道ちほく高原鉄道，　ヨ岐鉄道，松浦鉄道など第三セクター鉄道

47
{論文では，「本、｝紋に才・ける分析の対象」（P。6），「本論幻こおける分析の範囲」（P．17）1こ

おいて，その対象と範囲を明確にした．
48

ｱの視点は，日本国憲法第22条第1項に「何人も，公共の福祉に反しない限り，居住，移

転及び職業選択の1’Illlを有する」と定めていることに根拠を求めることもできる、この場合の

「公共の福祉」とは，人権相η：の矛盾衝突を調整するために認められる衡・ドの原理（・元的内

イE｛倒糸勺li党）　という　（‘11　，1；　ii茂i十瞳xt［2004］）．
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旅客輸送事業者や高松琴平電気鉄道など地方民営鉄道旅客輸送’1喋者へのインタビューを

まとめ，’1］拮者の貴爪な声として注日に仙する．

3．第三セクター鉄道旅客輸送事業に関する先行研究

　第｛セクター鉄道旅客輸送’6業者49に限らず，　般に「第：セクター企業」や「第三セ

クター経営」，「公私混合企業」と呼ばれる公企業に対する碩才なる先人の研究業績は数多

い．そのアブローチ方法も多岐にわたり，経済学のみならず法学や行政学からのアプロー

チも数多く存在する．本項では，前節までの交通総論，地方旅客輸送事業に関する先行研

究を踏まえ，第：セクター鉄道旅客輸送’1喋に特化した先行研究を検討したい．

　第：セクター鉄道旅客輸送‘1喋そのものに対する先行研究は，佐藤信之［1999a］，香川

IE俊［2000a］、同［2000b］が代表てある．

　佐藤信之氏は，鉄道旅客輸送事業における第三セクター鉄道旅客輸送事業者の全貌を概

観し，第：セクター導人の政策的背景を社会構造の変化からとらえて検討し，全国の第三

セクター鉄道旅客輸送11諜者の経営実態も考察し，地方自治体など公的機関が中心となっ

て運営しているとしている．さらに，’li時導入の議論が進められていたPFI（Private　Finance

Initiative）の鉄道’］喋への導人のli∫能性を検討し，民間企業で十分に採算べ一スに乗った

経営ができるような路線は，PFIの考え方を適用して，民間中心の運営に転換すること

が必要と結論づけている．このほかにも佐藤氏は「第三セクター鉄道旅客輸送事業」（ロー

カル鉄道旅客輸送‘1喋）に関する論文5°を多く発表しており，本論文に参考となる研究も

数多い．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　香川氏は，香川II三俊［2000a］において，全国の第一三セクター鉄道旅客輸送事業者38事

業者を対象として，その現状を紹介し，存在意義と将来性を検討し，過疎地域を中心とす

る各地の実情と地域振興策（観光事業中心）を踏まえた諸課題について，諸外国の事例を

鑑みて，各種交jur　f・段の役割を交えながら詳細に検証し，地域振興策と交通政策の密接不

・∫分性を考察している．このなかで，同氏は，開発型の第三セクター企業とは異なり，地

域振興のためには第三セクター鉄道旅客輸送事業者の存在が「欠くべからざる絶対不可欠

4‘）

諱Fセクター鉄道旅客輸送・1渓者についての定義は，第鵠ll第4櫛1節（P．i58）で定義づ
ける．

sn
痰ｦば，佐藤信之［1999b］，同［2002b］，

である．

’　［2003a］，　lfij　［2003b］，　［P　fl　［2004aj，　「司　［2005c］
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の条件」という意味ではないとしながらも，第：セクター鉄道旅客輸送事業者の存在意義

は「採tJl：性」や住民の移動の権利保証という視野のみでは測れず，民間部門では困難な過

疎地域のr再生」を日的とする旅客輸送’1深インフラストラクチャー（infrastructure）の確

保に見出す必要かある，と1張している．そうでなければ，多額の税金を投人した第三セ

クター鉄道旅客輸送ll喋者の「公共性」と「合日的性」は激滅する，としている．また，

lggg年の鉄jti　iii：業法改1｜三による「規制緩和」を批判している点は異彩を放つ．

　様々な公的な補助制度を詳細にかつ体系的に研究，紹介している点は，本論文に多くの

示1唆を与えている．しかしなから，研究対象を特定地方交通線から第：セクター鉄道旅客

輸送事業者に転換した38’1喋者に限定しており，大都市近郊新規開業路線や整備新幹線開

業によるJR並行在来線転換路線の第：セクター鉄道旅客輸送事業者については触れられ

一Cし、なし、．

　また，香川〔2000b］では，け木鉄道（福岡県）と南阿蕉茉鉄道（熊本県）の事例研究を中

心に，前掲，1ド（香川［2000a］）と同様に，過疎地域の「再生」策と第三セクター鉄道旅客

輸送巾業者の関係を考察している．特に，国鉄特定地方交通線選定の政策決定過程を詳細

に考察し，両鉄道旅客輸送事業者に対する経営の安定策と沿線地方自治体の役割を提言し

ている．

　また，多くの第三セクター鉄道旅客輸送事業者が共通の問題として抱えている「不採算

鉄道路線」の維持・運営について，武井孝介［2001］では，経営効率化のインセンティヴ

を損ねることなく，公的部門による無秩序な費用負担の拡大を防ぐには，沿線地方公共団

体などの「公的責任の範囲」と鉄道旅客輸送事業者そのものの「企業責任の範囲」を明確

にする必要があるとして，1つの方策として「」ニド分離方式」の導入について検討する必

要がある，としている．

　さらに，財団法人運輸政策研究機構内に設置された地方鉄道問題に関する検討会では，

序論第｜節（p．1）でも触れたように、杉山武彦氏を座長に報告書（財団法人運輸政策研究

機構（地方鉄道問題に関する研究会）［2003］）をまとめた．報告書には，地方鉄道旅客輸

送‘1喋を維持整備するためには，公民の役割分担を踏まえつつ、新たな支援やシステムの

あり方について検討していく必要があると結ばれているが，具体的な斬新な提言が含まれ

ているとはいえず，どちらかといえば，公的支援・関与を現在よりも拡大させて，地方鉄

道旅客輸送’1ぱを存続させようというHl来からの提言を踏襲しているといっても過言では

ない．しかし，この報告、1ドは，地方鉄道旅客輸送事業が抱える問題点，今後の地方鉄道旅
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客愉送ll｝：業のあり方を大局的な立場から提、1一しており，決して看過することはできない．

　これらの先行研究にも，個々の第：セクター鉄道旅客輸送’｝喋者に対する弼列研究があ

る．

　伊原豊實［1993］は，「第：セクター」という大きな概念の中の鉄道旅客輸送事業として

の南阿蘇鉄道とくま川鉄道の211喋者を国鉄改革からの流れに沿って分析している．伊原

氏は，‘｛1：業の採算性に問題は集約されるとして，経営安定基金への依存は避けるべきで，

運賃体系の見直しや積極的な営業展1用などに政治的制約を加えてしまえば，「第：セクター」

の意義を弱めると警鐘を鳴らしている．

　香川lll俊［1998］は，北陸新幹線（長野来斤幹線）開業に伴い，並行在来線として初めて

第：セクター鉄道旅客輸送事業者に転換したしなの鉄道について，今後の整備新幹線開業

によるJR並行在来線問題のモデノレケースとなるとし，詳細に検討している．特に，篠ノ

井一長野間の所1属問題，JR東日本からのイ∫償譲渡問題，軽視された公的な補助制度問題，

さらに，しなの鉄道自体の債務問題なと，多くの問題が提起されている．

　和川尚久［1999］は，現在ては第：セクター鉄道旅客輸送’1操者として再出発したえち

ぜん鉄道の前身．川京福電気鉄道越｝ll∫線を例に，地域価値財として，地域鉄道旅客輸送事

業存続方途としてのi：ド分離方式の導入の是非について検討している．

　鈴木文彦，鶴通孝，佐藤イ、亨之の各氏は，整備新幹線開業によるJR並行在来線の第三セ

クター鉄道旅客輸送事業者の現状と展望について、様々な角度から検討している．特に鈴

木丈彦［2002d］は，香川［1998］以降のしなの鉄道の現状をつぶさに紹介し，問題点を挙

げている．佐藤［2002b］も，’ll時開業準備に追われていたJRからの経営分離区間である

盛岡一八戸間（IGRいわて銀河鉄道・Fi「い森鉄道）と八代一川内間（肥薩おれんじ鉄道）

のJR並行在来線に絞って，沿線地方自治体の開業対策を検証し，公的な負担の制度面や

問題点を言及している．

　財団法人運輸調杏局が発刊しているE，tjl：門誌『運輸と経済』には，数多くの第一三セクター

鉄道旅客輸送事：業に関する論文などが掲載されている．それだけ第三セクター鉄道旅客輸

送事業に関わる問題が局所［’1勺ではなく，全国的な問題であることが｛，fJえるだろう．寄稿者

も交通経済の研究者だけでなく、行政のトップである地方自治体の首長や第：セクター鉄

道旅客輸送事業者の社⊥《など，多1：済々である．特に，第：セクター鉄道等協議会の会長

である矢野俊幸伊勢鉄道代表取締役専務は，将来とも運営を安定的に進めるための方策を

探っている　（矢野俊・ド［2001］）．矢野氏は，過疎地の第：セクター鉄道旅客輸送事業に欧
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州o）鉄道などて採川されている［iド分離方式の適川が選択肢の1つだと述べている．また，

佐々木弘・ll三lrl健・［1995］では，第：セクター鉄道旅客輸送‘1［業を総括的に評価し，今

後のノ∫向性が提，詰れている．佐々木・IEIrl両氏は，沿線地方公共団体と第：セクター鉄

道旅客輸送ll深者との経営の責任関係は必ずしも明確ではないと指摘している．そのうえ

て，地域全体をトータノレに「マネージメント」する，より大きな視点から鉄道旅客輸送「拝

業経営を捉えることの「n要性を提，i’している．また，『運輸と経済』には，地域と鉄道に関

する座談会や研究フt一ラム51を採録している．

　鉄道旅客輸送事業という枠組みを外した「第：セクター」の先行研究については，経済

学はもちろんのこと，法的責任などの法学からのアブV一チや経営学からのアプローチな

ど，数多くの先行研究がある．

　公企業の1つのカテゴリーとして第：セクターを考察したのは，直江重彦［1983］であ

る．直江氏は，採算の悪化を伴う政治的介人の強化は，民間の参入の結果として期待され

た効率的経営や活力ある経営の源泉ともなる人材の確保や経営の自｝：性を失わせ，第三セ

クターの経営をより悪化させてしまうと指摘し，公的部門と同様の非効率性に加えて，公

共性の無視といった現象が生じていることも指摘している．そして，第一：セクターにおい

て民間の活力を活かすためには，競争に変わる何らかの環境条件を設定する必要があり，

公共セクターの関り二範囲の限定化，第三セクターの経営責任の明確化，民間セクターの役

割範囲の拡大，第：セクターの解散条件の設定の改善が必要と結ばれている．

　今村都南雄［1993a］，同［1993b］，前H｜成東［｜993］，武藤博己［1993］は，本論文に非

常に有益な示唆を多く’τえてくれる論文である．徹底的に第ニセクターを分析し，基本文

献の1つに数えられる．今村氏は，’1］時の研究動向を詳糸田に分析し，さらに第三セクター

の概念について，国会での様々な第・1セクターに関する審議を通じて整理し，第・｛セクター

の概念の再定義を試みている．前田氏は，日本における「第・三セクター」と諸外国におけ

る「サード・セクター（third　sector）」の違いを分析している．特に、諸外国の「サード・

セクター」に類似した日本の法人や形態を比較分析しながら，日本の第：セクターの新し

Sl
痰ｦば，佐藤孝志（高岡市」ξ），分家静男（新湊市長），中村晴夫（万葉線代表取締役社長），

島lll範（路1耐匡中二と都市0）末来を考える会・高岡の会長）各氏の座談会（佐藤孝志・島lll範・

中村晴k・分家r’t’ff　Vi［2002〕），内川隆，佐々木弘，堀籠明，今城光英の4氏による座談会（内

lll降・／ノll々木弘・堀籠明・今城光英［1997］），　Ilf木亮，井日典夫，須田昌弥，宮嶋勝の4氏に

よる研究フォーラム（占木亮・井ll典夫・須川昌弥・宮嶋｝｛券［1997］）などが挙げられる．

一37一



第1r；fl地方交通を中心とした交通研究のサーベイ

い姿を求めている．武藤氏は，第：セクターという概念に代わって「中間セクター」とい

う，操を川いて，様々な公的団体をとらえ，公共川輸送タ1深における各交通千段と公共性

の関係を分析・検討し，行政運営liで武藤氏が川いた「中間セクター」がどのような意味

を持っのかを検討している．そのうえで，中川セクターとしての株式会社が行政の制度的

硬直性から解放され，業務の柔軟性を齋す一Jiで，ある程度の先人観，直感によって，財

団法人などの他形態をとらず株式会社を導人する間題点を指摘している．

　小坂直人［1999］は，経営破綻した1‘1’；小牧東部開ラδを通して，第｛セクターを考察して

いる．小坂氏は，ll‘1：小牧東部開イ逢などの人きく破綻した大規模ll業基地開発計‘画のうち，

道路などの産業基盤に関わる公」Ul’1［だけが生き残り，その費川には政府や地方自治体の

公的資金か投人され，この公共ll相こ寄生する建設会社（ゼネコンや地元建設会社）の活

動機会を’∫える場所にしか過ぎず，IVIr　tl、牧東部開発は「死に体」状態に過ぎなかったと厳

しく述べている．また，地方自治体の責任と関’τのあり方を検証している．さらに，L‘f‘i小

牧東部開発の破糸定を参考に，地方自治体が中心となって設立した第：セクターの破綻処理

にとこまで地方自治体の責任が及ぶのか．とのような関与方法があるのかを検討している．

　成瀬龍大・自治Ms問題研究所編［1997］は，1980年代の「民活ブーム」にのって次々と

設L～1された第ミセクターがバブル経済の崩壊から続く日本経済の長期低迷によって「曲が

り角」から「破綻」にlfi」かっていた’tl時の現況を細かに検討している．成瀬氏は，経営評

価戊，C準と審査機関の儲泣，経営責任と民ヒ的M｛｝i－i」の調和的確立の重要性を説いている．そ

のなかで，経営評価によって，第三セクターを廃Lll，民営化，直営化の方向性を示してい

る．また，成瀬氏は，第｛セクターの法的な検，’ilEも試みている．特に，1996年3月の京都

駅ビノレ開発に関する京都地方裁判所の判決と1998fl三6月のド関日韓高速船の山口地方裁判

所の判決を対比させて紹介している．

　中村太和［1996］は，B本と英国における公企業民営化の理念と現実の相違点を検討し

ている．中村」［〈：は，第：セクターの評価について1章を割いて検討し，英国のvoluntarx　sector，

charitiesと日本の第：セクターの相違点、公的支援の違いを述べ，英国でも、oluntan　sector

とは何かが厳しく問われていると紹介している．さらに，公私共同事業としての第：セク

ターの再編と整理が必・要であり，事業の採算性が一定レヴェル以liにあり，自立した経営

が可能であることと，b“i　）＃1！内容に明確な公共性があることが重要であり，それ以外の天ド

り先の確保や行政と企業の癒着による利権追求の手段としての第三セクターは廃1ヒすべき

としている．また，行政内部の検討だけではなく，市民によるコントロールが必要であり，
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その・例として，神奈川県白治総合研究センターの提言を引川している．

　赤井伸郎・篠原］フ「［2001］は，破綻か続く第：セクターの実態に迫り，第：セクター破

綻要因o）実証分析をすすめることで，新しい公共投資壬法であるPFIをいかに成功させ

るかにi・1眼がおかれている．第｛セクターの破綻という厳しい現実を冷静に分析している

のが特徴である．また，赤井氏は，第：セクターの経営悪化について以ドのように分析し

ている　（赤井イ中虫1≦［2005］，p」65）．

　T　マクロ的な景気悪化の影響は，大規模な開発を担った法人の経営に，より大きな打

　　撃を与えた

　．2：官と民の責任分担の曖昧’門三により，民の努力が低ドし，経営が悪化した

　3　官と民の責任分担の曖昧性により，官の努力が低ドし，経営が悪化した

　’1、地域における需要競争（同業者との競合）により，経営が悪化した

　5　雇川確保としての設立・継続により、経営が悪化した

　6　地域における政治的圧力を通じた過大投資により，経営が悪化した

　71情報公開の不備による説明責任の欠如により，経営が悪化した

　8　リゾート法（総合保養地域整備法，｜987年法律第71号）などのマクロ政策による

　　非効率な設、γを通じて，経営が悪化した

　1：記のような分析から，第三セクターやPFIを活用し，民間活力を効率よく利用して

いくには，まず官と民の責任分担の明確化および官と官の責任分担の明確化が必要であり，

本来の目的（公共サービスの供給）以外のH的による設171の排除（雇用確保や地域産業保

護などの政治圧力からの脱却）が必要と結んでいる．確かに，第三セクターが経営悪化し

ていった要因はこれらの要因だというのは的を射ているが，第三セクター鉄道事業にはあ

てはまらない要因も挙げられている．第：セクター鉄道事業については，特に②・③官と

民の責任分担の曖昧性から官と民の努力が低．ドしたこと，⑤雇用確保としての設、ア，継続

されたこと，⑥地域における政治的圧ノJを通じた経営維持，⑦情報公開の不備による説明

責任の欠如が要因として挙げられよう．

　監Wi法人朝日新和会計社編［lggo］は，経済学と離れた法学実務向けの手引書であるが，

法人としての「第一1セクター」について戊1ξ礎的な理論を提イ共してくれる．

　和川尚久［1989］では，「民間活力活用」（民活）事業としての第三セクターを取りヒげ

ている．和川氏は，民活を施設型，産業型，福祉型の3タイブに分類し，特に地方民活の

課題として，イニシエーターの（r：在と‘1喋評価の充実を掲げている．第三セクター鉄道旅
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客輸送’1喋をi・1眼としたものではないが，‘6業評価の充実性や地方における第｛セクター

旅客輸送ll｝：業のありノ∫に，　H指すべき方向性を促してくれるものであろう．

第2節地方陸上旅客輸送事業の先行研究

1．国鉄改革時を中心とした地方陸上旅客輸送事業の先行研究

　地ノ∫交通事業を史的に概観するとき，1987年の国鉄改革は，第一1次iiir界大戦後，最も人

きな変革を齎したといって過言ではない．

　この国鉄改革に関しては，その国民的な関心度と比例するように，経済学だけではなく，

様々な記録や回顧録などを含めて，数多くの先行研究がある．巨位国会図書館のNDL－OPAC

や国、∫1情報学lill究所のNACSISWebcatて，国鉄改lkfl：などをキーワードに検索すると，多く

の文献か所蔵されていることがわかり，国民的な関心の高さが窺えるだろう．

　さらに，公企業の民営化，規制改革に広げると，さらにその数は多い．

　松原聡氏は，公企業全般に対する民営化・規制緩和について言及している（松原聡［1991］，

同［2003］）．松原氏は，公企業を定の歴史的条件のドにアドホックに設立された企業と

して，政府部局か特別立法によって設立され，規制・監督が明示されており，かつ独立採

算性を指向するものと定義している．また，公企業と規制産業について，財の性質や規制

日的からは経営形態（パブリックかプライベートか）は意味を持たないとしている．さら

に，民営化・規制緩和の論人～iは，民営化の行き先（経営形態），民営化と競争の関係が重要

であるとして，公企業の市場全体の分析，つまり産業組織論からの分析が不可欠であると

している．そして，独lll市場への競争導入，地域分割、吾業分割，外部への進出の必要性

を説き，民営化と規制緩和が多面の効果を齎すとしている．

　松原聡［2003］においては，国鉄・川本電信電話公社（電電公社）の民営化・規制緩和

について実証面を頂視して，改革の必要性をll覚いている．このなかで松原氏は，国鉄改革

について「年川2兆円以llの赤字を出していた1渓体が、納税し，さらにはその中心会社

は1：場，完全民営化を果たしたのであるから，改革は成功したと見るべき」と高く評価し

ている．

　植1∵1二益氏は，公企業に対して基本的な論点から，公企業が抱える根本的な問題点，旧3
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公社（国鉄・電電公社・日本曽二売公社）の改革，さらにその改吊：の成果まで，幅広く論考

している（植｜e“1：益［1989］，同［2000］）．そのうえで，植1∵i：氏は，「公企業の存在の意義が

薄れた場合には公企業の組織変革は不［∫避であり，市場メカニズムをi：体とする経済体制

の国では，可能な限り完全民営化の方向で組織変・1｛」1：する必要がある」と結論づけている．

また，国鉄改1｝1・：の起因を，国鉄を規制するi・1体としての国会がその経営の監理よりも，む

しろ地ノ∫交通線や新幹線を設置することに奔走してきたという「規制の政治化」，労使関係

の悪化を解決てきないままに放置してきたため，国鉄内部の効率化意欲が著しく減退，赤

字が累積しても決して倒産しない公企業体質などが頂要な要因だとし，国鉄改革の成果と

して，需要の開拓・営業り蚕化，サーピスの向E・施設改善，経営の多角化を挙げ，他の民

営鉄道旅客輸送‘6業者や地ノ∫公営鉄道旅客輸送事業者にも刺激を与えたと，評価している．

　lll田徳彦氏は，国鉄の分割・民営化に的を絞り，経済学や経営学の視点から制度・組織

のlniを考察し，特にJR東日本の経営戦略，経営行動を広く考察している（山田徳彦［2002］）．

そのうえて．鉄道旅客輸送’1深供給の望ましいあり方を明らかにするとともに，制度改革

やll本企業の今後のあり方に暗示（インブリケーション）が導き出されると展開している．

しかしながら，第：セクター鉄道旅客輸送事業者については，旧国鉄の問題の一一部として

少し触れられている程度に過ぎない．

　経済学とは離れてしまうが，国鉄改革の当事者による回顧録にも耳を傾けねばならない

だろう．JR東日本の初代社長を務めた住田正一1氏，　JR東海の代表取締役社長・同会長

を務めた葛西敬之氏，JR東日本の代表取締役社長を務めた松田〔t’r氏は，国鉄改革にお

いて国鉄内部からリーダーシップを発揮し，「鉄道復権」といわれる時代の基礎を築いた3

氏である52．それぞれの著IIドは川顧録であるが，松田昌十［2002］については，叙情的な

川顧録の面がある’方で，様々な提、「がなされているのには，注目に値する．また，葛西

敬之［2001］は，llこ1鉄改lt“：から14年経っても改・￥・：は終わっていないと警鐘を鳴らしている．

いずれも，本論文に有益な示1唆を’」iえてくれる．また，第1次中曾根康弘第一：次改造内閣

で運輸大臣を務め，長年国鉄改tllll：に携わったミ塚博氏も，’ll時の国鉄にどのような問題点

があり，その処方箋ともいうべき国鉄改）tlt・：をどのように進めていくかについて記している

（：塚kf，1　［1984］，　1司　 ［1986］）．

s2
ｼ田氏，井f氏に，　JR西ll本の代表取締役社長・同会長を務めた井手正敬氏を加えた3氏

を国鉄改革に尽力した「国鉄改革三人組」とよぶことが多い．
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　いわゆる国鉄改小：は，ll本が世界の先進国のなかでもその先鞭をつけたが，今城光英編

著［1999］は，日本の他に，英国，ドイツ，スウェーデン，フィンランドの鉄道政策を詳

細に検証している．特に，英国，ドイッの国鉄改革（L〈，’i；9化）については，H本の国鉄改

」“：との相違点，英国における国鉄改革（フランチャイズシステム0）導入）を詳細に検証し

ている．さらに，同書の11「木真美氏は，欧州連合（EU：European　Union）内の英国，ド

ィッ，フランスの鉄道政策の概要をまとめ，EUにおける共通運輸政策の進行のなかで，

鉄道の高速化と地方分権化が，日本における国鉄改革（地域分割）とは異なる意味で，国

有鉄道輸送事業者の分割，解体に繋がっている，としている．　　　　　’

2．1990年代以降の地方陸上旅客輸送事業存続策の提言

　地方陸Il旅客輸送’1喋者については，輸送人員の減少などから，廃止に追い込まれたり

W：続の危機におかれたりしている‘｝喋者が少なくない．このような状況に対し，存続策の

i是lfも箸されている．

　日本政策投資銀行で地方鉄道旅客輸送事業者に対する出融資業務に携わった浅井康次氏

は．このまま市場経済原理に｛f：せておけば地方交通線は姿を消すと警鐘を鳴らし，地方交

通線のあり方を問うた著｝｛…を著している（浅井康次［2004］）．

　鉄道まちづくり会S￥　53では，高齢社会，地球温暖化，赤字高速道路などの様々な問題か

ら，地方陸ヒ旅客輸送事業の問題を根本から見直す必要があるとし，地方陸上旅客輸送事

業を見直し，その再評価と存続の方策をQ＆A方式で探っている．

　また，自治研中央推進委員会の月刊誌『月Fl自治研』は，2005年9月号で「公共交通は

赤字ではいけないか」と題した特集を組み，10名と1団体s4が多角的に分析している．月

1二ll誌『鉄道ジャーナル』でも，2005年12月1＞では特集「鉄道の活性化を考える」を組み，

地ノ∫鉄道旅客輸送事業者の現状を紹介するとともに、今後の方策を提示している．

　しかし，これらの提言については、地方鉄道旅客輸送事業者や政府・地方自治体の施策

を後追いで紹介した記事も多い点には注意する必要がある．

s3
S道まちづくり会議は，2003年］1　Jjに地方鉄道が抱える共通の課題解決に向け，活力ある

地域社会の交通体系を構築することを日的に，全国の沿線地方自治体，地方旅客鉄道事業者，

支援市民卜rl体などで糸且織された．

54
ﾉ藤智毅，日1伽㍉：見，香川正俊，島lll範，清水省吾，竹内伝史，辻本勝久，能村聡，服部重

敬，松本昌：の各氏と鉄道まちづくり会議
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　ソ∫，今後の地方鉄道旅客輸送事業者の存続策でも大きなウェイトを占めるといわれる

rl：ド分離（vcrtical　separation）」については，堀雅通氏が代表的な研究者である．

　鉄道輸送’1｝：業における「ヒド分離」は，1987年の国鉄改Jli・：時に鉄道「1［業法の制定により

本格／l勺に導人された．これは，JR貨物の鉄道貨物輸送「］喋をJR6旅客輸送・1喋者が保

有する線路を川いて営業することと，東海道・山陽・東北・1越の各新幹線の線路施設を

特殊法人である新幹線鉄道保有機構が保有し，JR3旅客輸送‘拝業者に有償で貸し付ける

ことs5にi・1眼を置き，導人されたものである．鉄道事業法の制定以前に，1968年に開業し

た神戸高速鉄道S6（第：セクター鉄道事業者）が神戸市iii心部の路線と駅施設のみを保有

する鉄道］喋者として存：在しており，Iiド分離の考え方は，鉄道事業法が実態を追認する

形で導人された経緯がある．

　堀雅通［2000］では，ドイツ，スウェーデン，英国3ヶ国の交通・鉄道政策，鉄道改革

をEu共通の交通・鉄道政策との関係から分析し，欧州における鉄道政策，鉄道事業経営

のありノ∫，特にヒド分離の理論と実際を考察している．堀氏はヒド分離を¢競争政策的f：

ト分離，2市場制約的Iiド分離，3資本費負担軽減・経営リスク回避的上ド分離，④便宜

的Lド分離と分類し，ヒド分離によって列車運行専業事業者（いわゆる「上」部分を担う

事業者）は過人な通路費（線路の建設費など）負担から解放されるが，線路開放に伴うモー

ド内競争に直面すると指摘している．日本の地方鉄道旅客輸送事業者にとっては，③資本

費負担軽減・経営リスク川避的1：ド分離に分類されるFi下分離方式が考えられるだろう．

　さらに，堀氏は，欧州の交通市場システムに対する行政関与のシステムをササラ型（交

通政策が各交通機関別でも共通の政策や財源を持つ），口本のそれをタコツボ型（政策や財

源が分離，孤、’tl化）と指摘し，欧州の交通政策を，①通路費負担水準・負担方式における

イコーノレ・フッティング（equal　footing）に基づく競争政策の導人，②交通インフラストラ

S5
V幹線鉄道保有機構が新幹線の線路，施設を保有する第三種鉄道事業者とはならなかった．

なお，株式の売却・1：場を円滑かつ適切に実施する観点から，JR東日本，　JR東海，　JR西

日本の資産および債務を確定する必要などが生じたため，新幹線鉄道に係る鉄道施設の譲渡等

に関する法律（1991イ1三法律第451J－）に基づき、新幹線鉄道保有機構が保有していた新幹線鉄

道施設が316業者に有償譲渡され，新幹線鉄道保有機構は解散し，新幹線鉄道保有機構の権利・

義務は，鉄道整備」、蛉（現在o）独、～1行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構）に承継された．
56

_戸高速鉄道は，神戸市内にターミナルを持つ阪急電鉄．阪神電気鉄道，山陽電気鉄道，神

戸電鉄の路線を接続するために，東西線と南北線を建設し，各事業者からの乗り人れを通じ．
相η：直通運EPxl］1；j始した．
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クチャー整備財源の効率的，機動的な運川システムの構築，③公的責任と企業的（私的）

責任領域の明確化（参人自由化＋外部補助型交通市場政策の採川），④外部不経済の内部化

措置（環境費川負担システムの導人）の4点に要約し，日本においても検討すべき課題で

あると結んている．

　確かに，堀氏が欧州の交通政策として指摘したこれらの検討は頂要である．だが，①通

路費負担水準・負担ノ∫式におけるイコーノレ・フッティングに基づく競争政策の導入につい

ては，筆者はやや懐疑的な見解を示したい．確かに競争政策の導人は非常に重要である．

しかし，実際の列車運行事業者である第：種鉄道1喋者と線路・施設の保有事業者の第三

種鉄道‘1喋者の責任範囲や意思が乖離した場合の処遇が問題となるからだ．B本では問題

視されることはなかったが，イギリスの鉄道「1深におけるkド分離策と民営化は，実際の

列中：運行事業者である第1種鉄道］喋者と線路・施設の保有事業者の第．藩鉄道事業者の

責任範囲や意思が乖離した場合の処遇に様々な問題があったと・方で指摘されている．こ

れによって，鉄道‘拝故が頻発したり，ダ川［の運行が停iilしてしまい，イギリスでの積極的

なllド分離策・民営化は失敗に終わったとまで指摘されている（Wolmar．　Christian［2001］）．

　ll本でも，イギリスのような事態が起きないとは限らず，鉄道事故が頻発したり，列車

の運行か停止してしまえば，鉄道事業の利用者からの信用は一・気に失墜するといっても過

，デてはない．せっかくの鉄道政策も逆効果で，水泡に帰すというものである．ここが非常

に難しい問題でもある．

　当‘1渚ともいうべき鉄道旅客輸送事業者の側から，東武鉄道の平田・彦氏が日本での「E

ド分離」に疑問を示しているのは興味深い（平田．彦［2006］）．その疑問とは，鉄道事業

資産が従来ヒドー体で保有・管理され，liドの親和性は他の交通機関より格段に高く，　Li

ド・体で対応しなければ速度向Eなどの効果を1一分に発揮することができない．こうした

性格を有する鉄道1喋｝餐産をiiドでどう分割するか，鉄道事業資産の分類から数十通りの

llドの組み合わせが想定でき，親和性を損なわず，かつ競争原理を発揮しうる組み合わせ

があるのかが第・の疑問である．第：は，同線路llを複数の事業者が運行するPT∫能性が

高い「オーブン・アクセス」は，果たして円滑に機能するのか，性能の異なった列車やダ

イヤ混乱時の利害調整は誰のT：にあるのかという点にあると言及している．この疑問は，

鉄道輸送事業者・実務家側からみればもっともな疑問であろう．

　しかし，’1夕川氏はIlド分離による競争政策が機能しやすい環境が全くないわけではなく，

北欧並みの低い旅客輸送密度（1H約3、000～5、000人）にある地方鉄道旅客輸送事業の分
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野にその適する環境を見いだしている．最近の地ノ∫鉄道旅客輸送事業の動向を「地域の補

助を前提としたV一コスト事業者の参人が見受けられる状況」とし，ヒド分離を評価して

いる．

3．地方路線バス旅客輸送事業に関する先行研究

　地方路線バス旅客輸送事業に関する先行研究は，地方鉄道旅客輸送事業のそれに比べる

と，相対的に少ないといわざるを得ない，地ノ∫路線バス旅客輸送・1渓に関する先行研究の

対象は，過疎地域の路線バス旅客輸送事業であり，この事業をどう維持していくかにk眼

かおかれた論丈か多い．2002年に実施された路線バス旅客輸送‘1操の需給調整条項撤廃を

中心とする規制改革（道路運送法の蜘Dを前後として，研究活動が活発となっている．

　、［川・薫氏は，路線バス旅客輸送’1喋を中心とした研究者てある．早期から路線バス旅

客輸送“業に注目し，多く0）研究成果が公表されている．寺川’薫［2002］は，路線バス

旅客輸送‘1ぱについてi－1に運転頻度などのサービス品質の観点から政策評価を実施し，英

国、フィンランドおよび日本のバス政策を比較して望ましい路線バス政策を探っている．

Ji’川’薫編著［2005］では，2002年に実施された路線バス旅客輸送事業における規制改・質

後の路線バス旅客輸送事業の動向を探っている．地方自治体がどのように路線バス旅客輸

送事業に関わっているのか現状を分析し，個別の路線バス旅客輸送事業の事例についても

詳しく整理している．また，路線バス旅客輸送事業の新しい事業主体として，住民組織に

よる協議会の路線バス旅客輸送事業の展開という事例も取り］二げている．さらに，新しい

輸送形態である地方自治体のコミュニティー・バス，デマンド形乗合タクシーなども取り

ヒげ，過疎地域でいかにして住民の足を確保するのかを中心に論じている．この著書は，

過疎地域を中心とした地域に研究対象を求め，規制改革後の路線バス旅客輸送事業者の動

向を詳細に整理し，地方川治体が過疎地域において，より住民のニーズに即した路線バス

旅客輸送事：業についてどのように展開すべきなのかを多く示唆してくれる．

　ll本交通政策研究会における規制改革と総合交通政策研究プロジェクト（主査：松澤俊

雄氏）は2004年3月に『地域交通における規制改r↑t：の展開』と題した報告1萎…を干M行した．

この報告1｛ドでは，up公共川旅客輸送事業の後退がみられる地域交通において規制改革後の

公川脈客輸送1ぱイlt給の状況と展望．②都市への観光周遊者の便宜を図るとともに自家

川自珈1〔利川の榊、曳にも通じる観光周遊者向けの循董提路線バスについての考察．③大都市

圏郊外地域における路線バス旅客輸送’1［業機能の分析と規制改革後の事業の変化について
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を論じている57．①については，規制改・lll・：後の路線バス旅客輸送事業において新しい’1喋

i－1体として注目されている特定非営利活動法人（NPO：non－profit　organization）による輸

送11喋の供給について考察している．②は神戸市を’桝列に取りilげ，必ずしも観光周遊者

向けの循環路線バス］喋が単独としては経営的に容易なことではなく，地方自治体がどの

程度まで補助するのかについては議論の余地が残ると言及している．

　高橋愛典氏は，路線バス旅客輸送事業における「公」「共」「民」の連携のあり方につい

て論じている（高橋愛典［2006］）．この著書において高橋氏は，次のことを指摘している．

「民問にできること民間に任せる」というのは，交通に限らず行政改吊：一般の原則である

が，規制改革によって参人規制が緩和され，競争促進によって路線バス旅客輸送事業者に

よる内部補助のメカニズムが維持不能となると，地方自治体，特に市町村による地域交通

政策の意義はかえって高まる．路線バス旅客輸送‘1喋については，地方自治体が事業を計

画，運営する機会はかえって増えるのてある．地域交通政策，特に補助政策の根拠の1つ

として百要なのは利用日∫能性の概念てあり，その公戊£財的性質から，地方自治体の役割が

明確となる（高橋愛典［2006］，p．224）．この利用［∫能性の概念は，のちに詳論する地方陸

［i旅客輸送‘拝業におけるオフシコン価値の適川（第1部第3章第4節，P．130）において重

要な役割を果たす．そして，特定非営利活動法人などの非営利組織が地域交通市場におい

て，市場の欠落（民営路線バス旅客輸送］撲者の撤退やそもそも輸送需要が少なく事業者

の参人が見込めない状況）と政府・地方自治体の対応困難（財政難や区域内の多様な輸送

需要へ0）対応不能）の両方を補完することが期待され，英国では既に非営利組織による輸

送tli：業の供給が般的となっている，と指摘している．

　この他に，路線バス旅客輸送事業については，各地域における現状分析や事業者の動向

についてL倒列分析としてレボートされた記事も多い．『鉄道ジャーナル』では，都道府県を

ll1位として事業者の動向がレ；X’　・一トされている．

　地方路線バス旅客輸送事業の先行研究においては，地方，特に地方自治体が深く関与す

る過疎地域の路線バス旅客輸送’1｝：業が，地域住民の福祉を日的としたものも少なくない．

たた，どこまでを地域住民の福祉向ヒを川1勺とした福祉政策なのかについては議論の余地

s7
ｱの報告1障では，他に自動車貨物輸送’1喋に関する規制政策のサーベイ，都市交通における

ゾーン別混雑料金政策の導人i，∫能性について論じている．これらは本論文の研究対象ではない

ので，詳糸田に検討しない．
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が残されている．

　また，道路運送法が2006年に改｜llされ，路線バス旅客輸送事業に関する制度的枠組みが

変更されたが，この点に関する研究は，まだ改正からllが浅いことから進められていない．

　　一ノ∫，『鉄道ジャーナル』誌に「地方鉄道レポート」を連載している鈴木文彦氏は，路線

バス輸送’h：業においても，箸ll：を箸している．鈴木文彦［2001a］では，路線バス輸送事業

における事業者や地方自治体サイドの取り組みをまとめている．この著芹では，地方路線

バス旅客輸送’1深に限らす，大都市内の路線バス旅客輸送事業についても対象となってお

り，人都市内の路線バス旅客輸送宇業をどう活性化させるかといった問題や，コミュニ

ティー・バスや都市内100円バス58といった比較的新しい路線バス旅客輸送事業について

もバ及している．地方路線バス旅客輸送事業についてもどのように維持していくかという

方策を1盲点的に取りヒげている．

　また、『運輸と経済』では，2005年4月号と2007イ｛三3月号で路線バス旅客輸送事業に関

する特集を組んだ．2005年4月号ては「規制緩和とバス市場」と題して，高橋愛典氏と寺

田薫氏の論文を中心に構1戊されている．高橋氏は，前掲書（高橋愛典［2006］）と同様に，

路線バス旅客輸送‘じ業における「公」「共」「民」のパートナーシップの考え方について論

述している．午田氏は，路線バス旅客輸送事業の規制改革後の新規参入について，貸切バ

ス旅客輸送‘事業での規制緩和との関係に焦点を当てて議論を進めている．このなかで，路

線バス旅客輸送事業における規制改革による新規参入は，最も顕著にみられる関東地方で

も市場シェアの1％に達せず，路線バス旅客輸送事業市場にはごく’部しか新規参入がみ

られなかったと指摘し，制度ヒの課題として．規制改革のスケジュール上の問題，規制改

if

戟f，：の日的に合わせて‘1喋IX二分を見直していないことを言及している．地方路線バス旅客輸

送「1｝：業に関連しては，2001年度に実施された補助制度の修iLr．が概ね好ましい方向で実施さ

れ，規制改・1ゴr後の』客線バス旅客輸送’1環の改善には，この補助制度の修正がきっかけとなっ

ているものが多く，規制改革と補助；剖度の修正を区分して検証する必要性を説いている．

この特集では，路線バス旅客輸送事業者（奈良交通，神奈川中央交通，名鉄バス）へのイ

ンタビューも組み込まれている．

s’8

s市内IOO円バスとは，例えば駅から約1～2km程度までの特定1＞＜間の路線バス運賃を所定

o）初乗り運賃よりも低｝｝窪な100円に引きドげ，潜在的な旅客輸送需要を取り込もうとする路線

バス旅客輸送‘6業者の施策である．また，コミュニティー・バスのバス運賃を100円均・とし

ているところもあり，コミュニティー・バスと都市内1001ijバスは1廻連性が強い．
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　『運輸と経済』2007年3月～｝の特集では「バス嘱業・運営の新展開」と題し，洞II氏，

鈴木文彦氏，高橋氏の論考を輯録している．苫川氏は，地方自治体が深く関’iするコミュ

ニティー・バスについて，「公」と「民」の役割分担から，PFIの議論などと同様に，リ

スク配分の観点から整理する必要があり，どの形態の公民の役割分担が望ましいのかとい

うことは概に，汲できないものの，路線バス旅客輸送’拝業者の申告による事業赤字額を

完全に補填する方法以外に，様々な公民の役割分担があることを認識すべきと指摘してい

る．また，2006年に改lllされた道路運送法に関連して，新制度の地域公共交通会議のスキー

ムによってネットワークを総合した公民の役割分担が探られることを期待したいと述べる

　L方で，地域公共交通会議制度は，潜在的新規参人事業者も既存の大手路線バス旅客輸送

巾業者も同列に扱うべきである人札制との整合性，単独では地方自治体などからの補助を

受給しない路線バス旅客輸送‘1深を総合した調整のn∫能性などの面で，まだ課題が残され

ていると1’旨士尚している．

　卜㌧1多秀行氏は，地ノ∫，特に過疎地域における生活交通としての路線バス旅客輸送事業の

11果題と展望について，地域公共交通訓画．活動機会の保障，サービスの調達方法という3

つの概念を軸に述べている．このなかで．過疎地域において効率的な財・サービスの提供

方法として，需要者（過疎地住民）と財・サービスの提供地点を近接させる，つまり過疎

集落の移転や中心地への移住を選択できる仕組みを提供するなどして，限られた予算の下

で社会経済的活動の機会を保障するための最も効率的な方法を選ぶことが有用であり，短

期的な計1呵だけでなく中・長期的な計ll珂の策定が望まれるとしている．

　最も効率的な方法の選択肢の1つに，集落の移転や中心地への集団移／l三が挙げられてい

るが，ll本国憲法が保ISe；1する生存権（憲法第25条），移動の自由（第22条），幸福追求権

（第13条）との兼ね合いをどう決着させるのか，・朝には解決できない難しい問題でもあ

’1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　j

o．

　路線バス旅客輸送’1喋の先行研究については，地方鉄道旅客輸送事業が廃止されても，

路線バス旅客輸送「j渓が「地域住民の足」として事業が展開されていること，つまり「地

域住民の足の最後の砦」となっていることから，単に不採算となった路線バス旅客輸送事

業を廃業させれば問題が解決するようなものではなく，不採算性を少しでも解消しながら，

「地域住民の足」を確保するにはどうすればいいのか，どのような施策が望ましいのかを

追求している．

　そo）・方で，本論文の分析対象ではないのでli述では詳細に述べなかったが，高速路線
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バス旅客輸送加業が，高速路線バス旅客輸送事業者間や鉄道旅客輸送事業との競争状態だ

けでなく，「ッァー・バス」という新しい貸切バス旅客輸送事業59とも競争状態になりつっ

ある．

　路線バス旅客輸送‘ll：業が，片や「地域住民の足の最後の砦」 としての路線バス旅客輸送

・1深，片や鉄道旅客輸送‘ll：業やlifjじ輸送形態である貸切バス旅客輸送’1操と競争している

路線バス旅客輸送’ll業という多面的な側面を有する旅客輸送事業であり，先行研究の幅の

広がりもその多面性を反映させたものとなっている．

5り

cアー・バスとは，例えば旅行業者代理業を営む旅行会社・旅行代理店が，道路運送法第3

条第1号ロに規定される　般貸切旅客自動車運送事業者のバス車輌を車輌単位で輸送契約を交

わし，旅行会社・旅行代理店は・般に広く募集した利用者と募集型企画旅行（パッケージ・ツ

アー）の契約を交わし，利川者に旅客輸送サービスを提供するものである．簡単にいえば，「旅

行業者が観光バスを借りヒげて，擬似的な路線バス旅客輸送事業を提供する」ことである．　・

般的なツアーとは異なり，添乗日が付かず，旅客輸送サービスのみを提供することで，路線バ

ス旅客輸送’拝業者が営む高速路線バスなどよりも低廉な料金で利用できることが特徴である．
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第2章地方陸上旅客輸送事業分析の理論

第1節地方陸上旅客輸送事業分析の理論

　地方陸li旅客輸送’狂業を経済学的アプローチから分析を試みる時，地方陸Il旅客輸送事

業というサービスがとのような財・サービスの特性を持っているか，どのような市場が構

成されているのかについて，ミクロ経済学的なi71場からアプローチを試みる．

　本章ては，地方陸ll旅客輸送事業を分析する際に川いられる理論を整理する．

1．交通サービスというサービスの特性

　「交通」を経済学から分析するには，経済学の基礎である需要と供給の関係から分析，

研究を進めることが多い．本論文でも地方陸il旅客輸送事業を分析するにあたり，需要と

供給の関係が最も「E要だと考える．そこで本項では，lll内弘隆・竹内健蔵［2002］，　fl井正

・1・1：・坂ド昇［2002］に基づいて，交通の特性を分析し，交通が他の財・サービスと比べて

非常に特徴的な経済的性格を有することを提示する．

　交通の特性には，ユ）派生的需要，②ピーク問題と即地性・即時性，③投資が大きく施設

存命が長い，④快適・安全性と治安，〔亘自給ロ∫能性が挙げられる60．本項では，¢から④

までを考察する．そして，⑤自給日∫能性については次項（p53）で追究する．

　まず，派生的需要についてである．交通‘1［業に対する需要は，本源的需要（primary　demand）

と派生的需要（derived　demand）に分類できる．本源的需要とは，交通を消費することこそ

が最終口的である需要である．これは，鉄道愛好者が鉄道旅行したり，自動車愛好者がド

ライブすることが具体的な例てある．このような本源的需要としての交通は，交通そのも

のを消費することで最大の効用（utilitN）を得らオしる．

6〔［

thE幸・坂ドhL［2002］では，国際性を加えて11の性質が挙げられているが，本論文の

分析対象は国内に限定しているので，国際ド1三に関する特性は省略した．
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　・ノ∫，派生的需要61は，交通そのものを消費することが最終日的の需要ではない．これ

は，日々の通勤，通学や業務川的の出張，娯楽62による交通の需要が例示できる．この派

生的需要という特性は，交通を分析するうえで大きな意味を持つ．交通が派生的需要であ

るという　・而は，すなわち交通の必需性は高いといえる．つまり，派生n勺需要による旅客

輸送lll業者が供給するサービスは需要の所得弾力性が1より小さいサービスである63．

　第1にピーク問題と即地性・即時性についてであるが，交通は在庫や貯蔵が不日∫能であ

る．つまり，交通は供給されると同時に消費しなければならない「即時性（inStantaneOUSIy）」

が要求される．この即時…性，ll‘い換えれば貯蔵不1；J‘能性（non－stockability）はピーク（peak）・

オフヒーク（〈）IT　PCak）問題Gl，泡の波動）を発生させる64．

　常に　・定の需要が発生していれば，それに適した供給で賄えばよい．しかし，現実には

朝夕0）ラッシュがあり1目（24時間）でもピーク・オフピークは生じ，年末年始や夏休み

には帰省や行楽のラッシュがあり1年でもピーク・オフピークが生じている．旅客輸送事

業者がピークの需要にあわせて施設を供給すれば，オフピークにはそれらの施設の一部は

遊休となってしまう．このピーク問題は，交通に限ったことではない．山内弘隆・竹内健

蔵［2002］でも例示されているように（Ili内弘隆・竹内健蔵［2002］，　p．43），観光地の旅

館やホテノレなども需要の波動を旅客輸送事業よりも受けやすい．旅客輸送事業が問題とな

るのは需要に対して提供しなければならない法的な義務（引受義務）を負わされているか

らてあり，また人々もそれを’1撚の如く受け人れている．このような即時性やピーク問題

は，電力事業でもみられる．

　さらに，交通は特定の場所に縛られる．A地点からB地点までの交通は，　C地点からD

地点までの交通と競争てきないうえ，代替もできない．つまり，交通は即地性（location

specincity）という特性がある．

　第：に，交通は投資が大きく施設寿命が長いという点である．陸1輸送事業を中心に通

61

h生的需要について最初に研究したのは，Marshal　1．　A1　fred［1890］といわれている．
62

竓yによる派生的需要は，本源的需要と混同されやすいので，ここで補足する．娯楽による

派生的需要を例．」ミすれば、遊園地で休暇を楽しむことである．その遊園地で休暇を楽しむこと

か最終H的の需要であり，遊園地までの往復の交通］喋は本源的な需要ではない．
63

P1井IDII・坂F　if　li．［2002］では第3；；Ti：において，運賃弾力性，所得弾力性，交差弾力性が詳

細に検討されている．輸送需要の弾力性については，4．（P．59）で検討する．
64
　この即時性と前述の派生的需要という2つの特性に関連して，交通・1‘業は「時間消費（time　cost）」

というイ則1面も乎キつ．
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路の川地取得・整備のために交通に対する投資が膨大な額になることが指摘される．この

ような膨人な投資や経済厚生に見合った；11亨要として集中した高い需要密1隻を必要とする．

また，投資によって整備された交通の施設は，その施設寿命が長いという点が指摘できる．

適切に維持・管理されfc施設では30年～50年以hも運営されることは稀なことではない．

このため，投資評価や社会的最適化問題で，将来の需要変化や技術革新など不確定な要素

を考慮しなければならず，難しい問題となる．さらに，特殊な交通施設は他の目的に転用

することが難しく，これらに投資した額が理没費川（sunk　cost）となりやすい．不確定な

要素を考慮したIiで，投資判断の誤りが，γ「されないという意思決定が非常に困難な特性を

持つ．

　第四に安全性（satbty）と治安（security）てある．機械，器具，動物もしくは人閲など

の何らかの輸送機関によって旅客輸送事業は展開されるが，これらの輸送機関が動ければ

それたけ’ji故の”∫能性か高まる．2005年4月25日に発ノkしたJR西日本JR宝塚線の電

中：脱線転覆加11kは記憶に新しい．航空機1淑では死亡率が高くなる6s．また口本は地震が

多く，台風など気象災害も多い．これらの自然災害でも当然，事故は起こりやすい．開業

以来災害によるll［故がなかった新幹線でも，2004年10月23　Hに発生した新潟県中越大震

災てJR東日本1i越新幹線「とき325号」が脱線した．乗客は一度乗り込んでしまえば，

自らのノJてこのような事故を避けることは皆無に等しい．新潟県中越大震災で脱線した「と

き3251J“」では・1・；一いにして人的被害は皆無だったが、1編成で最大約1、600名を輸送するこ

とができ，かつ時速200kmを超す高速で運行している新幹線が衝突や脱線の事故を引き起

こせば．甚大な人的被害の発生がf’測できるのは想像に難しくない．さらに，道路交通事

故は2006年に約88万6、700件発ノ1・：し，6．752名が事故を原因に24時間以内に死亡（30日

以内では計7272名が死亡）．約110ノ∫人が負傷している（警察庁交通局［2007a］，同［2007b］）．

道路交通’1淑の死亡者・負傷者発生による社会的・経済的損失もFi“　1一り知れない66．

65
P，：11J・」0）航空機’1淑について例示すると，1994年4月26日に名占屋空港で発生した中華航空

140便の墜落‘ll：故ては乗員・乗客271名中264名が死亡（死亡率97．4％）．｜985年8月12　Hに

群馬県ll野村の1【llIi（御巣鷹の尾根）に墜落した日本航空123便0）事故では乗員・乗客524名
lll520名力’Wビ亡　（タヒLニンきく9（）．2（）’t））　した．

66
煌t府政策統括官（共生社会政策担・IG）［2007］によれば，2004年（度）の道路交通事故に

よる損失額は約6兆7，500億川（人的損失：約1兆4、840億円，物的損失：約1兆7．810億円，

1日業i－1体o）損失：約1．（）oo億円，各種公的機関などの損失：約1兆0．500億円，死亡損失：約2

兆3，300億｝i］）と算出されている．
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　また，閉鎖性が強い輸送機関では警察などによる警備体制が手薄になるため，犯罪が起

こるei∫能性が高くなる．ハイ・ジャッ久バス・ジャック，シー・ジャック，海賊，鉄道

1陣両内での痴漢・スリ行為の問題は深刻である．確かに安全性確保のために規制は必要で

ある．ただし，安全性と経済性は時としてトレードオフ（trade－off））の状態にあり，行き過

きた規制は経済的な効率性を損なうことに留意しなければならない．

　最後に，自給日∫能性については。次項で詳論する．

2．自家用輸送機関と公共用輸送機関

　交通事業の特性の第κは，白給日∫能性である．このようなn給了∫能性から，自家用輸送

機関（private　carricr）と公共川輸送機関（public　transport，　common　carrier）との間に競争関

係が生ずる．自給可能性を端／i〈Jに例示するのが，自家用自動車の存在である67．この自家

川自動中：による自給可能性からモータリゼーションが生じたといえる．ここで，衛藤卓也

［2003］，斎藤ll唆彦［1991］に基づいて，自家用輸送機関の存在を整理する．

　衛藤氏は，モータリゼーシコンを齎した要因として，経済的要因と非経済的要因に分け，

さらに供給サイドと需要サイド，交通千段のサイドに細分している（図表2－1）．

図表2－1　自家用自動車増加の要因

　　　　　　　　　　　　　¢自動車産業における大量生産技術，大量生産方式の一般化
　　　　　　　　　　　　　　による生産コストの低ド糸釜　　i酋二　n勺　　’要　　1大1

　　　　　　　　供給サイド
　　　　　　　　　　　　　②自動li〔販売制度としての分割払いの・般化（自家川自動中：の

取得1・∫能要因）　　　　　⑥・［i1　ll1’自動中二売買rii場の発達

　　　　　　　　　　　　　④高度経済成長の過程で国民の所得水準が向fl
　　　　　　　　需要サイド⑤人々の意識や価値観が変化しライフスタイルが変貌
　　　　　　　　　　　　　⑥生活行動範囲の拡大（広域的生活圏の形成）
非経｝斉的要因　　　　　　　　　　aL’．i｝　ド1家川自動中：の｛憂れアこ質自勺キ寺］生

　　　　　　　　　　　　　　’ドア・トウ・ドアの完結的な移動が可能（自家川自動中：の
　　　　　　　　交通丁段　　　　　　　　　　　　　　・・移動の時間的・面的制約からある程度解放取得促進要因）
　　　　　　　　のサイ　ド　　　　　　　　　　　　　　、・私的空間の保証
　　　　　　　　　　　　　81）道1’維Io）整｛蒲・‡広充

〈出所〉衛藤iiil也［2003］，　p．72に筆者加筆作成．

衛藤氏は，こo）8っを挙げたうえで，「これら諸要因が結びつく，ないしは重なり合うこ

とによって，わが国における自家lll中：の急速な成長が実現されている」と結論づけている．

67
mかに自家川船舶や自家川航空機も存在するが，全体情からみれば微々たるものであり，本

論文の対象である地方陸ヒ旅客輸送では対象ともなり得ない．
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　しかし，筆者は⑤，⑥については批判的な、フ1場をとりたい．なぜなら，この2点は直接

的な要囚ではなく，自家川「1動車が普及した結果とも考えられるからである．つまり，自

家川自動中：が普及したことによって，人々の意識や価値観が変化したのであり，生活行動

範囲が拡大したのである．確かに，自家川自動車の増力IIを加速させた要因ではあるが，直

接的な要因とは考えにくい．

　・ノ∫，斎藤峻彦［1991］では，「自家川車の増人は，i－1として地域交通分野における交通

需要構造に人きな変化を与えてきた」（p．80）として，自家川自動躯と公共用輸送機関の関

係を論じている．

　［1家川自動中：の普及は，代替的な公共川輸送機関の利川fi∫能性，サービスの質，あるい

は運賃水準とはあまり関係なく，むしろ需要者（家計）の所得水準と自家川白動車の保有・

維持に関わる費用との関係から説明できるものとされてきた68．このことは，自家川輸送

機関と公共川輸送機関との問に単純な代替関係がないことを示唆している．ただし，ここ

で留意しなけれぱならないのは，自家川自珈1［普及の実態面を重視した分析では，n家用

自動中：保ffの評fll｛iや意思決定をドす際に人々が自家用自動車と公共用輸送機関の代替関係

に配慮しないわけではないということである．つまり，刊家用自動車保有に関する便益・

費川評価の中には，公共川輸送機関に対する評価が当然含まれている．

　具体的には，自家川自動｛〔の保イ1’が齎す便益には，①公共用輸送機関を利用する回数が

減少することによる運賃節約，②公共用輸送機関を利用するのと比較した場合の自家用自

動中：保有が窟す便益の純増分（快適性の増大や交通時間の短縮など），3自家用自動車保有

が齎す固有の便益（常ll寺利用可能性，プライバシー，余暇的価値など）が少なくとも含ま

れる．　・方、自家用自動車保有によって発生する金銭的費用は，¢回避不能費用（自家用

自動車の取得費用，ilil検：自動車登録検査fiil］度の費用，強制保険料，諸税），②回避可能費

川（燃料費，維持・走行費用，任意保険料，駐車料、諸税）である．さらに，便益・費用

評価を取りまく外部条件（自動Il〔道路整備の進捗，生活様式や価値観の変化，公共用輸送

’6業運賃の高水η｛i化，技術革新，川動車燃料価格0）安定）が大きな影響力を持っていた．

　また，斎藤氏は自家用輸送機関と公共用輸送機関との間の関係は「lllいに独立的」と指

68
ﾖ藤氏は、Silberston、　Aubrev［1970］の自家用自動E｛il保有に1則する1－1成分分析の論文を引用

し，自家川自動中：保イ∫率格差の約4分の3を消費者の可処分所得額および消費支出の変数で説

明［i∫fitである，　と補っている．
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摘し，自家川「働巾の普及は公共川輸送事業のψ1要を減退させるばかりか，公共川輸送機

関の利川から自家川輸送機関の利川への需要転換現象は・方通行的な性質を持つとも指摘

している．自家川輸送機関と公共川輸送機関が1一分に代替的なケースにおいても，逆の転

換が起こりにくい点について，①自家川自動【1（費lllの認識（保有者にとって回避不能費用

は自家川白動車の；｝｝塒利川J・∫能性（二対するある種の代価と認識），②自家川17働車における

運転労働の自己調達行為（自家1目自動rl　・1利川者が自身の運転労働を費川的観念のなかでは

あまり評価していない），⑥公共川輸送機関の利川川数減少による運賃節約額が便益・費川

評価の中に織り込み済みである，という3点を挙げている．そのうえで，斎藤氏は「たと

え，運賃調整によって自家川車と公共交通間の適正な価格体系を実現しても，それによっ

て自家川中：保有者元フ、公共交通の利川に対する動機づけを回復できる（筆者註：前述の「逆

の転換」が発生する）と考えるのは非現実的であろう」と結んている．

　話を自家川輸送機「掲と公共川輸送機関との関係に戻そう．ここで公共用輸送機関の性質

について，藤井彌太郎［2000］，藤井彌太郎監修，中条潮・太田和博編［200｜］から整理す

る．

　藤井氏は．公共用輸送機関の↑ノk質について，以ドを列挙している．

　1．）i公有：公共川輸送機僕1の「public」は公イ∫を意味しない．　privateは特定あ個人やグノレー

　　プの専：用を意味し，public，　comMOIIは誰でも利用できるとの意味である

　〔2’公開性：公共月漸↑送機関の本来の意味は，不特定多数の公衆の利用に開かれている

　　ことである．そして，公開性が必需性や地域独占性と糸吉びついたときに問題となる

③必需性：交通は社会・般の諸活動に付随して必需h勺に需要される（前述の派生的需

　　要でも、汲した）．交通の必需性を反映して，公開性を持つ公共用輸送機関には，公

　　共川サービス義務（public　service　obligation）が課せられている69．この公共用サービ

　　ス義務は，潜在的需要者に対し利用”∫能性について排除しないことを社会として保証

　　するものであり，制度的に公共財化している

　④　多数の利川：公共的利益といわれるとき，実は多数の私的利益の合計でしかないこ

　　とが少なくない．多数の利益は「n要だが，マイノリティ（少数派）の保護の方が公の

69
S道輸送’i｝：業を例にすれば、鉄道営業法第6条第1項に「鉄道ハ左ノ事項，（宰者註：「運送

力法令ノ規定又ハ公ノ秩序若ハ善良ノ風俗二反セサルトキ」など5∫頁）　ノ具備シタル場合二於

テハ貨物ノ運送ヲ拒絶スルコトチ得ス」，第2項に「前項ノ規定ハ旅客運送二之チ準用ス」と

規定されている．
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　（〕c，公共

川輸送機関とい

う　「サービス」

0）4キ㌘1を考劣くし

たい．ここでは、

植1∵1：益氏の理論

を援川したい

（植｝∵1：益［2003］，

pp．4－10）．

　植1∵1：氏は，「公

共財」を，消費

の排除不可能性，

消費の区分可能

’卜’ヒ　　（f【lli格月多j」～～1・∫

　　問題である

⑤　共ll控間：人・々の交流空間としての公共川輸送機関の機能70は重視したいが，公共

　　的輸送機関の本来の役割というものではない

　⑥　人は交通：都lh交lu］において問われるのは，公共川輸送機関かどうかではなく，限

　　られた都市空川を有効に利川するための大星交通機関かどうかである71

　っまり，公共川輸送機関とは，「不特定多数の公衆の利川に開かれ，また実際に利用でき，

必需性と公共川サービス義務がある大辰交通」ということができる．だが，必需性につい

て，藤1卜氏はr制度／l勺には公共財化している」と述べているが，これに関しては，詳細に

検証する必要がある．

人
「

消
費
の
排
除
不
可
能
性

図表2－2　純粋公共財・準公共財・私的財

消費の区分可能性（価格形成可能性）

公益財

　準公共財A1
（公園・市民ホールなど）

　準公共財A2
（医療・教育・福祉など）

大

　小

〈1｛t戸fJ〒〉　　トhl～、㍉：A、k　　［2003］

準公共財B1

（社会福祉など）

　　準公共財B2

（ごみ処理．・公衆衛生など）

　　純粋公共財

（外交・警察・消防など）

　　消費の集団性

，　P9（こき暮者Lか目＾蓑f乍h3Z．

小
「

外
部
経
済
性

　大
大

能性），外部経済性，消費の集団性に戊，§ついて6区分している（図表2－2）．

70
痰ｦば，鉄道旅行の「旅情」に代表される本源的需要から11斥生する公共用輸送機関の文化的

な機能のことである．
71
@’般的に，非常に多くの人々が集まるイベント会場などでは，来場には鉄道やバスなど「公

共交通機関」の利川を促されることが多い．この場合の「公共交通機関」とは，藤井氏が指摘

する大椴交通機関でしかない．つまり，本論文でも検討する「公共」と字句が同一だが，この

「公共交通機関」における「公共」の本来の意味合いではない．
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　まず，植1∵［氏は公共川輸送事業がkli会的インフラストラクチャーの「公益サービス部門72」

として，「私的財」の範晴に人るとしている．「私的財」とは，個別の消費の区分がrT∫能で，

価格形成が，t∫能な財であり，しかも消費の不必要な人ないし購入する余裕のない人を排除

てきる財とされる73、ただし，「公益サービス」は私的財ではあるが，家計にとっても企業

にと・，ても必要イ・tif欠な財であり，　・方で1’i然独占性，情報の非対称性，人型投資による

リスクなどが作川する財てある．そのうえで，私的財に分類されるなかでも，準公共財に

近い財（消費の区分，i∫能性，消費0）集団性，消費の排除不U∫能性がやや大きい）を「公益

財」としている．つまり，交通’6業は図表2－2において灰色地で示した「公益財」の範疇

に人る．

　このような公益財は私的財に分類されながらも準公共財（こ限りなく近いことから，政府

による規制の対象となっている．この点については，次～；E：の第3章（p．63）で詳論する．

3．地方陸上旅客輸送市場分析一競争・独占・寡占　　　　　’

　前項までに，交通の特性について検討した．ここで，「旅客輸送事業市場」の特性につい

て，小淵洋・［2000］1二基づいて整理する．

　・般に，市場は供給者の数によって，完全独占，独占的競争，寡占，完全競争などの形

態に分類できる．完全競争（perfect　competition）は理想的な状態であり，現実の経済では

ほとんど存在し得ない．それは，完全競争市場が成、γするための5条件を全て満たしてい

ないからである．

　その条件とは，

　ざ　売りfiも買い千も多数存在する（価格支配力を有しない）

　2　供給される財の埴はト分で，標準化した同質的なものである

　③　財の供給が連続的で，情報が完全で，価格は同’である

　④　市場への参人，市場からの退出が自由である（誰でも自由に供給者として市場に参

　　人，退出できる）

　⑤　4ての売りfiと買いf’は，相lllに依右：していない（全ての売り丁と買い手は独め

72
A1∵f：氏は，「公益サービス部門」として公共用輸送‘1僕の他に，金融業（銀行，証券，保険），

公益・6業（電気，ガス，水道），通信（電気通信，放送，郵便）を挙げている．
7J
　Stiglitz．　Joseph　Ei．氏は，「Publicly　1’rovided　Private　Goods（公的に供給される私的財）」としてい

る（Stiglit・，　J・seph　E．［1988］，　PP．ll9－145）．
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てある．

　旅客愉送’1｝業市場についてこれらの条件が当てはまるのかを検討すると，以ドのように

なる．

　第一の条件である売り手も買い手も多数存在することについては，小淵氏は特に鉄道事

業者か少数であり，この条件は満足されず価格支配力も有するとしている．．

　第：の条件である供給される財の硅と質については，ある　一定の時間内や地域全体のそ

れは1一分であっても，時間的に，地域的にそれが不足する場合がある．これは，本節第1

項（p5。）ても指摘したように交通の特胞こ即地性・即時↑1三があることに起因する．また，

同質性についても相対的に需要が多いほと，供給される旅客輸送事業の質は低ドし，他方，

同じ旅客輸送事業でも必ずしも質が・致するとは限らない．

　第：の条件てある財の供給の連続↑11三，情報の完全性，価格の同性については，供給の

連続性は即時財という旅客輸送事業の特性から必ずしも保証されない．情報の完全性は，

鉄道旅客輸送16茉における時刻表のようにある程度保証されている．しかし，臨時便は情

報を伝達しにくいことから情報が不完全化する．また，路線バス旅客輸送事業にお’いては

時刻表が存在するものの，全てのバス停留所の情報が保証されているわけではない．さら

に時刻表に記載された時刻に確実に路線バスが運行されている保証もない．供給の連続性

が保証されず，情報の完全性も保証されないから，価格の同性が成立する11∫能性はほと

んどない．

　第1川の条件である市場への参人，市場からの退出が日由であることについては，第3章

（p．63）で詳論するのでここではごく簡単に触れるが，市場への参入には政府による規制

が存在する．また市場からの退出については経済的・技術的に難しい．退出に際し，設備

などを転売しようにも困難なうえ，用地の転用さえも難しい．つまり，退出時に埋没費用

（sunk　cost）が生じてしまう．このように，市場への参人と市場からの退出が自由である

とはいえない．

　第lrlの条件である全ての売り手と買いT・は相II：に依存していないことについては，個々

の供給者は自ら持つ市場支配力を活かして協同・結合したりして独占力を強めようとする

から，個々の供給者は独、’tlではなく相互に依存している．

　以ヒのように，旅客輸送事業市場については「不完全競争市場」である．

　しかし，ここで前述した斎藤氏が指摘したr自家用自動中：と公共用輸送機関の代替関係」

（〔隊川自動中：保イfに関する便益・費月」評fllliの中には，公共用輸送機関に対する評価が当
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然含まれている）を考慮しなければならない74．「代替関係」は，厳密には「競争関係」と

全くld義ではないが，「より競争的な関係」と解することもできよう．

　よって，旅客輸送事業市場は，「不完全競争市場」でありながらも，同時に「より競争的

な市場」という他の市場てはみられない非常に特異な市場特性を持つll∫場である．

4．地方陸上旅客輸送事業市場における輸送需要の弾力性

　旅客輸送’1｝：業市場が「不完全競／∫F市場」でありながらも，同時に「より競争的な市場」

という他の市場ではみられない非常に特異な市場特性を持つiif場であると前述した．

　このような旅客輸送事茉市場では，どのような需要があるのか．この旅客輸送事業市場

の需要，つまり旅客輸送需要の分析は，ミクロ経済学の消費者行動理論を由発点とする．

ミクロ経済学の消費者行動理論の戊，㌧本は，消費者は自己の所得の範囲内で1ミオを消費し効用

（utilit～）を最大化することてある．これに次いで電要なのは，「弾力性」（elasticity）であ

る．弾力性とは，　・方の変化が他方にどのような影響を及ぼすのかについて変化率の比率

て示す（〈1＞式）．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1△Cl

　　肋性・。．踏｝画「扮暢化の絶端．i　Ci　　　　　〈1＞
　　　　　　　運賃などの百分率変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜A／コρ

　この値については，ε＞1のとき弾力的（elastic），ε＝1のとき単位弾力的（unit　elastic），

0＜ε＜1のとき非弾力的（inelastic），ε＝0のとき完全に非弾ノJ的（totally　inelastic），また

特にεが。cのとき完全に弾力的（totallv　elastic）となる．需要の弾力性は客観的に示される

ため，輸送需要〕夕測や輸送1傑者の営業施策に対して有用な情報を提供する．

　輸送需要の弾別1三にっいては，ざ）価格弾力性，②所得弾力性．③交差弾力性，④サービ

ス弾力性の4種類からなる．特に，価格弾力性については，交通需要が必需的なのかどう

かという議，論に深く関係してくる．

　この弾力性の計測は、輸送需要データの不完全性から首尾一貫性を欠くことがある．こ

の欠点を補うために，時系列データや定時点データが用いられる75．特定の政策・施策変

数に対応した輸送需要植の変化を時系列データあるいは同一時点での横断データとして入

74
O項（P．53）参照．

75
ﾁに定時点データを川いるo）は，季節変動などの撹乱要因を避けるためである．

一59一



第2章　地方陸il旅客輸〕玉事業分析の理論

r一することは現実的には困難であり，政策・施策に変化を生じた場合の前後のデータを川

いて弾力性を分析するのがi－1流となっている．

　弾力性分析は，需要者による短期的反応と長期n勺反応の間にずれが生じる［∫能性が高い．

これは，自家川自動車の石油市場価格弾ノJ性を例に挙げられる．石油市場価格が大幅にヒ

昇した場合，自家川自動巾の利川者がそれに応じて短期的1こ自己の日常的な交通行動を変

化させるのは困難である．だが，石油市場価格が高値で安定した場合は，長期的には自家

川自動llTl利川者による石油節約行動を喚起するであろう．つまり自家川自動【｛［の石泊Illf場

価格弾力性は，　般に短期に比べ長期の方が弾力的である76．

　また，弾力性分析には，対個人データを川いた非集計モデルも使われる．この非集計モ

デノレの分析は，個人データを弾力性の格差に応じてグノレープ化し，政策・施策変数の変化

に対する各需要者グループの合理的な反応モデルの設計を通じて，需要弾力性が推計され

る．この非集計モデルを川いた弾力性分析は，集計データを用いた弾力性分析に比べると

理論的に洗練されている．だが，非集計モデノレを用いた弾力性分析は，孤立系の因果関係

を1∬視する理論モデルが弾力性の過大評価を導きやすい欠点が指摘されている（斎藤峻彦

［1991］，　P．86）．

　輸送需要の弾ノ聾1三分析は，多くの先人の研究によって計測されてきた．計測結果の知見

が多いのは都rii内の公共用輸送機関の運賃弾力性に関連するデータで，　Baum．　Hcrbcrt　J氏

によれば，都ll∫内公共用輸送機関の妥’iGな直接運賃弾力性はほぼ一〇．3であるという（Baum．

Hcrbcrt　J．［1973］，　p．5）．またNash．　C．A氏によれば，英国のバス旅客輸送の運賃弾力性デー

タの大’トは一〇．2から一〇。4の範匪1内に収まるという　（Nash．　C　A．［1982］）．

　・方，輸送需要の所得弾力性に関して注日されるのは，自家用自動車と公共用輸送機関

の競合関係について，両者の間に果たしてヒ級財とド級財の関係が成り立つかどうかとい

う点である．自家川自動車の；《1亨要は，とりわけその普及過程において顕著な所得弾力性を

示す．Button、　Kenneth　Joh11［1982］によれば，英国・米国のデータの計測において，自家

川自動中：利用の所得弓｝i｛ノJ性は，短期弾力性2．0から4．5，長期弾力性15であり、弾力的需

要であることが示されている．しかし自家用自動車の保有が中所得層か［3低所得層にま

7（’

ｱの［1家川自動il〔o）石シlllrl∫場価格弾力↑生は，　Riza、Ali　M．，　Spiro、　Michael　H．両氏によって計測

され，短期弾力性は一〇．21，長期弾力性は一〇．33である（RizLa．　Ali　M．，　Spiro、　Michael　H．［1979］，

pp．313－314），
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で及ぶようになると，白家川自動中1利川と所得の関係は次第に希薄化する（Wohl，　Martin

［1980］）．

　また，輸送需要の交差弾力性は，対象とされる2つの交通サービスが代替関係にあるの

か補完関係にあるのか，それともlf：いに独171的であるのかを判定するだけでなく，競争的

ll∫場に’ii面する公共川輸送‘＃業者の運賃政策・施策が成功するか否かを判断するヒで，重

要な役割を果たす弾力性概念である．さらに，サービス弾力性は，公共川輸送機関におけ

る運行川隔の短縮や速達性の向1：（所要時間の短縮）が輸送需要をどう変化させるかを判

定する弾力性概念てある．都市内・地域輸送巾場では，データ数は少ないものの，運賃弾

力性や交差弾力性に比べ，概して大きな値を示している．これは，運賃の値ドげよりも運

行間隔の短縮や速達性の向1：などといったサービス改善の方が有効な手段となりうること

を示している．Nash．　C．　A．［1982］では，パリのオレンジカード（区域内の乗り放題式乗

ilし券）は、〔隊川自動中：需要の10％程度を公共川輸送機関に転換させたと分析し，GwMiam．

K，M［｜987］によれば，英国で路線バス事業の規制緩和を実施したところ都市域を中心に

路線バスの利川者が大きな減少を示し，この減少の理由を、競争的参人によって従来のト

ラベルカート（バリのオレンジカードと同様の乗車券）制度をはじめとする利用促進を目

的とした共同企画1ξ6品の維持か困難になったためであろうと指摘している．

　また，Marshall、　AlfYed氏は派生的需要の弾力性について，それを支配する4つの原則を

指摘している（Marshall．　Alfred［1920］，　pp．385－386）．それをまとめると以ドのようになる．

　注　輸送事業が最終，1－1産物にとって不可欠であればあるほど，輸送事業の需要は非弾力

　　白勺

　②　最終生産物に対する需要曲線が非弾力的であればあるほど，輸送事業の需要は非弾

　　力的

　③　輸送される物の供給曲線が非弾力的であればあるほど，輸送事業の需要は非弾力的

　11’輸送’拝業が最終生産物の小部分であればあるほど，輸送事業の需要は非弾力的

　特に旅客輸送’］1：業において注日しなければならないのは，①と④である．①については

通勤や通学で旅客輸送恒業を利川することを想定すれば容易に理解できる．つまり、自宅

のあるA点から，勤務先あるいは通学先のB点への旅客の輸送需要は，勤務先での勤務，

通学先ての修学を最終生産物と看倣せば，輸送需要は非弾力的であることが理解できる．

④については，出張業務で旅客輸送‘1喋を利用することを想定すると、①と同様に理解で

きる．
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　最後に，日本における最近の弾力性計測の例は以ドのようなものがある．

　内閣府物価安定政策会議特別部会基本問題検討会が2002年6刀に公表した「公共料金の

構造改吊：：現状と課題」の資料において，鉄道旅客輸送事業の価格弾力性と所得弾力性を

算出している．これによれば，1980年から1999年までの間で，価格弾力性は国鉄・JR

旅客・1渓i者一〇．46，大fの民営鉄道旅客輸送’1喋者一〇．49，・所得弾力性は国鉄・JR旅客事

茉者o．62，大T：の民営鉄道旅客輸送‘1‘業者0．63であった．この結果はいずれも非弾力的で

あるという結果を示している．
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第3章地方陸上旅客輸送事業に対する公的関与の理論

　地ノ∫陸上旅客輸送’ll：業に対しては，政府・地方自治体から様・々な「公的関与」を受ける．

地ノ∫陸ヒ旅客輸送事業には「『公共性』があるから，公的な関与が必要である」，「『公共性』

か高い交通機関であるから，政府・地ノi公共団体が財政的支援をしてもよい」という考え

方が根強い．しかし，その「公共性」の定義は，未だ明確になっていない．竹内健蔵氏は，

「公共↑生」に対して人々か抱くイメージが多種多様で，公共性の定義は難しく，「公共性」

という川語を安易に利川することを慎まなければならないとして，「公共性」の幻想を指摘

している（lll内弘隆・竹内健蔵［2002］，　PP．2－10）．

　地方陸E旅客輸送1鐸業に対する公的関与は，前章第1節（p．50）で検討したように，「個

別の消費の区分が可能て，価格形成が口∫能な財」であり，「消費の不必要な人ないし購入す

る余裕のない人を排除できる財」（以ヒ，植II祇の理論）である一方，「不特定多数の公衆

の利川に開かれ，また実際に利用でき，必需性と公共用サービス義務」（藤井氏の理論）が

あ1）　，地方陸ヒ旅客輸送事茉は，その財の特殊性から，経済的規制などの公的関与が必要

だと考えられている．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　地方陸［1旅客輸送’1喋は，政府からの社会的・経済的規制をはじめとする公的関与を受

けているが，本章では，地方陸li旅客輸送事業に関する公的関与を概観することで，その

公的関与が合理的な経済活動を阻害することはないのかを検討し，さらに，地方陸上旅客

輸送‘1喋の経営形態によって，政府・地方自治体からの公的関与に違いが見られるのか，

違いがあるとすれば，どのような差異点があるのかを整理したい．

第1節地方陸上旅客輸送事業に対する公的関与の理論

1．地方陸上旅客輸送事業に対する公的関与の概要

　前述のように，地方陸ヒ旅客輸送‘1喋者に対しては，現実に政府・地方白治体から様々

な「公的関li－］を受けている．こo）ような公的関∫∫を人きく分類すると，図表3－1のよう

に分類できる．
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図表3－1　政府・地方自治体による地方陸il旅客輸送事業者・＼の公的関与
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一部の地方陸ヒ旅客輸送事業者が受け

　図表3－1は，政府・地方自治体による地方陸ヒ旅客輸送事業者への公的関与を，金銭的

関与と法的拘束力の2つの戊1㌧準に基づいて分類を試みたものである．第象限には金銭的

関’∫，法的拘束力が高い経済的規制と補助・助成の・部を，第：象限には法的拘束力が高

いものの金銭的関tjlが低い社会的規制を，第豫限には法的拘束力も金銭的関与も低い行

政指導や行政要請・協議会などの設置を，第四象限には法的拘束力が低いものの金銭的関

与が高い出資や基金創設，補助・助成の・部を，それぞれ位置付けることができる．

　本節では，図表3－1に基づいて，次節（p．82）で詳細に検討する「補助・助成」以外の公

1’1勺関与をそれぞれ検討したい．
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2．公的規制の概要と法的根拠

　地ノ∫陸Il旅客輸送ll‘業者に対する公的規制77には，需給調整規制や料金（価格）規制を

中心とする「経済的夫／↓制」と，安全の確保や事故・災害の防止をH的とした「社会的規制」

がある．

　「経済的規制」は，規模の経済性，ネットワークの経済性，範囲の経済牲，サンク・コ

ストo）大きさ，資源の稀少性を要因とする自然独llf性をイrする産業において，特定の事業

粁に法的独占権をり二えて経済効率性を確保するとともに，他方で事業者が独占的市場支配

力を行使するのを制限する観点から価格規制を実施し，さらに消費者がサービスを公’ドに

㍗受できるように企業の差別的な供給剖il」限することを目的としている．また，市場構造

は競争的にも関わらず，消費者が多様なサービスや価格のいずれかを選択したらよいか必

すしも1一分に情報か確保できない分野で，かつ必需性をもつナービス分野において，消費

者の公’1・利川の確保および倒産などによる消費者被害の防止の観点から，参入規制や価格

規制を実施することを目的としている．

　「社会的規制」とは，国民の生命の安全の確保，‘｝￥故・災害の防止，公害の防止・環境

の保全なとを川的とした規制フ8てあって，いずれも経済活動にともなって発生する外部性，

特に「外部不経済」への対処，ないし公共財・準公共財の提供に関連したものである．

　このような経済的規制，社会的規制は，いずれも公的機関が法的権限をもって規制する．

この場合の公的機関とは，行政府である政府（管掌する府省が中心で，地方陸ヒ旅客輸送

7う「公的規制」には，広義と狭義の公的規制がある．本論文での公的規制とは，狭義の公的規

制である直接規制を対象とする．広義の公的規制とは，直接規制に，昭和1F二年法律第五一F

四号（独占禁III法：私的独占の禁止及び公lll取引の確保に関する法律），民法（1896年法律第

89号），商法（1899年法律第48；J．）などによる独占行為などの不公正競争行為を規制する間

接規制を含めたものである．なお，公的規制という用語は末だ定まった定義があるわけではな

く，人によって定義もまちまちである（植｝∵〔益［2000a］，　P27）．よって，本論文では植草益氏

の定義に従う．
78

ﾐ害対策基本法（1961イト法律第223号）や国民f呆護法（武力攻撃事態等における国民の保護

のための措置に関一1’る法律，2004年法律第112号）などでは，地方陸fl旅客輸送事業者が「指

定公共機関」または「指定地方公共機関」として電川喋者やガス‘封業者などとともに，公益i

r白事業を営む法人として指定されている．これは自然災害や非常事態から国ヒ，国民の生命・

身体および財産を保護〉するため，必要な体制を確、γし，責任の所在を明確にするとともに，防

災・保護計画の作成，復旧および防災に関する財政金融措置などの災害・保護対策の基本を定

めている．本論では，自然災害や非常事態における地方陸ヒ旅客輸送‘圭渓者に対する公的関与

については，議論しない．
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・6業者に対しては国1交通省が｝－1となる），地方自治体であることがほとんどである．

　ただ，経済的規制と社会的規制とを明確に分類，峻別できない点に留意する必要がある．

それは，経済的規制てある財・サービスの質に関する規制は独［lf的供給や競争鋤名害の結

果として財・サービスか劣悪化することをf防することを目的としているが，それは社会

的規制の・部とも考えられる．また，社会的規制はll三1民の安全・健康の確保を目的とする

もので，国民にも受け人れやすく規制｝・1体である立法府である議会（国会）・政府も，国民

の支持を受けるためフ9に法制化は容易である．そのため，社会的規制を隠れ蓑にして実質

的には経済的規llflJを実施している場合もある．だが，理論的観点や政策／l＜」観点からみれば，

経済的規制と社フ〉的規制の分類は極めて有効である．

　ここて，本論丈の研究対象てある地ノ∫陸li旅客輸送事業者に対する規制の根拠法を整理

したい．次へ一ジの図表3－2に，地方陸ヒ旅客輸送‘1喋者に対する規制の根拠法である鉄

道16業法，軌道法，道路運送法（一般乗合旅客自動1孝ll運送事業）による規制の概要を示す．

79
A｝∵1：氏は「行政ニーズへの対応や行政官庁の権力拡張意識の結果」と指摘している（植草益

［2000・］，P．34）．

一66一



第3章　地方陸ll旅客輸送事業に対する公的関与の理論

図表3－2　地方陸（1旅客輸送「1［業者に対する公的規制

管掌府省

ilS：業の聞始（参
人）

］1：業F目・［川1の変更

1：’liiの施1「

1：・il：の変’更

鉄道施設の’元成

検杏

鉄道施1没の変更
｝巨輌の事前検在

中：輌の変更

鉄道線路の使川
運行川画
運行1日［由「の・変更

運賃・料6元

　特別料翁
運送約款
‘1；：〕婁の開始

認定「卜：菜者’制度

運輸協定の締結
運輸協定の’変更
乗81ヰill9汁｝・イヒ打｜「1ド‘‘ll

運行管理の受委
会計

安全管理規程の
策定・・変更

安全杵理規程の
変更

安全統括管理
者・運転管理～千

の選解任
‘和孜の報告

インシデン　トの

報告

’6業改善
ダ1～：　業　o）　fノ；1：　｜1：

名．淺貸渡

’1；：業譲受渡

’】｝：莱者の合併・

分害Fl

事業の休1ヒ

事業の廃【上　（退

出）

’II：茉者・の解散

鉄道‘杜業法

二｛｝〔戊f，tl・VB［［1　（根▲処条文）

国ヒ交’通省
（1］り里輸省）

　　許口∫

　（路線二と）

1；ノ中1∫基準あり

　認定

　届出

　届出

　努力

　許可

作成義務

届出義務

　命令

　届出義務

　届出義務

　　命令

　　命令

　　禁止

　　認可

　　認1・∫

　　届出
．休1［期川I！i以1∫・い

　　届出
りず引1の1　tl前王々〕1∫．

　　認11∫

法第7条

法第8条

法第9条

？去第11条

法第12条

法第B条

法第B条
法第15矢

法第17条

Ll、り㌧17条

法第16条

‘上第｝6条1

法第14条

法第18条

法第i8灸

法第：二策ω二

法第二5築

法第2〔｝条

法第18条の3

1去第い）’4s

法第い）条の二

法第二3矢

法第30策

法第二4策

法第こ6条1

法第二6策2

法第二8XK

　軌道法

2り06イr31Bll　　（根拠条文）

　国1：交通省
（1日運輸省・川建ハ没省戊

特許　　　　法第3条

法第5条

規第ll条

　　認”∫　　　　法第川条

　　認日∫　　　　法第11条

　上限の認［］∫
　　　　　　　　法第H条’戊ミ施イ［lli格o）　tf｝iiii

届出

届出

　許口∫

作成義i務

届出義務

　命令
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認日∫

許日∫
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規第33条

規第33条

法第16条

法第26条

法第26・条

法第16条

法耽二条

法第二二条のこ

　　　　道路運送法
　・般乗合旅客自動中：1里送事※）

放終改｜1，　12〔｝rぬ｛16戊12日　（根拠条文）

　　　　国ヒ交通省
　　　　（川運輸竹り

　　　許日∫　　　　法第4条

　（’1レ業者』ごと）

許可基準あり　法第6条
緊急調整措置あり法第8条
　　認ロr＊　　　法第15条

　事前届川
　事前届出
　｛二1≦艮のえ忍n∫

実施価格の届出

　　届出
　　認可

届出義務

　命令

　　命令

　　命令
　　禁止’

　　認・∫

　　認可

　　届出
＼｛木1［1ゾ）6ケ月C！［）ij’・

　　iill　iU

、廃止の6ラ・月以前＼

法第15条の3

法第15条の3

法第9条

法第9条

法第11条

法第19条

法第19条

法第31条

法第4〔1条

法第33条

法第36条

i！こ第36条L’

法第15XtSの2

〈註〉　＊印は，軽微なものについては「届出」を示す．法は各根拠法，規は軌道法施行規則（1923

　　　年内務省・鉄道省令），丸数字は条文の項．空．欄は法令に規定がない．これらの事業には事

　　　業法以外にも数多くの法令が関係しているが，ここではその詳細は略する．
〈～｜1｝iJi－＞　1’i三lrJイ建　　・　［1（）95〕，　p」150）う〉癸貢をみξ｛こTモ～テ｛乍tJl～．
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第3章　地方陸ll旅客輸送’6業に対する公的関’τの理論

　地ノ∫陸［i旅客輸送事業者に対しては，行政府から多くの公的規制が課せられているのが

わかる．ここで簡1川こ許認［T∫などの川語を行政法学ヒから説明しておきたい．「許可」とは，

般的に禁［ヒされている行為について，特定の場合にその禁止を解いて当該行為を適法に

行えるようにすることである．許u∫申請を受けた行政府に裁境権（行政府が持つ自由な判

断の余地）が認められ，仮に申請自体に不備がなかったとしても申請が拒否される場合が

ある点に特徴がある．「認可」とは，自由に行い得る行為について一定の要件を設け，その

要件を満たしている場合には，当該行為の法律ヒの効果を完成させ，発生させるというも

のである．許可とは異なり，適法な申請がなされ，かつ当該申請内容が要件を満たしたも

のてある限り，必ず当該巾請が認’！？iされるという点に特徴がある．「特許」とは，本来有し

ていない特別の権利や地位などを新たにli’える行為であり，許r，∫と同様，申請を受けた行

政府に裁㍑が認められるという点に特徴がある．「届出」とは，ある者が特定の行為を行う

にあたり，あらかじめ行政府に対して・定の事項を通知する行為であって，かつそのこと

が法令で義務づけられている場合のことである．届出が行政府に到達することをもって足

り，行政官庁側の諾♂fの判断を経る必要がないという点に特徴がある．

　、i”1可と特1’「には、行政府に裁量権が認められている．この裁量権は，「行政指導」という

側面も持っている．そのため規制と介人の双方に胡却している．よって，本論文では，介

人の側面から検討することとし後述したい．

3．インセンティヴ規制

　経済的規制の柱に，運賃・料金に関するインセンティヴ規制（incelltive　regulation）があ

る．このインセンティヴ規制については，植～1～：益氏の理論（植ξ｝～：益［2000a］，第6章）に

基づいて説明する．

　経済的規制の中枢となる料金規制については，資源配分効率の実現，事業者の内部効率

の確保，所得再分配の川避および経営財務安定化の確保を目標としているが，これらの目

標は相対立する目標も含んでいるので，それぞれを最大限に実現することはできない．事

業者の収支均衡を制約条件とするなかで経済的厚生を最大化するセカンド・ベストの料金

規制が川論的に妥’iGな方エCと考えられ，公lll報酬率規制（rate－of－return　reg－｛ilation）方エ⑰～

採川されていた．他方，料金体系の決定については、完全原価配賦（fullx　distributed　costs）

方式が採川されてきた．これらの公lll報酬率規制方エt，完全原価配賦方式には，以・ドの4

点の問題点，すなわち「規制の失敗」が指摘された．
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　（］）　　　　　・1｝：二（三　者　0）　1ノ、』　1’flSJl三つiジリ♪乎ζ　σ）　う「芒…ノ1－1

　②　規制関連費川o）肥人化

　（3）規制当ん）の自由裁境性とレント・シーキング・コスト（rent－seeking　cost）の発生

　r／1．）　規制のラグに伴う事業i者損失

　Lll：業者の内部非効率は，公lll報酬率規制が事業者の内部効率化のためのインセンティヴ

をト分に働かせるようなメカニズムを内包していないことによって発生させる．さらに，

料金規制ばかりでなく参人規制も実施されている事業分野においては，競争の刺激が欠如

し，規制’1］局である行政府が価格規制にあたって被規制‘季深者間のカルテル的協調を助長

することが少なくないので，既存事業者の内部非効率が維持・｛足進されることになる．つ

まり．公IE報酬率規制に1ノ寸在するメカニズムに内部効率化を促すシステムがないという問

題と行政的な競争；1司限による問題とによっている．

　第：に．規制関連費川のH巴人化について，公ll…報酬率規制方式，完全原価配賦方式では

規制当局である行政府，被規制事業者の双方に多大な費川を発生させる．行政府は被規制

：jl：茉者の財’務，事業計画，需要構造，技術などについて詳細なデータの収集と加1二が必要

で．さらに議会などの調整も必要となるので，これらを含めた行政ヒの費用は膨大なもの

となる．

　第三の規制当局の自lll裁是性とレント・シーキング・コストの発生は，経済的規制が事

業法やそれに関連する政令・省令を基礎として実施され，この法令で定められている内容

は厳格にかつ詳細に定められたものではないことで，規制当局が・淀の1’1由裁量権を持つ

ことによる．さらに被規制’1喋者の側も自己に都合のよい基準を規制当局に採用するよう

に働きかける．これを「レント・シーキング活動」と呼び，レント・シーキング活動によっ

て生じた費用，つまりレント・シーキング・コストは社会的余剰を大きくすることなく，

その配分を被規制事業者に有利になるよう費やされた資源浪費的支出である．

　第四に，料金改定などは申請から審査を経て認日∫までにかなりの時間を要する．さらに

被規制’11業者は日1請以前に］川1∫に料金改定の申請をすべきか否かを打診するのが実際であ

り，この時間を考慮するとさらに時間を要することとなる．これを「規制のラグ（lag）」

と呼ぶが，このような規制のラグは事業者の市場環境変化への対応を遅らせる結果となり，

L“：業者は！多人な損失を被ることがある．

　これら前述の①から④までの全てを「規制に伴う費用1曽大」と呼ぶと．消費者は規制ド

でfi・∫らかの形態でこの費川を負担しなければならない．このような費用増大に対し，規制
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に伴う費川と規｛ll【Jに伴う便益を勘案して規制の意義を論じることがある．これを「規制に

伴う費川便益分析」という．規制に伴う便益がその費川をヒ回るのであれば規制の意義は

あるが，その逆であれば規制を改革しなければならない．また，たとえ規制に伴う便益が

その費川をIi川るとしても，可能な限り規制に伴う費川を削減する制度的な1：夫が必要で

ある．

　これらの①から「4ノまでの問題点を改泣するために，公fl三報酬率規制方式，完全原価配賦

方式を改めて，新たなノ∫式に変革する方策が見いだされた．事業者の内部非効率の発生の

問題への対応には，拮業者の内部効率化にインセンティヴを’チえる以外に方策がないので，

効率化のインセンティヴを’∫えるような規制方式を採川することとなった．これが「イン

センティヴ規制（illcelltiveregulatitm）」である．

　’1｝業者に内部効率化のインセンティヴを与える方法は多様に考えられるが，これはつま

りL競争の刺激を与えて事業者が生産効率8‘［および経営効率81を向liさせる方法，②事業

者に生産効率および経’｛：1・効率を向ヒさせるように誘因を’チえる方法であり，その成果とし

ての報酬を‘1喋者に与えることになる．互の競争の刺激を与えるインセンティヴ規制とし

ては以ドの4つの方法が考えられる．

　コL　免許人札制（廿allchise　biddillg）

　：2：　地±或問競争　（yardstick　competition）

　る　社・会契約制’費月J調整契約（socal　cont「act）

　：4’　イdli格1」1艮規iF－r」　（price　cap　regtilation）

　このなかでも日本の鉄道旅客輸送‘1渓，路線バス旅客輸送事業で採用されている②地域

間競争について，説明を進めることとしたい82．

8（｝

ｶ産効率とは，‘6業者が投人財の購人にあたって，投人財市場において競争的水準で決定さ

れた価格で購人し，そ0）時期に利川できる技術水準のドで最適な投入財の組み合わせを実現し，

最適な生産規模て生1）Eすることによって，生産フロンティアの最適点で生産している状態をい
う．

8t

o営効率とは，販売に関して最適なルートおよび最適な方法を採用すると同時に，人事管理，

資金調達などにおいて「経営ヒのスラック（slack）」がない状態をという．
82

iじ免許人札制とは特定の事：業者に事業免許権を与えると競争0）刺激がないために当該事業者

が内部効率化を怠る傾向があり，この弊害を軽滅・除去する手段として，　・定期間ごとに競争

人札によってより低い価格でより良質のサービスを提供する事業者に免許権を付’τする制度で

ある．また，③社会契約制・費用調整契糸くJとは，米国の電力事業において実施された方策とし

てW名であるが，規制者と被規制‘1環者で稼働率や燃料費、建設費などについて料金改定時に
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第3章　地方陸上旅客〕‘ξ送事業に対する公的関’τの理論

　地域間競争（yardstick　competition）とは，端的にいえば直接競合関係にない’1£業者聞で

比較対照となる指標を設け，その指標を基準として経営を間接的に競わせることである．

路線バス旅客輸送「B：業においては1972年の運賃改定から標準原価方式と1呼ばれる地域間競

’fl・が採川され，鉄道旅客輸送「｝‘業においては1997年に後述する価格ヒ限規制の導人と同時

に採川されている．

　地域川競争の導人に1際して，①複数］深者の右：在，②費川条件および需要条／牛の類似性，

（3＼共謀の皆無の3点が前提条件として必要になる．鉄道旅客輸送事業における地域間競争

は，各‘li：業者のd［輌密度，ダ川［運行頻度，乗降人員など事業内容や経営環境などの相違を

表す指標を説1リ1変数として川い，単純な1川帰モデル式によりこれらに基づいて差を補正す

る．これに基づいて個々0）事業者ごとに単位規模あたりの「基準コスト」を算定し，さら

に’㌦｛刻喋者の「適正コスト」を求める．そこに，事業者の基準コストの経年変化による

効率化努力を基準コストの推移との比較で評価し，基準コストに加味し「適II三コスト」を

算定する．これにより運賃水準の戊，㌧礎となる算定原価が決定される．これらの過程で用い

るデータは全て公表されたものを用いるとともに，結果についても公表されている．

　日本の鉄道旅客輸送‘1喋における具体例でみてみよう．まず，JR旅客6事業者，大手

民営鉄道旅客輸送’ll：業者15事業者，地ド鉄10事業者83にグループ分けする．費用のうち

人件費，経費に関係する5つの費日に分け，それぞれの費目について単位規模あたりの基

準となる戊1㌧準コスト（C、）を算出する．この基準コストと実際にかかる費用の実績コスト

（川を比較する．（＞Gの場合はc・ゾを，c、・c’，，．・）場合1よcを「｝鉦コスト」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2

とする．さらに，各’1｝：業者が進めた効率化努力の半分を適正コストに加味し，「算定原価」

を定める．ある‘1喋者が運賃を改定しようとする場合は，この算定原価に基づいて認可申

請することとなる．

（〉（Tt，の齢に，　c㌔G髄1王コストとするのは，繍榊化を実現した撲紅対
　　　　　　　　　　2

契約を締結し，契約水準よりよい成果が現れたときは事業者に報酬を’チえ．逆の場合は制裁を

課すもo）である．詳細は植1∵1：益［2000a］を参照されたい．
83

ｱこでの大f・民営鉄道旅客輸送事業者は東武鉄道，西武鉄道，京成電鉄，京｛三電鉄，小田急

電鉄，東京急行電鉄，京浜急行電鉄，相模鉄道，名1｛‘屋鉄道．近畿日本鉄道，南海電気鉄道，

京阪追気鉄道，阪急電鉄，阪神電気鉄道，西日本鉄道，地ド鉄は東京地ド鉄，札幌fb’・仙台市・

東京都・横浜市・名占屋市・京都市・大阪市・神戸II∫・福岡liiの各交通局．
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第3章　地方陸ll旅客輸送’1‘業に対する公的関与の理論

してその成果の・部を，1｝：業者に還元することで，11喋者の経営効率化に対する誘因を引き

出すためてある．

　ここで．）JR6旅客輸送ll［業者の基準単価，基準コストの実際をみてみる84．基準単価

の算定には単純な川帰モデノレ式γ＝CIXI＋hx，＋cが川いられ，線路費，電路費，　E｛i：輌費，列

中二運転費、駅務費の5つの費日について，それぞれ基準単価を算フ亡する．つまり，基準コ

ストは以ドの　〈2＞式，　〈3＞式によって算定される．なお，先に示した単純な回帰モデル

式v＝（へ一lh．x・，－！cのx1，．Y2のそれぞれは，線路費，電路費，車輌費，列1巨運転費，駅務費

の基準を算川する際1こ川い剤〔輌密度や’」『情，1駅あたりの乗車人員の数値が当てはまる．

　　C，一Σ．Vn　’（2，，　卜・へ＋互・，＋・）　　　　　　　　　　　’　　　〈2＞

　　　　〃　l

　　c、・Σ［（・・㌦・．カ．・バ・ii）・9，，］　　　　　　　　　　　　　　　　　〈3＞

　　　　tl　1

　　　ただし，（ノ：施設最．
　　　　　　　～　〃
　図表3－3は，2005年度のJR旅客6‘］渓者の基準単価，基準コストの算定結果である．

84

ｱこでJR旅客61牒抱こ絞ったのは，

コストの算定方法が異なるためである．

大手民鉄，地ド鉄の各グループとは基準単価・基準
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図表3－3

　　　　　　　　　　　第31’；’；：地方陸ヒ旅客斬奇送事業に対する公的関’τの理論

JR6旅客輸送嘱業者にお1ナる基準単価・基準コスト算定

北海道 東日本 東海　西日本 四国 九 州

線〈」 9，429」65

路
費

，Vα

J

輯i両密度（対数） 3，897 5，177 5．756　　5．040

@　0．501

4，275 4，606

一vβ 雪｝ll 10，226 2，941 622　　L455 16 8

c 一37，665．796

．じ1 埠川1価 4，203 12，622 16，920　　10，586 2，652 5，769

ρ1施、没｝歳　（糸泉昼客延長） 3」06．2 12，697．8 3β255　8，0565 898．4 2，764．6

C．＼1 戊、［準コスト 13ρ55 160，277 56268　85，287 2，382 15，949

電〈∫ 6，210

路
費

．Yぱ 電中：密度 53，002 154981 295．858　130．041

@　　　35．734

78，506 90，810

λ’
^z

電中：線害リ合 2L524 31，265 25．006　　32．642 23，184 27，836

（’ 一417．765

vこ 1、t；準IP郁 68｜ L662 2，313　　1556 898 1コ41

ρ』 施設Ill（電線延長） 5，304．2 44，867．0 13，779．8　27，7283 ㌧752．9 9，532．2

（＼』」、じ準：以i・ 3，610 74，564 31β74　43，151 W574 10β75
中：

（～ 64980
輌
費

v〆ノ

^
〕

1車両あた　り　叩：柚由レ1三そ「キロ 128923 17L761 317．752　187948
@　　　0．423

］4L564 164，036

・v〆‘’ パ、口．
@1匡い 10226 2，941 622　　L455 ’　16 8

c 一3、118．628

1’
~ 基準単抽 9584 9286 17、792　　9フ10 6，087 7，544

（
パ
ー 施設硅川巨輌数） Ll87 13，095 3．308　　6、620 456 L687

C、，〕基準コスト 11β77 121β06 58，856　64278 2776 12，726

列
α 21288

中：

．v〆ξ 1列川1キロあたり乗車人員 121，241 485，091 529．424　268．378 71，949 123，482
運
転

ゐ 3，742，028

費・vβ 列中：密度（対数） 2，690 3，542 3926　　3．672 3201 3，435

c 一5、607．240

．γ4 刷蝉価 7，040 17⑨74 20．354　　13、847 7903 9，875

ρ4 施設沽（営業キロ） 2，499．8 7526．8 L970。8　　5．003．8 8552 2」2L8
（1

DSl 戊、ξ準コスト 17，598 135284 40．114　　69286 6，758 20，953

駅 （1 43，702

務
費

．、’

C∫

I
ハ

1駅あたり乗中：人員 269，153 3，479，102 L266．148　1．483．451

@　　60589．367

189，314 526，624

・vβ
・卜」乙」乗三・中：目i寓∬　（対数） 4，023 3，185 5，179　　3．790 3，842 3，732

c 一215、733．102

，vr 戊1集準IP価 39，780 129288 ｜53⊃92　　78．730 25，325 33，401

ρ， 施設！ll：（駅数） 465 L699 406　　1208 258 556

c．い 1、〔準：以ト 18，498 219，660 62，277　95」06 6，534 18，571
戊、ξ準コ スト総計 64」37 711，391 249β89　　357、109 20ρ25 79，074

実績コ スト 62，289 741，139 245，110　　37q468 201477 72ρ67
適正コ スト 63213 711，391 247，250　　357，109 20，025 75，571

〈出所〉国ヒ交通省鉄道局業r芳課

　こilしζこよオし｛よ’，　　J　R〆1ヒカ「ii道，

［2006］　よ　リへ荘者・1乍｝J文．

JR東海．　JR九州の3鉄道旅客輸送事業者が経営効率AEJ
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第3ド5　地方陸上旅客輸送事業に対する公的関与の理論

な・h：業経営を営んでいることとなる．これにより，直接競合関係にない事業者間で間接的

に競争的にさせることができ，またその指標の算定についても単純な回帰モデノレ式で客観

的に示すことがてきる点が注目できる．しかし，地域間競争の対象経費は全体の44％（J

R6旅客愉送巾業者’γ均）で’じ業者側のインセンティヴの大きさは末知数である点に留意

しなけれはならない．

　さて，現在の陸上旅客輸1差事業は，総括原価方式による上限運賃認P∫制が採られている．

総括原価（total　costs／full　costs）ノi式とは，端的に示せば「］喋が効率的に運営された場合に

要する総費川に’定のIl喋報酬を加えた額が総収人に等しくなるよう運転を設定する方式

である．総括原価ノ∫式の算定には2つあり，JR6旅客輸送‘1喋者，大丁民営鉄道旅客輸

送ll｝業者，地ド鉄’1喋者には「レー1・・べ一ス（rate－base）方式」が，それ以外の地方鉄

道旅客輸送‘1喋，路線バス旅客輸送‘拝業には「費用積みliげ方式」が算定に川いられてい

る．

　費川積みヒげ方式は，減価償却費を含めた営業費，諸税，支払利子に，ある一’定の株式

配当率のための予定利益の加算，つまり総費川を積み1二げていったものを，予想される需

要川て除算することで，｜単位あたりの佃i格，運賃・料金が求められるものである．

　’方，レート・べ一ス方式は事業者が保・有するIE味事業資産価値（取得原価から減価償

却累積額を控除した価値）に対して，　定の報酬を認めるものである．これを式で表すと

次のようになる．

　　総括原価＝C＋D＋T＋S・Vノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈4＞

　この式で，Cは営業費，　Dは減価｛賞却費，　Tは諸税，∫はIl三味事業資産価値，　y／は公正

報酬率（fair　rate　of　return）である．実際のJR6旅客輸送事業者，大手民営鉄道旅客輸送

‘1喋者，地ド鉄事業者に用いられている公tl三報酬率vノは，他人資本報酬率に他人資本比率

を乗じたものと自己資本報酬率に自己資本比率を乗じたものの和であり，自己資本比率は

全産業’ド均の30％（他人資本比率は70％），自己資本報酬率は公社債応募利回り，全産業

平均自己資本利益率，配当所要率の3つの単純’γ均の過去5年間の平均値，他人資本報酬

率は債務実績利子率の過去5年間の平均値が採用されている．レート・べ一ス方式は、費

川積みLげ方式に比べ，経営効率を向ヒさせる誘因を多少なりとも持ち，事業者の経営ヒ

の意思決定に碗きを置いた方式として採用されている．

　しかし，総括原価方式には以ドのような点が問題点として指摘されている．

　［．」）例えば鉄道事業法第16条第2項で「能率的な経営のドにおける適正な原価に適d三

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一74一



第3章　地ノ∫陸ヒ旅客輸送事業に対する公的関’チの理論

　　な利潤を加えたもの」と定められているように，関連する事業法で規定されているに

　　も関わらず，事業者のコスト削減努力を促しにくい

　②　運行の変更に原価の杏定が必要であり，費川や需要の変化に応じた柔軟な運賃設定

　　ガ∋∬｛iしい

　また，レート・ベース方式では，

　ll）　Iil味‘1［業資産を111長簿の簿価（取得価格：historical　cost）で算定するのか，再取得原

　　f［iE（replacCmCnt　cc）st）で算定するのか

　（2：公lll報酬率t／fの決定ノ∫法

　、3’，アヴァーチ・ジコンソン効果（Averch－Johnson　effect）

が指摘される．アヴァーチ・ジコンソン効果とは，公正報酬率をレート・ベースとして正

味ili：業資産価lv‘］1に乗じて総括原価が計算されるため，事業者は労働など他の投入要素に代

替して適正レヴェルより過剰の資本を費やすことで非効率な生産に陥る現象であるs5．こ

の現象の結果，過剰な投資も利IU者によって負担され，利川者は必要以上に高い運賃・料

金を押し付’けられることとなる．

　アヴァーチ・ジコンソン効果などの問題点が指摘され，新しい運賃制度の議論の中心に

取りiiげられるのが「価格上限規制」（price　cap　regulation）である．価格上限規制は次の式

によって計算される．

　　R＝（RI・／，「一・’）・ηi　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈5＞

　この式は次のことを示している．t年の改定のL限運賃ηは，基準年の運賃互をベー

スとして物価L昇率RP4－］　86から要求された生産性向上率xを引いた分をt限とする．

　／［iliKS・1：限規制は，｜984年に英国電信電話公社（British　Telecommunications）を公共企業体

から民営化する際にLittlechild、　S．　C．氏が報告として提案したものが先鞭であり，英国では

電気通信事業だけでなくガス事業にも採用され，米国でも電気通信事業に採用されている．

なお，日本の鉄道旅客輸送‘1深などで採用されている「ヒ限価格認ri∫制」とはその算定式

が異なり，別個のものである、この価格ヒ限規制は，事業者に内部効率化の刺激を与える

とともに規制者の規制コストの削減を図ったll剛91的な規制方式として評価されている．こ

8s
Aヴァーチ・ジコンソン効果は，1960年代前’ヒにミクロ経済理論モデルによって示された．

Averch，　I　larvey　A．，　Johnson．　Letand　L［1962］，これを詳しく説明したViscusi．　W　Kip，　Vemol1．　John

Mitcham，　Harrington．　Joseph　Emmett［2005］を参照．
8｛’

坙{ては物価ヒ昇率に消費者物価指数（CPI：ConsuTner　Prlce　lndex）をINいることが多い．
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第3章　地方陸il旅客輸1き事業に対する公的関与の理論

れは，従来の公ll三報酬率規制を撤廃し，規制者と被規制「1深者との間で社会契約制（socal

COIItract）に似た形式で価格改定契糸くJを結び，この価格を1：限としてこれ以ドの価格改定に

っいては原則自由とするものである．

　価格1：限規制には，以ドのメリットとデメリットがある．まず，メリットの第・は，前

述したように料金改定に関する規制者と被規制事業者の規制コストを著しく低ドさせる．

第1に被規制’1深者が生戊）ε性を要求されたx以［iに向Ilすれば，向ヒ分は報酬として被規

制巾業者が取得できるのて，生産性向ヒの誘1大1を与え，ひいてはこの生産性向il分の・部

を料金の引きドげにまわし消費者利益の向Iiにも貢献する．第：に，「規制緩和の効果」と

いわれるi／6種割引制1隻の導人を含めた料金体系の多様化，②サービスの多様化，③事業

者の効率化・活性化，④規制者の規制コスト削減を通じた国民負担の軽減，⑤料金水準の

低ド・サービスの多様化による需要拡大と投資の拡大を通じた経済成長率のヒ昇などが発

揮されやすい．

　その’方，デメリットの第’は，規制者の／而格監視が十分でないと，独占分野では独占

価格，競争分野では競争価格というllll格体系になる・∫能性がある．これにより独占分野で

独占的超過利潤を確保し，競争分野では赤字のサービスを提供する内部相El：補助が発生し

ないとはいえない．第1に1而格1：限規制に近い規制方式が英国で歴史的に何回か試みられ

たが，実際の価格がいずれも上限の価格に張り付くことが少なくなく，価格」二限規制でも

同じ傾向にあると指摘されている．第三に，競争の結果として生産性向1二のための競争が

激化して激しい競争ドにある場合，生産性向ヒ率x（二ついて規制者と被規制事業者との合

意が困難である、ときに実現・∫能な生産性向1二率以ドで合意が成立すると，価格全体が実

際にH∫能な水準まで低ドしないおそれもある．

　このような問題点を持つ価格h限規制であるが．その間題点以ヒにメリットも大きいの

で，問題点を修Illしながら日本の鉄道旅客輸送事業のような分野でも導入を検討していく

必要があノ）う．

4．社会的規制

　前述のような経済的な規制の他に、鉄道｛喋法などによる「社会的規制∫も存在する．

社会的規制とは，利川M一や沿線住民，鉄道輸送事業従‘1渚の安全・健康の確保，環境の保

全，災害の防ll：等を目的として，安全に対する∫1§準を設定したり制限を加えたりするなど

の規制である．鉄道旅客輸送lli業は安全が第・であって、利用者・沿線住民が鉄道旅客輸
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第3’；《　地方陸ヒ旅客輸送ピ業に対する公的関IJIの理論

送‘ll：業によって，生命の危機に脅かされてはならない．つまり，鉄道旅客輸送事業は保安・

安全性の担保が保証されなし・限り，鉄道旅客輸送］喋を営むことは社会的に認められない87．

　鉄道旅客輸送‘ll：業においては，鉄道6業法，鉄道営業法，鉄道運輸規程（1942ηミ鉄道省

令第3号），新幹線鉄道におけるダ川［運行の安全を妨げる行為の処罰に関する特例法（新幹

線特例法．1964年法律第lilし力なとに社会的規制が盛り込まれている．例えば，鉄道事

業法第6条の鉄道‘日茉許t’∫の欠格条項や，同法第IO条・第ll条・第13条の国ヒ交通省に

よる安全性の検杏づ鉄道営業法第5条の危険物輸送拒絶の容認などである．2006年3　Jlに

は第164川国会で「運輸の安全性の向［iのための鉄道Il操法等の一部を改iEする法律」（運

輸安全法，2006年法律第1glナ）が成、テし，］O　JJに改Jl三鉄道事業法が施行された．運輸安

全法では、鉄道喉業法第18条の3で鉄道事業者に安全管理規程の策定と安全統括管理者・

運転管理者88の選任を義務づけ，安全管理規程の届1十儀務と変更命令，運転管理者の選任・

解任の届出義務を定めている．これは，2005年4月のJR西B本JR宝塚線での電［巨脱線

転覆「1｝故や同イト12　JIのJR東日本羽越線での特急列車脱線転覆事故など，利用者の死傷事

故が続けて発生し，鉄道旅客輸送事業に限らず全輸送事業の安全性の向ヒを図る必要があ

ることから，運輸安全法が施行された（p．67の図表3－2も参照されたい）．

　鉄道’拝業法第23条・第30条・第56条では，国ll交通省に鉄道事業者に対し事業を停止

や改善を命令したり，鉄道事業の施設に立人検査する権限を与えている．すなわち，最も

強い命令では、事業者が1本たりとも列車を運行することを禁止させることができる．

　これらは，国1交通省の安全性などへの監督権を認めたものと考えられる．この監督権

は国1交通省をはじめとする政府に，強大な権限を与えていると考えられる．このような

87
^転の安全の確保に関する省令（1951年運輸省令第55号）第2条では，「安全の確保は、輸

送の生命である」と，綱領として明記されている．
s8

S道Il渓法第18条の3第2項では，安全統括管理者を「鉄道事業者が，前3号（筆者註：

輸送の安全を確保するための，③事業iの運営の方針（こ関する事項，②事業の実施及びその管理

の体制に関する］二項，③ll喋の実施及びその管理0）方法に関する事項）に掲げる事項に関する

業務を統括管理させるため，’1ぱ運営［1の重要な決定1こ参画する管理的地位にあり、かつ，鉄

道1喋に関する　・定の’だ務の経験その他の国il交通省令で定める要件を備える者のうちから選

任する拍，運転管理者を「鉄道運送・1逢者が，第2号及び第3号（筆者註：輸送の安全を確

保するための，④’li：業の実施及びそσ）管理の体制に関する‘1噸，②1環の実施及びその管理の

方法に関する・1河i）に掲げる’　S’・　J‘t”iに関する業務のうち，列車の運行の管理，運転t：及び車掌の

資質の保持その他の運転に関するものを行わせるため，鉄道事業に関する・定の実務の経験そ

の他の国ll交通省令で定める要件を備える者」とされている．
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第3章　地ノ∫陸1：旅客輸送’套業に対する公的関IJIの理論

権限は鉄道旅客輸送’ll：業に限ったことではなく，路線バス旅客輸送tii：業についても同様で

あり，道路運送法第31条・第40条で定められている．また，食品衛生や医療など公衆衛

生・人命に関わる事業においては，当該する‘1深法などで政府に強い権限を’τえている89．

　この鉄道‘ド業法に基づく事業改善命令が発出された最近の1三な‘固列は，京福電気鉄道，

JR東日本，銚白じ気鉄道がある．

　京福電気鉄道ては，2000年12月17i｜に越1〕f∫本線・東Ill市一志比堺間で，永’P寺線内の

1抄ダ川［がブレーキ系統の故障から停車するf・段を失い，越前本線との接続駅・東古市駅

でも停車てきず越前本線内に暴走し，越前本線を運行していたトり列車と正面衝突し，永

平、ll・線iiり列i｝〔の運転j：が死亡し，乗客25名が負傷する‘封故が発生した（2001年2刀23

Hに運転ll｝開）．さらにこの‘1［故から約’P年しか経過していない2001年6月24日に，越前

本線・保川一発坂開で1こり急行ダ胴［とEり普〕t亘列車がd三面衝突し，乗員・乗客25名が負傷

した．’P年間に2度もの頂大事故に，国f：交通省中部運輸∫・lbは2度目の事故発生当日に京

福電気鉄道に対し，福井県内3路線の運行停Illを指示した．これは，鉄道事業法に基づく

1｝深停ll：命令ではないが，　Il渓llの事業停rli命イ予と看倣すことができる．国1：交通省中部

運輸局は7Jlに京福電気鉄道に対し，鉄道事業法第23条第1項に基づき「安全確保に関す

る‘｛喋改善命令」を発出した．鉄道事業において事故を受けて事業改善命令が発出された

のはこれが初めての’1［例であった．

　JR東川本では，2003年9月28Hに中央線・：鷹一国分、宇間の高架化に伴う線路切替

ll事で，信号系統の配線切替1：事のミスなどの工二’締青負会社に対する管理体制の不備によっ

て，28日6時頃までに終rする切替1事が14時前までかかってしまい，その間，列車の

運行を見合わせた．また，10月6日には京浜東北線・大森一大井町間において，保守1：事

の請負会社が線路保守用重機を線路ヒに放置し安全確認を怠ったまま，JR東日本側の最

終確認もなく始発列中：から運行を開始し，この頂機とダ咀｛が接触し朝の通勤通学ラッシュ

時川帯に4時lll｜運行を中［｝1した．これに対し，国1：交通省は10月21日から23日にかけて

実施したJR東日本に対して、㌧：人検杏を実施し，JR東日本の鉄道施設に関する1二事実施

の方法に改；W）必要が‘1忍められる，とした．この結果，鉄道事業法第23条第1項の規定に

〕、ξつく「’1喋改；¢命令」による必要があると判断し、12月19日に事業改善命令が発出さ

89
痰ｦば，食’ll：を提供する外食業や食品製造業では食中毒恒牧を発生させると保健所から関係

する法令に基づき期限を区切った営業夕；壮処分がドされる．
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第3章　地ノ∫陸ll旅客輸送‘拝業に対する公的関∫τの理論

れた91，．

　また，銚r電気鉄道では2006年10月に1相：交〕□省関東運輸局の保安1濫1査を受けた．国

1交通省関東運輸局は，ダ川〔が通過中であるのに踏切遮断機の作動が1¶ト除されたり，枕木

に腐食，欠損を発見したため，ll月24日に輸送の安全を阻害している事実があるとして

これらの不具合を改修し2ヶ月以内に報告を求める事業改善命令を発出した．

　さらに，2005年4月25日に発生したJR西日本JR宝塚線での電i｛　il脱線転覆事故では，

国ll交通省は‘1深停ll：命令などを発川することはなかったが，2005年5月29日に国1：交

通大臣がJRllLIll本を杏察した（llこll：交通省鉄道局安全対策室［2005］）．これは，行政指

導に分類される鉄道‘1繰i法第56条に定めた「立入検査」と解することができる．

　このような’1喋改；1斧命令，、’f．人検杏に対して，鉄道旅客輸送’＃業者は，行政手続法（1993

年法律第88号）の規定に基づく「不利益処分に係る弁明の機会」が与えられる．

　他ノ∫，路線ハス旅客輸送事業に対しても鉄道旅客輸送事業と同様にさまざまな社会的規

制が（r：在する．路線バス旅客輸送事業においては，道路運送法，道路運送車両法，道路交

通法（1960年法律第10551），旅客自動ll｛運送‘拝業運輸規則（1956年運輸省令第44号）な

とに社会的規制が盛り込まれている．その最も大きな規制が道路運送法に基づく事業許可

の取消処分である．これは，道路交通法や道路運送法などに違反した事象を点数化し淀

の点数を超えナご1喋者に対して，軽微なものから日頭注意，勧告，警告，営業所・車輌の

使川停1ヒ，事業許日∫の取消となっている．

　これらの社会的規制は，陸Ii旅客輸送事業者のみならず，現に鉄道や路線バスを利用し

ているかいないか，つまり陸ヒ旅客輸送事業に対する利害関係の有無に関わらず，誰でも

法令に違反した場合には，刑事・民事の社会flLJ制裁を受けることになる91．

　この他に，法令て規定されている規制以外にも，慣例としての社会的規制が存在する．

例えば，東海道・lll陽・東北’i越・長野・九州各新幹線においては，　o時から6時まで

｛）｛1

S道・1喋法に基づく・il：業改善命令は，2001年6月に京福慧気鉄道に対して発出されて以来，

鉄道〕喋者ではJR東日本が2件目となる．また，京福電気鉄道に対しては中部運輸局長名で

発出されたのに対し，JR東川本に対しては国1：交通大臣名で発出されるほど異例の事例で，

特筆に値する（国ll交通省鉄道局施設課［2003］，同［2004］）．
91

痰ｦば，刑法（1907年法／ド第451の第11～il：（第124条～第129条）には，列車往来妨害罪，

列川［往来危険罪，列中：転覆等致死罪などが規定されており，最高刑は列車転覆’・往来危険へ穿致

死罪の死Jl：iJである．
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第3章　地方陸ll旅客輸1差‘1喋に対する公的関与の理論

の間は原則として新幹線列車の運行をしない92．これは新幹線特例法に規定されているも

のてはなく，沿線住民の騒音による安眠妨害を防ぐもので，東海道新幹線開業時からの慣

例となっている．

　このような社会的規制は，鉄道1日業と路線バス事業の陸Il旅客輸送事業が公共川旅客輸

送・1喋の1つであり，公益性をイ∫することが根拠となっている．確かに，この根拠には合

理性がある．陸1旅客輸送事業による人々の利便性を最大限に発揮し，陸ヒ旅客輸送事業

の安全を保障しなけれは，経済・文化活動が阻害され，人々全体の厚生を低ドさせるおそ

れカ1ある．

　しかし，陸ヒ旅客輸送’1喋の1’1律性を無視してまでも，政府・地方n治体の過大な規制

権限を認めてはならない．陸上旅客輸送事業者が「安全を軽視したり，重大な事故を起こ

したりすれは，自らの経営を呂：しめる」というのが自明の理というのを1一分に知っている

のである．fこから，陸ヒ旅客輸送事業者の安全に対するインセンティヴは，その事業の根

幹であるといってもよい．ある程度，陸ヒ旅客輸送事業者に自Z稗｛三を持たせ，社会全体に

対して・五人な影響を及ぼすような事態にだけ，政府・地方自治体が規制すべきである．しっ

かりと鉄道11渓法や遡客運送法などに規定しておき，政府・地方自治体の恣意的な規制を

防ぐ必要かある．

5．行政指導などの公的介入

　陸ヒ旅客輸送事業者に対して，政府からの行政指導もあり．前項で述べた鉄道事業法に

基づく事業改善命令も行政指導の1つである．その行政指導には鉄道事業法，道路運送法

などの法令に基づくものと，法令に基づかないものがある．

　鉄道事業に対する法令に基づく行政指導は．前述の事業改善命令の他に，鉄道事業法第

92

V災などによる列iEO）遅れなどは除く．環境庁が1975年に告示した「新幹線鉄道騒音に係

る環境jlC準について」（1975年環境庁告示第46号）において，「環境基準は，午前6時から午

後t2時まてo）間の新幹線鉄道騒1㌃に適川するものとする」とされている．しかし，0時から6

時まての新幹線ゲ川〔の運行を禁じた法令は存在しない．また，山形・秋田新幹線は，営業ヒの

名称てあって，全国新幹線鉄道整備法、新幹線特例法に規定される新幹線ではなく，山形新幹

線においては福島一新庄間（奥羽線），秋川新幹線においては盛岡一秋田間（田IJN；湖線・奥羽

線）についてはこの慣例には従わない．過去に，秋田新幹線の盛岡一秋田間において，5時台

に発車する列ili［や0時を過ぎても運行される列f｛｛や，2002イ1辺）FIFAワールドカップ開催時

に東海道・1越両新幹線で深夜時間帯に特5J　ijに運行された列車が存在した．
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第3章　地方陸ヒ旅客輸送由業に対する公的関与の理論

1g条・第19条の2では，列ll〔の衝突や火災などの’拓牧・災害，インシデント（incident）93

を国il交通人臣に報告することを義務づけている．また，第55条では国1：交通大臣が金失道

］喋者の業務・経理状況を報告させることができる（報告の徴収）．前述のJR東日本への

・1喋改善命令発出の‘川列でも触れたように，第56条では国ヒ交通大臣が鉄道8｝礫者に立ち

人り，業務・経川の状況，施設・帳簿・書類などを検査させ，関係者に質問させることが

てきる（、’L人検査）．この他にも，鉄道‘］喋法第22条の2・第22条の3では，乗り継ぎ円

滑化措置に係る条件を裁定・勧告てき，勧告に従わなければ公表できる．このように鉄道

・1喋法だけでも国1交通省に人きな行政指導の権限を付tiしている．路線バス旅客輸送‘事

業に対しても同様である，

　その一」，“て，行政指導は法令に基づかないものも存在する．例えば，国ヒ交通省は現在，

鉄道旅客輸送ll｝業に才ゴける総合的なバリアフリー化を推進している．これは，2000年11

Jlにr高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」

（交通バリアフリー法．2000年法律第68号）が施行されたことを受け，移動円滑化を促

進するための施策を総合的に講ずるための行動計画（アクションプラン）が策定された．

これはあくまても国L交通省の行動計画であるが，実施ir：体に鉄道旅客輸送事業者が盛り

込まれている．行動計画を実施するのに，鉄道旅客輸送事業者の協力が不口∫欠であるが，

これは「行政指導」という千法をとっているようである．確かに，陸1二旅客輸送事業に対

するバリアフリーの要求は高くなり，必要であることに変わりはないが，国十交通省が前

面に出て，行動計画を実施する必要はないはずである．

　交通パリアフリー法の施行を受けて、鉄道旅客輸送事業者が任意団体を組織して，そこ

で，共通化や標準化に向けた様々な作業に月又り組み，1則：交通省はあくまでもオブザーバー

て参加する方法も考えられる．

　このような行政指導は，規制1－1体である政府の裁量権が大きく，規制が恣意的で不透明

になりがちである．また、規制1｛体の裁情権は天ドりなどの省益の確保に使われることに

なり，規制主体の中、ン1性が損なわれるおそれさえある．

　さらに，1　j：政指導が，競争制限的なfj二政指導であるならば．問題は根深いものである．

93
{＞k一の意味は「’i｝：件、出来事，Lli変，紛争，エピソード，法的付帯義務・権利」であるが、

ここでは，‘6故・災害の前兆・〕夕兆となる事態を指す．原r炉に関する事故報告・安全報告の

システムであるIRS（illcidL，11　trLiPOI’tillg　S＞，S　tem）のincidentと同義iと考えられる．
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第3i’lf：地ノ∫陸Il旅客輪送「｝｝：業に対する公的関与の理論

　例えば，ある鉄道旅客輸送事業者が，航空機旅客輸送事業や高速路線バス旅客輸送事業

などに対抗するように，通常運賃・料金よりも非常に低廉な利川制限94付きの企画きっぷ

を販売して，舟∫［空機などの他の旅客輸送事業者との競争に挑もうとしていると仮定しよう．

その時に，規制1：体である国ヒ交通省が，「不当に安価な利川制限イ・tきの企画きっぷの販売

は，利川制限を受けてしまう利川者に対して不’ド等であり，公’ド性に欠ける」との理由で，

きっぷの販売を取りやめるように行政指導をする．これにより鉄道旅客輸送事業者は企画

きっぷの販売を取りやめたとすれは，この行政指導は競争制限的な行政指導といえる．国

ヒ交通省の論理にもある程度の合理性はrl忍められるが，様々なサービスを提供することで，

料金面，安全而なとを競争すべきて，旅客輸送事業の選択はあくまでも利用者に任せるべ

きなのである．利川者は，料金だけでなく，安全性・速達性・快適性などを総合的に勘案

して，選択しているのてある．このような行政指導は規制1－1体の既得権益を守るだけで，

利川者にとっては選択幅を狭めるだけで不利益であることを認識しなければならない。な

により，法令に基づかない行政指導は，恣意的で不透明になりがちであることを再度認識

しなけ才しはならない．

　たから、行政指導は，あくまでも安全性なとの社会的規制に基づくものに限定し，さら

に行政指導の透明性を確保しなければならない．

第2節地方陸上旅客輸送事業における補助

　前節では，地方陸ヒ旅客輸送事業に対する経済的規制，社会的規制を整理した．　一方，

政府・地方自治体による地方陸ヒ旅客輸送事業への補助も，公的関与の大きな柱の1つで

ある．本節では，政府・地方自治体から地方陸ヒ旅客輸送事業に対する補助について考察

を迎三めたい．

94
??ｧ限とは，始発列中：o）みに有効期限を設けた1），特定の区間や限定された利用者にのみ

販売したりすることを指す．
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第3章　地方陸上旅客輸」9　tl｝：業に対する公的関∫τの理論

1．補助による公的関与

　地ノ∫陸ll旅客輸送事業に限らず，旅客輸送事業に対して公的関’ゾによる補助が施される

ことがある．この公的関与による補助の理由に「交通恒業の公共性」が挙げられる．しか

し，この公共性という川語の定義は明確になっていない．さもすれば単に「重要だから，

人llけこから」と，単純な公共川旅客輸送事業優先論でいわれる「公共」の意味を誤解し，

なんとなく大事な公共川交通‘1‘業だと思いこんでしまっていることも少なくない．

　しかし，本来，「公共性」というものは，藤井彌太郎氏が指摘しているように「不特定多

数の公衆の利川のために無差別に供されるという属性」（publicness）（藤月・彌太郎［1977］，

p」29）というものてある．さらに，日本のような自川経済社会では広い意味で公共性を「分

権的決定と社会／lく」最適の問に乖離を生ぜしめ，共同的決定を要請させる要因」（同）として

いる．

　このような要因は、／1．「市場の失敗」といわれる資源配分liの要因，②所得配分liの要

因てあり．公／l勺関’ゾによる補助の目的もまた同じであり，（工資源配分liの効率性から要請

されるものと，2社会政策的割引なとの所得再分配・機会均等の上から要請されるものが

ある．

　そして，公的関li一による補助の根拠について，藤井氏は図表3－4のように次の9点にあ

ると分類，指摘している（藤井彌太郎［1977］，pp．130－139）．

図表3－4　公的関与による補助の論拠

　　　　　　　　　　　①費用逓減

　　　　　　　　　　　21外部効果
　　　　　　　　　　　③公共用サービス
資源配分ヒの効率性
　　　　　　　　　　　④不確実性
　　　　　　　　　　　⇔　イコール・フツティング論

　　　　　　　　　　　⑥マクロ経済効果
　　　　　　　　　　　①通学割弓1

　　　　　　　　　　　②後進地域の援助
　　　　　　　　　　　③社会政策的割引

〈出所＞1藤ル彌太良IS［1977］，　pp．130－139｛こλ㌧づきへ荘者f乍I」1～．

ここで，藤ル氏の議論に1，Cついて，公的関り二による補助の根拠を検討したい．

（D費川逓減

費川逓減については，運賃の限界費｝肋1猟！と密接な関係がオ）る．旅客輸送」1喋の生産が

　　　　　　　　　　　　　　　　　一83一



第3章　地方陸ll旅客輸送事業に対する公的関与の理論

費川逓減段階にある場合には，限界費川は’ド均費川よりも小であるから，社会的利益を最

大にするという意味で効率的な料金である限界費川に等しい料金では‘］渓者は赤字に1白：面

する．そこで，限界費川に等しい料金設定によって生じた欠損を補填することが必要であ

る．

　しかし，次の理由から費川逓力・黄を根拠とした補助は具体化されるケースは多くない．そ

の理lllは，①当該旅客輸送‘1［業のサービスと代替的あるいは補完的な関係にある財やサー

ビスの価格もまた限界費川に等しく定められなければ，その旅客輸送事業のサービスの料

金にだけ限界費川原上唄を適川することは，かえって資源配分を歪める，②現実に旅客輸送

・1傑のサーピスの生産の多くは，費川逓減段階にもはやない，③限界費用料金から必要と

なる補助の財源調〕垂の結果として生じる所得再分配が，社会的に受け入れられるかという

疑問かある，そのため，現実には「費川逓減」を根拠として補助が施されることはほとん

とない．

（2）外部効果

　外部効果については、1：に旅客輸送事業の投資に関する補助に深く関係する．外部効果

は、市場を経川して波及する市場的（貨幣的）外部効果（般的に「経済効果」とも呼ば

れることがある）と市場を経由しない非市場的（技術的）外部効果に分かられ，非市場的

外部効果には補助がIll当化されることがある．　・方，市場的外部効果の場合には，完全競

争条件のドでは効率性の観点からは補助を必要としない．しかし，間接的受益者の段階で

生産規模の拡大や集積がおこり，大きな経済性が生じるときにはそのような効果を評価す

ることが必要ともなる．

（3）公共川サービス

　公共川サービスについては，前述の「公共性」の意義から．全ての潜在的利用者に対し

てサービスがいっでも‡川阿能であることが要請され，供給義務が事業者に課せられてい

る．旅客輸送事業のサービスがいったん開始されると，そこから一種の非市場的外部効果

として，そのサービスの利用「1∫能性が潜在的利用者に与えられる95．実際9）利用者からの

運賃収人では採算がとれないとしても．潜在的利用者がサービスの維持されることに費用

9S
ｷ客輸送ll｝1業のサー一ビスの利川可能性が潜在的利用者にfJlえられることについては，第4節

（p．i30）で「オプション価値」の地ノ∫陸ヒ旅客輸送事業への適用として詳細に検討する．

一84一



第3章　地方陸il旅客輸送事業に対する公的関与の理論

以liの価値を認めるならば，その旅客輸送事業のサービスはその価値程度において維持さ

れるべき社会的価イ［1’llを持ち，潜在的利川者からの補助が施されるべきことになる．

　供給義務を課すことは，その利川日∫能性を公益財化し，排除原則の適応を制度n勺に斥け

ることである．もし潜在的利川者が地域社会の全ての構成員（住民）にわたると認められ

るならば，地方白治体が補助することが効率的である．

（4）　ノfく石雀実’トノL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

　不確実性については，社会的に望ましい先行投資であっても，長期にlllるために旅客輸

送‘1喋者がリスク負担に耐えられないときは，リスクを社会的に負担し，政府・地方自治

体が低利・長期の資金貸付なとの補助を施すことが求められる．旅客輸送事業は他の事業

に比へて相対的に耐川！tJJ間が長い事業であり，その将来についての旅客輸送事業の見通し

と社会全体としての見通しが致せす，事業者の事業計画が社会的見通しに基づいて予想

される供給刷こ達しない場合には，その相違に対して補助することが要請される．

（5）イコール・フッティング論

　これは．たいてい，競争状態にある鉄道旅客輸送事業と道路整備事業を念頭に議論され

ることか多い．それは，道路整備’13業に・般財源の投入があることから鉄道旅客輸送事業

に対しても補助を’i’えるべきという議論である．これは，鉄道旅客輸送事業における「k

ド分離論」とも深く関連してくる96．イコーノレ・フッティング論では，　一方が有利な扱い

を受けているときに他方に対しても補助を’チえることで，両方の限界社会的費用の相対関

係が価格の相対関係に反映されるようにすることは，競争の効率性を保つfiから’定の根

拠が見いだされる．しかし，そのような補助には問題点が多い．藤井氏は，社会的費用に

値しない浪費的な需要を生じさせ，他の財との間の配分関係を歪めると指摘している．ま

た，イコール・フッティング論の念頭に置かれる鉄道旅客輸送事業と道路整備事業では両

者の機能の差異がある．さらに，道路整備‘1礫に対する補助から交通量の配分に歪みが生

じているとしても，それは鉄道旅客輸送81喋に対して補助をすることでイコール・フッティ

ングを保つのではなく，道路整備‘1喋に対しての補助を廃1ヒすべきである．だが・方で，

現実の問題として道路整備’6業に対しては多額の補助金が道路特別会計から補助されてい

る．それを鉄道旅客輸送・1喋の補助に配分することにはまだ議論の余地があるだろう．

96「上ド分離」については，第1部第1章第2節2．（p．42）における先行研究を参照されたい．
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（6）マクロ糸壬シ斉U女策

　最後の「マクロ経済政策」については，旅客輸送事業のサービス料金が，景気刺激・物

価安定などのマクロ経済政策のf段として川いられることがある．この場合には，料金抑

制によって嘱業者が被った損失については，経済社会全体の負担として補填されなければ

ならない．

（7）　1り〒そ！｝ll∫ク〉酉己

　次に，所得ll∫分配については，本論では深く議論しないため，基本部分について簡単に

触れておく．第・の「通γ：害川」については，教育には溢出（spillover）効果があること，

ナシコナノレ・ミニマム（national　ininimum）としての教育水準を確保するという公IEさから

求められる．しかし，通学割引に伴う費川は，他の利川者の負担によって賄われており内

部補助されている97．「通γ割弓1」に1王当性を持たせたとしても，他の利用者の負担によっ

て賄うものではなく，文教政策による支出で賄うべきである．また，通学割引は所得につ

いて無差別に割（）引かれている．これにより，高所得の家計ほど割引による利益を受けて

いることになる．本来は，低所得の家計に対して徹底した就学援助すべきであり，無差別

な通学割引は，政策の目的からみると非効率的である．

　第：の「後進地域の援助」は，2つの側面がある．その｜つは地域の開発による全国的

な外部効果のための効率iiの補助と，もう1つは全ての国民に一定の生活・所得水準を保

障し，発展の機会を’壬えるナショナル・ミニマム的な援助である．

　第：の「社会政策的割引」については，低所得層に対する割引がある．しかし，低所側

窓援助の目的を達するIiで，料金割引（現物給付）と直接的な所得移転とではどちらが効

率的かというのが問題となる．また，低所得層の間で旅客輸送事業サービスを利用し得る

日∫能性や選好に相違があるから，運賃割引によって所得再分配を図ることは，低所得層の

間で援助に相違を生じさせることにもなる．援助の差異が著しくなれば，本来の目的に適

合しなくなるおそれさえある．

97
P司様の割’］｜に，JR6旅客輸送‘lll業者における戦傷病者0）無賃乗1｛［制1斐がある．これについ

ては，他o）利川者による内部補助ではなく，戦傷病者特別援護法（1963年｝2く律第168号）第9

条に基づき，戦傷病者等無賃乗d〔船等f／担金として政府から直接，JR6旅客輸送事業者に支

給されている．
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2．補助の事例

　公的関与による補助は， 多様な形態を持つ．ここで，補助の流れと役割を確認する．

図表3－5　政府・地方自治体から地方陸ヒ旅客輸送事業への補助

広
義
の
政
府

政府（国ヒ交通省）

　独立行政法人
（鉄道建r没・運輸施設整備支援機構）

L ←
　　　地方自治体
　（都道府県・市田∫村）

↓性↓
地方陸1．旅客輸送事業者

　

←

住　民（利用者）

⑨

〈出所〉　　ぺ｜羨1レ；－f／i’h3～．

　図表3－5は，政府・地方自治体から地方陸上旅客輸送事業に対して交付される補助につ

いて，その金銭の流れを示したものである．政府から交付される補助は，地方陸ヒ旅客輸

送‘1深者を1白：接対象者として補助するもののほか，独、砒行政法人を経由して地方陸Ei旅客

愉送巾業者に補助するもの，地方自治体を通じて補助するものなど，複雑な経路を辿る。

　・方，地方白治体は独自に地方陸ヒ旅客輸送事業者に対して補助を交付するほかに、政

府からの補助を受け，さらに自らの補助をE乗せして地方陸ヒ旅客輸送事業者に補助する

もの，住民に対し地方陸上旅客輸送・拝業のサービスを受けることについて補助するものな

どもある．また，政府の施策に対応して，地方自治体が独、冒「政法人に対して補助するこ
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ともある．

　このように，地方陸上旅客輸送事業に対する補助は，政府，独ff．／　i政法人，地方自治体，

地方陸［1旅客輸送事業者，住民（利川者）の5者が関係する複雑な構図を形成している．

　ところで，公的関ljlによる補助は，補助の対象（性質）によって資本補助と事業運営補

助に分けることができる．

　資本補助とは旅客輸送事業に関する施設の建i設や更新に際しての補助であり，事業運営

補助とは旅客輸送事1業の運営に対しての補助である．それぞれの典型的な例は，前者につ

いては整備新幹線の建設費に対する補助，後者については陸上旅客輸送事業者の赤字に対

する補填補助てある．

　資本補助と’1喋運営kil｝助とは，部分的に代替関係にある．例えば，ある旅客輸送事業に

っいて考えてみると，資本補助を投じて固定施設を充実させ維持費用を節約することもで

きれば，資本補助を節約し固定施設を安価なものにし維持費川に事業運営補助を投じるこ

ともできる．鉄道旅客輸送事業は資本集約的で，路線バス旅客輸送事業は運営事業費率が

高いので，代替関係から定の予算の中で最もイ∫利な組み合わせを選ぶことになる．社会

は旅客輸送事業に配分される資源をもって旅客輸送事業の最も効率的な組み合わせを選択

する．

　資本補助と事業運営補助は，その対象となる費川を引きドげて相対価格を変え，選ばせ

る組み合わせを補助対象となる側に有利に変化させる．よって，資本補助は，より資本集

約的な施設や交適1喋の採川に向かわせ，事業運営補助はその逆となる傾向を持つだろう．

つまり，公的関’iによる補助によって本来の効率性ではなく、資本補助か事業運営補助か

によって交通事業の施設や組み合わせを偏らせて選択させることになり，非効率な資源配

分に導くおそれがある．補助の決定者は，この点を1’分留意しなければならない．

　では，公的関’旙による補助の実際を考察する．

　地方陸E旅客輸送事業の鉄道1撲や路線バス事業に対して，政府・地方自治体が「補助

金」「負担金」「交付金」「補給金」98（本論文では「補助金」と呼ぶ）を交付している．

98
曹P：交通省鉄道局によれは，「補助」制度と「助成」制度に区別されている（『広辞苑』によ

れは，［補助」は「おぎない助けること．また，その助けになるも0）」，「助成」は「事業や研

究なとを助けて成就させること．力を添えて成功させること」と定義されている）が，財務省

が作成する予鱒パでは補助金，負担金，交付金，補給金と区分されている．本論文では，政府・

地方川治体が陸上旅客ll愉送・1喋者（建設中の路糸泉を営む〕ち定の鉄道‘｝喋者を含む）に対して，
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図表3－6　政府からの地ノ∫陸ヒ旅客輸送‘1喋に対する補助（2006年度）
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第3章　地方陸ヒ旅客輸送事業に対する公的関’τの理論

　図表3－6は，政府（国ヒ交通省の　般会計）からの地方陸ヒ旅客輸送事業者に対する補

助を示したものである（2006年度r・／t1額，以ド同じ）．これは，図表3－5（p．87）で図示し

たうち「1）～⑦の補助である．

　図表3－6からわかるように，政府から総額約1388億2，700万円がkli助されている．その

・方で，地方川治体も政府が決定した施策ノ∫針に基づき，政府とほぼ同額の総額約1，388

億9500川｜1を補助している．地ノ∫自治体の補助については，地方自治体が政府の施策以

外に，独自に補助しているケースもあり，実際にはこの額よりも多いと考えられる．これ

らの補助は地方陸［1旅客輸送嚇業者に1白：接もしくは間接に補助するものである．この他に，

整備新幹線の建設匹1［業について，1996年に政府とfi一党99で合意した建設・財源スキームに

／lCづき，既存の新幹線施設をJR東日本，　JR東海，　JR西日本に譲渡した際の収入1（）o

（9兆2．000億liJ）からイ1三額724億lllが整備新幹糸菱kの建設事業に対して特定財源として拠出

されている．よって，図表3－6から算出される補助金，約2．777億2200万Iljよりも多くの

補助金が交付されている．

　これらの補助は，法令に基づく補助と国ヒ交通省の」㌻算摺置に基づく補助に大別できる．

法令に基づく補助は，根拠法令に補助する根拠，算出法が定められている．例えば，「新幹

線鉄道整備事業費杓｛1助」は全国新幹線鉄道整備法に基づくもので，同法第13条，同法施行

令第8条に規定されている（図表3－7）．

”’奄ﾍ、第：次橋桃太lw制て改権∫鋭はlx川民1－1・’1　ti・，桧民端新党さきがけの3
党．

10U

蒼S改革において，新幹線に関連する施設は、新幹線鉄道保有機構法に基づいて新幹線鉄

道保有機構が保有していた．しかし，JR旅客3事業者の株式売却・ll場を円滑かつ適切に実

施する観点から，JR旅客3’1渓者の資産などを確定させるため，新幹線鉄道施設を3事業者

に譲渡した．この際に生じた収人が整備新幹線の建設‘1｝1業の特定財源を担っている．
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んへ’　　ltr．射3EII． 地方陸上旅客輸送‘1‘業に対する公的関’τの理論

図表3－7　補助を定めた全国新・詐線鉄道整備法・同法施行令（抄）

全国新幹線鉄道整備法第13条　全国新幹線鉄道整備法施行令第8条
第1項　機構が行う新幹線鉄道の建，1斐に関す第1項　国及び都道府県が法第13条第1項の規
　る11　’1　llに要する費川（営業］－1体から支払を　定により負担すべき費川の額は，毎「封業年

　受ける新幹線鉄道に係る鉄道施設の貸付料　度，新幹線鉄道の建設に関する1二事に要す
　その他の機構の新幹線鉄道に係る業務に係　る費用の額から前条第2項の国ヒ交通大臣が
　る収人をもつて充てるものとして政令で定　定める額を控除した額に，国にあつては3分
　めるところにより算定される額に相’i［1する　の2を，都道府県にあつては3分の1を，それ

蔑罐糎漂；㍗漂濃謬㌶矢編6R鷲会狸鱗
　きる．　　　　　　　　　業年度以前の」撲年度（こおける後年度繰人

漏∵1職羅竃；鞠羅竃竃雛欝
　ればなビ）ない．

第4項　地方公共団体は，第1項及び第2項に
　規定するもののほか，新幹線鉄道に関し，
　その建設に要するll地の取得のあつせんそ
　の他必要な措置を講ずるよう努めるものと
　する．

（訂》　全国新幹線鉄道整備法第13条第1項の冒頭部分「機構」とは，独iYl行政法人鉄道建設・運

　　　輸施設整備支援機構を指す．
〈il【～1り〒〉　　　へ荘　 者fう｛ノ」支．

整備新幹線建設助

成事業では，公共’拝

業「則係費力・ら706億

lil，特定財源から

724　f意lil（フ）1；卜　1．430

図表3－8　整備新幹線の建設・財源スキLム

2013年度から2017年度ヒ半期までの

新幹線譲渡収入を前倒し繰入れ

貸付料
既設新幹線　公共事業　　地方自治体

譲渡収入　　関係費　　　負担分

億円が行政法人鉄道

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　　1建1没・運輸施設整備

　　　　　　　　　　　　　CX）eoは地力債の起債によ・）て拠出することか認められ，地方債償
支援機構（鉄道・運
　　　　　　　　　　　　　還の際にはノし利合糺の’卜分については政府から地方交付税が措置

輸機構）に拠出され

ている．それ（、加え，〈出所〉川・樋微道局［2°°5・］・P」3°より鞘1械・

整備新幹線の建設・！1オ源スキームに戊、ξづき，建設路線の沿線地方自治体も公共事業関係費
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第3章　地ノ∫陸i：旅客輸送事業に対する公的関∫∫の理論

と鉄道・運輸機構の特定財沙；iの合算額の2分の1（計7］5億1り）を拠出している101．この

整備新幹線の建設については，第2部第51；宝（p．lgg）でも触れたい．

　鉄道の新線建設や改良は，鉄道旅客輸送事：業者がその資金をll∫場から調遅i，　もくしは事

業収益から建設費を捻川するのが，経済理論においても原理原則である．しかし，現実に

は，このような鉄道の建設・改良は，巨額の費川がかかるわりにはそこから生ずる収益が

少ないので，鉄道旅客輸送事業者が単独でそれらの建設・改良するのは不口∫能に近く，ま

た投資するインセンティヴも機能しにくい．そこで，政府や地ノ∫白治体が，社会的インフ

ラストラクチャーの整備を名川に，鉄道旅客輸送事業者に対して補助金を交付することで，

鉄道の建1没・改良を促進している．また，路線バス旅客輸送事業者に対しても，特定路線

に運行されるバス中軸iを購人する際や，バス・ロケーション・システム1°2・公共交通車輌

優先システム1°3（PTPS：Public　Transportation　Priority　Systems）の構築に補助金を交付

している．

　この他にも首都圏新都市鉄）芭（つくばエクスブレス）に80億円が独、猴行政法人鉄道建設・

運輸施設整備支援機構（旧運輸施設整備‘狂業団）カ・ら無利fで貸し付けされている．また，

路線バス旅客輸送事業に対しては，生活交通路線維持に係る車輌購入費補助がある．この

1陣両購人費補助は，都道府県知時が指定した「生活交通路線」（複数の市町村に跨り，運行

キロが10km以［i，日輸送縫が15～150人，日運行回数が3回以上，広域行政圏の中心都

市等にアクセスする広域的・幹線的な路線）を運行するために路線バス旅客輸送事業者が

購人したバスについて，その購入額の90％を補助する．

1°1

n方自治体の建設費負担（補助）については，補助額の909ttは地方債の起債によって拠出

することが認められ，地方債償還の際にはノ百1恰計の’ヒ分については政府から地方交付税交付

金が措置される．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

102バス・ロケーション・システムとは．路線バスの運行情報・位置情報を路線バスが進む先

のバス停留所に表示させ，待ち時間のイライラ感を解消させようとするシステム．このロケー

シコン情報をインターネットで公開し，携帯端末から情報を人手できるシステムもある．
i｛｝3

oTPSは，路線バスの運行路線において，優先信号制御やバス専用・優先レーンの設置

により，公共交通lli：輌の優先通行を可能にするシステム．路線バスに取り付けられた発信機と

道路に設置された受1，｝機間で信号が交わされ、進む先の交通信号で停lllしないよう，青信号の

時川を延ばしたり，赤信号の時間を短網｝1したりして，なるべく路線バスが停晦しないように道

路交通が制御される．これにより，路線バスの定時性が確保されやすくなり，利便性が高まり

自家川自動中：から路線バス旅客愉送‘1喋への旅客輸送需要の移動を促進し，道路交通総量抑制

と排出ガス削減による環境保全が見込まれるとされる．なお，PTPSは路線バスだけでなく

救急中：などの緊急川自動車でも適川される．
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第3E’；t　地方陸Il旅客輸送事業に対する公的関与の理論

　・方，国ll交通省のr算措置に基づく補助は，法令に基づく補助以外のものを指す．こ

の補助は，あらかじめ策定された補助率によって，補助額が決定されるシステムを多く採っ

ている．

　これは，地ノ∫鉄道旅客輸送］｝：業者，地方路線バス旅客輸送‘拝業者ともに，不採算路線の

運営・維持に対して，政府と地方自治体から補助されている．

　地方鉄道事業については，旧日本鉄道建設公団が建設した地方鉄道新線の地方鉄道旅客

輸送’｝i：業者に対し，その路線の経常損失額の40％を‘1［業開始から5年間に限って補助され

る．1997年度まては産業の発達，民生の安定に寄与することを名日に，鉄道旅客輸送事業

者の16業損益の赤字部分を補助していた．また，地方路線バス旅客輸送事業については，

生活交通路線，特別指定生活路線の維持・運行に対して，対象事業損益損失額の45％～50％

を限度に政府から補助される．これらの対‘1喋運営・維持の補助の1991年度からの補助額

推移を図表3－9に示す．

図表3－9　地方陸上旅客輸送事業への対事業運営・維持の補助

鉄道旅客 輸送事業 路　　線　　ハ　　ス　　旅 客　輸　送 事　業

補助 ‘拝業

欠損補助 運営費 購羅耀璽泉 肇鵠麟罐皇璽
産竃きの発達，民 4‘淀地ノ∫交通線 1司鍔く改革1二　kる　　’L｝舌交三通路華泉の 不採算により廃 特別指定生活路
生・）安定に寄与・ から転換した鉄 キ寺フ£X也方’ノ芝三重肇泉　　運包ξ1二鰍寸し．　糸毛 止した路線の市 線の運営にξ寸

1一るため．経営 道．旧日本鉄道 1発止後のイヒξ琴斬；　7肯苦貴ソこを著甫θJ 町村による代替 し．路線650万円
概要困難な路線の欠 建設公団か建設 送を担）事業者　　（2001年度に制 運行に対し運行 を限度に補助

損額を補ll力 した地方鉄道新 に乏札て経常欠　度変⑳ 経費の．一蔀を補

線に対し．経常 損額を最長6年間 助

損失額を輔助 補助
政1イ1］ 補助 50〔エo 4000～5000 10000　　　　45°o 只 50％
地ノ∫負担 50％ なし なし　　　　55％ 三き／ 50％

199｜ 37，841 88，624 156、567　　　　　　　72フ、099 ll8951
19（）2 43，406 92，871 116、601　　　　　　767．507 130501

年1993 47，034 90562 69、605　　　　766995 142，221

度｝994 ご6，991 60，402 37．317　　　786378 156．6］2

こ1995 20，424 37，780 4．491　　　746．027 ※1995年度以降

と19（）6 23，345 8，301 ※ト）gsη　度で奉冬r　　　　　　　720コ14 は般財源化
の 1997 2ω42 10，934 725，965
補1998 ∵1997｛1度で終r LO65 644，171
助
額
〔

19（）〔）

Q000
7，927

P＆390

532，686

S50，767

※こooo｛1度から1；，；始

@　　　　　5．721

ノ
」

2001 19，059 46L858 lL776
口2002 15，867 65α020

2003 13，093 665，917 1213
2004 9⊃74 639つ68 4，617

2005 3フ02 645955 5297

〈註〉　政府からの補助のみ計上しアこ．

〈出所〉国ヒ交通省＄失道局監修［2006c］，国1：交通省日動ll〔交通局監修［2007〕などよりY〈　9一作成．
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第3t，・．地ノ∫陸il旅客輸送‘封業1こ対する公的関’τの理論

　さらに，国税・地方税の軽減措置も広義の祁i助と捉えることができる．国税・地方税の

軽減措置は多岐に日：っている．それらは，国税に関しては法人税法（1965年法律第34しナ），

租税特別措置法（1957年法律第26レ膓）などで，地方税に関しては地ノi税法（1950年法律

第2261」一）などで規定されている．例えば，鉄道拝業者が鉄道・運輸機構からの助成金な

どの交付を受けて整備した場合には，助成金相当額を法人税算出時に圧縮1’Ll帳できる．ま

た，固定資産税の川元／而額算定時には，鉄軌道川地は，沿接する｛地の価格の3分の1に評

価てき，これらを」1㌧に国税・地方税が軽減される．つまり，本来鉄道旅客輸送事業者に課

税され納税するべき税額に対して，税額を軽減することで，軽減された税額と同額の補助

を拠出していると解することができよう．

3．補助対象事業の特定化による非効率の発生

　前項まててZ，察した公ll勺関り二による補助については，それによる問題を指摘する議論も

多い．

　第・には，補助を特定化することによって効用か低ドする点である．これは，藤井氏，

中条氏が鋭く指摘している（藤井彌太郎［1977］，pp．130－144，中条潮［2000］，　pp．199－203）．

　藤井氏は，資本補助，事業運営補助の双方において，補助の使途を特定化してしまうと，

過大投資などを招いてしまうとしている．これは前述のように，公的関与による補助によっ

て本来の効率性ではなく，資本や事業運営の補助によって交通事業の施設や組み合わせを

偏らせて選択させることになり，非効率な資源配分に導くおそれがある．この問題を解消

するためには，政府は補助を特定化するのではなく，地方交付税交付金などの特定化しな

い補助を施すべきである．

　ただし，特定化された補助が必要となることもある．外部効果がある特定の地域を超え

て及び，溢出効果がある時には，分権的な決定は全体としての利益を最大にしない．例え

ば整備新幹線の建i設’“Blfi助のような補助は，特定の地域を超える外部効果が考えられる．

そのため，特定化した補助が認められよう．さらに、ナショナル・ミニマムを確保するli

で必要と認められる場合も，特定化した補助の観点が重要となる．これは，B本国憲法第

25条に定める「生存権」とも関連するが，地域社会の多数決，つまり地方自治体の議会で

の議決を経た決定は，少数者のナショナル・ミニマムを侵すことはないとはいえないだろ

う．このような補助は，　般化された補助よりも特定化された補助の方が有効である．

　また、1川資を含めた資本補助と，基金創設を含めた・1喋運営補助とでは，その間に代替
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第3章　地方陸11旅客輸送事業（こ対する公的関与の理論

性の関係が生じるため，各輸送’1喋機関のメリットに基づいた選択ではなく，補助の有無

や補助率の大小といった財務llの誘因によって輸送事業機関を選択するよう導かれるおそ

れかある．

　これは既に指摘したように，資本補助と惇業運営柑1助を比較して，資本補助に対して補

助率が高かったり補助額が大きかったりすれば，地方陸L旅客輸送事業者は事業運営補助

を選ばす，資本補助を選ぶ誘因が高い．この結果，より資本集約的な施設や輸送・拝業の採

川に向かわせる．つまり，資本補助の補助率や補助額が事業運営補助と比べて相対的に高

い場合，資本補助は，資本集約的な施設や輸送事業の採川に向かわせるインセンティヴを

持っ．また，これは，事業運営補助においても同様であり，資本補助とは逆の傾向となる．

　この例となるのが，地方鉄道旅客輸送‘｝諜者に対する「近代化補助」と考えられる．

こo）「近代化補助」は，列中：運行保安設lllli一をより保安性の高いものへの更新する際の補助

てあり．列iitl自動停ll：装置104（ATS：Automatic　Train　Stop　device）が未だ整備されてい

ない地方鉄道旅客輸送事業者に対して，補助するものか例として挙げられる．経営状態が

厳しい地方鉄道旅客輸送事業者では，どうしても，このような設備投資に対しては，結果

的に消極的な姿勢をみせてしまうが、政府・地方自治体の補助制度により，設備投資への

インセンティヴを促すとともに，利用者の安全をより高めることを目的とする．2000年12

月と2001年6月に発生した京福電気鉄道越F］ii本線での列車衝突事故や2005年4．月のJR

西ll本JR宝塚線での電ll〔脱線転覆事故は，いずれもATSなど保安設備の不備が事故の

遠因とされ，ATSなど保安設備更新に対する補助は強化される傾向にある．利用者の安

全をより高めることは百要であり，経営状態の厳しい地方鉄道旅客輸送事業者がそれらの

投資をしようにも投資資金に乏しい現状にあることは確かである．しかし，本来であれば

地ノ∫鉄道旅客輸送「1ぱ者が自ら投資すべきである．補助が交付されることによって，地方

鉄道旅客輸送’1渓者のそれらに対する投資のインセンティヴが低一ドするだけでなく，必要

性に乏しく，かつ過剰な設備投資となってしまう可能性も高い．

　・方，中条潮氏は，交通弱者あるいは交通貧困層を対象とした地方陸L旅客輸送事業者

に対する補助（特定補助）と直接的所得移1転（般補助）を比較して，所得再分配の問題

から補助の問題を捉えている．

1e4

_川［が信号機の指示速度を超過，または停［i：信号を越えて進行しようとした場合に運転1：

に警報をli’え，列車のブレーキを白動的に動作させる装置．
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第3章　地方陸1旅客輸送‘1［業に対する公的関’∫の理論

　中条氏は，①交通の衣・食・住など他の財との代替性を無視して補助金の使途を輸送事

業という特定財に限定する補助では，同額の般補助に比べて補助を受ける者の効用が小

さくなってしまう，②補助の利川資格に所得制糸勺がない無差別補助では，補助の効率を殺

ぐはかりでなく，真に補助を必要とする人々への配分を少なくする結果を齋す，と指摘し

ている．これも藤井氏か指摘している補助の特定化による問題点の一端と考えることがで

きよう．①については具体的な例を挙げるまてもないが，②については学生に対する学生

割Gl・通学定期乗中：券を例に挙げて説明しよう．日本の旅客輸送‘1‘業の運賃制度では，学

生である証明を提示すれは学生割引・定期乗車券の通学区分の適用を受けることができる

（以ドてはこれらの割引を「学生害lJ引」とよぶ）．これは，地方陸ヒ旅客輸送事業者をはじ

めとする全ての旅客輸送’1喋者が，内部補助よっで’子生割引の割引額を捻出している．つ

まり，学生割引は，この適川を受けない学生以外の利用者の負担によって賄われている．

また，学生割引については，学生や保護者の所得とは無関係に割引が適川される．本来，

これらの学生割・Jlは，就学機会の公／え性を確保する目的があるにも関わらず，無差別な補

助によって，補助が必要ではない高所得者層の学生・保護者にまで補助の範囲を拡げ，そ

の・方て，本来補助を施す必要がある低所得者層の学生・1呆護者に対する補助の配分を減

らすという結果を緒す．このような就学機会の公’巨性を目的とした補助は本来，文部科学

省所管の文教費から補助金を賄うべきである105．

　なにより，補助金に対する大きな問題点は，地方陸E旅客輸送事業者の利潤追求に対す

るインセンティヴを低ドさせるおそれがある．また，本来需要と供給の不．一致から生ずる

赤字決算であれば，　一般の完全競争市場で競争しているi・1体であれば，市場から退出・撤

退するのが，経済原理である．それなのに，政府・地方自治体の補助金によって，本来で

あれば市場から退出・撤退しているはずの地方陸1旅客輸送事業者が，存続していること

も考えられる．その最たる例が，1997年度まで展開されていた鉄道事業者に対する「欠損

補助」である．欠損補助の日的は，「産業の発達，民生の安定に寄与するため」（国ヒ交通

省鉄道局監修［2006c］，　p．199．図表3－9（p．g3）を参照）とされていた．陸上旅客輸送事業

が鉄道しか存在していなかったのなら．この理由には合理性があり納得ができようが．モー

タリゼーシコンが進行した現代では，合理的理由というには疑問があるだろう．

i｛｝s

w生割引は，陸ll旅客輸送‘1‘業者の内部補助によって賄われているが，脚註97（p．86）に示

すように，「戦傷病者等無賃乗車船IC・；負担金」は政府からの補助によって賄われている．
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第3章　地方陸上旅客輸送事業に対する公的関与の理論

　鉄道旅客輸送‘目業利川の需要が少ないのであれば，路線バス旅客輸送惇業への代替など

を検討してもよいはずである．また，沿線の住民が中心となって，旧来からみられてきた

右：続運動の名川の1つである「鉄道路線は地域の文化であって，経済効率からだけで廃lll

すべきではない」という住民運動を展開することがしばしばみられる．これを否定はしな

いし，　一定の合理性があると考えられるが，もし存続させたいのであれば，地方自治体が

ll触て補助すべきてあって，政府が直接補助すべきではない．また，政府が直接補助しな

いことて，「鉄道lh：業に対する政治力の不当介人」を防ぐという副次的な効果も大きいこと

を忘れてはならない．

　さらに，政府から地方自治体への補助は，市場のチェックが機能せず，住民の意向・チェッ

クか届きにくい点も問題点となるだろう．

第3節地方陸上旅客輸送事業における費用便益の算出

　政府や地方自治体が地方陸ヒ旅客輸送事業に対して公的関与，特に補助を施す場合，そ

の補助は合理的でかつ効率的な補助でなければならない．つまり，最少の費用（cost）で

最大の効果、便益（benefits）を齎すものでなければならない．

　最少の費用で最大の効果を齎す補助であるかを知るためには，何らかの指標を用いて，

その費川と効果を測定する必要がある．この測定を試みる際，［本で最も一般的に用いら

れているのが，「費用便益分析（cost－benefit　analx’sis）」である．本節では地方陸ヒ旅客輸送

‘li：業の理論ツールを確認し、川崎縦貫高速鉄道線整備事業を事例として取りtiげる．

1．補助の算出根拠となる費用便益分析算出の意義

　第3，’ll：（p．63）で論じたように，政府・地方自治体は，地方陸上旅客輸送事業に対して

補助を施す．

　その補助は政府・地方自治体の財政を拠出源としている。補助の拠出源である政府・地

方自治体の財政には予算制約がある．この〕夕算制約によって．実施中にある．または副’画

されたもしくは計画途Ilにある補助について，その全てを補助することはできない．なお

かつ，政府・地方自治体の経済行動は，家計や企業といった経済i－：体の行動と同様に，あ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一97一



第3～；11地方陸上旅客輸送事業に対する公的関’iの理論

る日的を最人にするための条件付き最適化行動を執る．

　そのため，r算（財政），法令などの制約ドで最適化行動をとる政府・地ノ∫白治体には，

補助を実施するにあたり，補助対象‘｛喋の費川（costs）と便益（benefits）を明確に㌻乍出し

て数値化し，それに基づいて補助対象事業の実施の是非を決定する必要がある．

　そこて，補助対象’6業について，費川と便益を明確に算出するためのツーノレが必要とな

る．このツーノレは「費川便益分析（CBA：cost－・benefit　analysis）」が最も代表的なツール

である．

　っまり，政府・地方自治体が地方陸li旅客輸送’1［業に対して実施する補助は，最少の費

用て最人の効果が得られなければならない．そのためには，いかに効率的かつ合理的に社

会的経済厚生を増／川させるかが議論の中心となり，その議論の叩き台ともいうべき指標が

「費川便益分析で算出された数値」である．

　この政府・地方自治イイ9が地方陸ヒ旅客輸送事業に対して実施する補助が，費用便益分析

に堰つかないまま実施された場合，その補助によって齎される便益が明確にされず，その

補助対象ll｝業が合別！的かつ効率的なものなのか，誰も判断することができなくなるおそれ

さえある．

　また，政府・地方自治体が実施する補助は，その予算決定過程において，都道府県知事・

市町村長（F｝「’r長）fiけでなく，　r・算案を審議する国会議員や地方議会の議員が深く関与し

ているが，便益が明確にされないまま補助対象事業が決定すると，首長や議員の政治的な

力によって補助対象事業が決定されたと判断されることも考えられる．つまり，それが政

治家の選挙時の集票力強化の1つの手法となり，いわゆる政治家個人の「政治力強化」に

も繋がるおそれも考えられる．

　よって，政府・地方自治体が地方陸ヒ旅客輸送事業に対して実施中にある，計画された

もしくは計1由｜途Lにある補助については，合理的かつ効率的なものと明確に判断できるよ

うに，費川便益分析を用いる必要がある．それとともに，補助対象事業の補助額算定にお

いて川いられる費川便益分析は、川いる意義が大きいともいえるだろう．

2．政策評価における費用便益分析の活用

　費川便益分析に関する研究は厚生経済学・環境経済学をべ一スに発展してきた．

　この費川便益分析は，政府・地方自治体が遂行する政策にどのような便益が生じるのか，

あるいは生じたのかを分析するツールとして用いられる．1970年代に世界銀行（the　World

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－98一
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Bank）のプロジェクト決定過程において導人されるなど，欧米諸国では日本よりも早期に，

政策策定過程もしくは政策評価過程に費川便益分析を組み込んでいる．

　しかし，日本では，政府・地方自治体に対し，限られた扮算の中で社会的イ［lfi値が高い政

策を遂行することを求められていたものの，政策策定過程あるいは政策評価過程に費用便

益分析を川いて，定最的に計測す＾る仕組みが整っていなかった．

　その背景には，第：次川界大戦後の戦後復興期から高度経済成長期，石油危機・低成長

期を経て，1980年代末期のバブノレ経済期まで，成長率に差はあるにせよ，経済成長を遂げ

て政府・地ノ∫自治体の税収が増え続けてきたため，旅客輸送事業への公共投資に限らず公

］搬資全般について，その費川と便益を分析することが軽んじられてきたことは否めない．

　しかし，バブル経済の崩壊とともに，少子高齢化社会を迎え，政府・地方自治体に対す

る人々のニーズはより多様になり，厳しい財政制約のドで，より効率的な公共政策の遂行

が求められるようになり，政府・地方自治体の様々な領域において，政策を評価する機運

力’・ノヒま2し7こ．

　このような機運が醸成された背景には，時代の変化に対応した柔軟な政策策定ができな

くな・）たとの指摘がある．従来の政策策定過程ではなく，明示された政策n標に対するパ

フォーマンスによる評価によって，顧客である国民・住民の視点にIZった政策評価が求め

られた．このような政策評価手法を導人することで，事業実施の透明性を高め，複線的な

評価・監視をti∫能にして，結果として事業の効率性，ひいては効果を向一Lさせることが期

fJさP，　Lナこ．

　政策評価に費用便益分析の手法を導人することで，物理量などの数値データによって，

1㌻測されるマイナス及びプラスの効果を日∫能な限り定ξ義的に把握し，政策などが生み出す

社会的便益が社会nく」費川をト分にL回っているか否かを判断することができるようになる．

しかし，これらの分析によって数債化できない効果は勘案されないし，より1二位に位置づ

けられる所得再分配や公’γ性という観点は分析の対象となっていない．それ故，これらの

分析は政策評価の要をなしていても．これのみによって政策が総合的，体系的に評価する

ことはできない．だが，費川便益分析による優先順位は，効率性の観点から付与された優

先順位として，意思決定ブvセス（PDCAサイクル1賂）において適切に尊重される必要

1｛）（’

Vしい公共政策マネージメントとして，政策について①，S　i・1由泣案（plan），②実行（do），③

検証・評lllii（check），④処置・改“÷（act）を1サイクルにする政策評価システム．もともとは
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がある．

1996年11　JIに発足した第1次橋本龍太郎内閣は，行政改tl“：を内閣の1三要施策の1つに

掲げ，橋本龍太郎1〆r相は第139川国会における衆議院・参議院での所1，｝表明演説で，費川

効果分析の活川を表明した107．この橋本首相の所信表明によって，各官庁において費川対

効果分析のマニュアル作成が始まり，翌】997年12刀51｜に開催された第1回物流効率化

にょる経済構造改iVi：特》IJ枠に関する関係閣僚会合において，橋本首相は政策策定過程にお

ける費川対効果分析の活川について基本II勺に全匹拝業において実施する旨の指示をlllし108，

政府が1：体となる公共事業投資について費川対効果分析か義務付けられることになった1°9．

これによって，日本における定情的な分析に基づく公共事業や公共投資についての政策を

評価することが明確に制度化された．

これを受け，鉄道旅客輸送‘1｝業，路線バス旅客輸送事業を管掌する運輸省は，1996年度

から1997年度にかけて鉄道・1喋，航空事業，港湾などの各事業分野で，投資決定の評価手

法や費川対効果分析T：法の開発に関する委員会を組織し，実際の千法の開発に着手した．

鉄道旅客輸送‘h業に関しては，1997年に「鉄道ブロジェクトの費用対効果分析マニュア

ll業において生産管理やlllll］質管理などの管理業務を計画通りスムーズに進めるための管理サイ

クル・マネージメント・サイクルの1つだった．第：次世界大戦後に，品質管理を構築したShewhart．

W’alterATidrew氏，　Deming．　William　Ed、、ards氏らによって提唱された．このため，シューノ・一ト・

サイクル（S　hewhart　C．vcle）またはデミング・サイクル（Deming　Wheel）とも呼ばれる．
107

ｴ本龍太郎首相は「社会資本の整備については，国民生活の質の向上に直結する分野や次

1［il代の発展基盤となる分野への碗点化を図るとともに，道路，ド水道，港湾，さらには農業農

村整備などの公共事業について．各省の枠を超えた連携，建設費用の低減，費用効果分析の活

川などを通じ投資効果を高めます」と表明した（「官報」号外，第139回国会衆議院会議録第l

IJ．　（1），　1996イド11月　29　日f・j”　p．3）．

108
ｴ本首相が指示を発した2日前の12Jj　3日に，「行政改革会議」（会長；橋本首相）第42

川会合で，会議の最終報告が決定した．この最終報告では，政策評価の導入について，「従来，

わが国の行政においては，法律の制定や］㌻算の獲得等に重点が置かれ，その効果やその後の社

会経済情勢の変化に基づき政策を積極的に見直すといった評価機能は軽視されがちであった」

と指摘し，「政策は実施段階で常にその効果が点検され，不断の見直しや改善が加えられてい

くことがETL’要であり，そのためには，政策の効果について，事前，事後に，厳正かつ客観的な

評価を行い，それを政策、1／1案部門の企1由泣案作業に反映させる仕組みを充実強化することが必

要」（行政改革会議（首相官邸）［1997］）と，政策評価の導人を提言していた．橋本桝目の指

示はこれを受けての指示と考えられる．
109

ﾚ本において費川便益分析が制度として導人されたのはこの時点以降であるが．岩倉成志・

家川1：［1999］で紹介されているように，鉄道輸送］喋などの部0）分野では1970年代から

事業への投資の意思決定を支援する1つの方法として利川されていた．
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ノレg7」か，財団法人運輸経済研究センター（現財団法人運輸政策研究機構）が編者となっ

て1二IJ行された．その後1999年に，改，1∫版となる「鉄道プロジェクトの費川対効果分析マニュ

ァノレ99」か｝：ll行され，現在では「鉄道プロジェク1・の費川対効果分析マニュア〃2005」が

1二rJ行され，これが最新版となっている．いすれのマニュアノレも，運輸省（国ll交通省）鉄

道局が直接，編纂したものではなく，監修者となっている．10年にも満たない間に2度も

改訂版ともいうべき版が1：り行されていることから，これらの分析が試行錯誤の段階にある

ことは否めないが，これを裏返せば，より精緻でかつ実情に即したマニュアノレに進化して

いるということもできよう．

　ただ，路線バス旅客輸送事業については，国1交通省自動車運輸」・）もしくは関連する団

体が前述のようなマニュアルを刊行していない点は指摘しなければならない110．

　Ig97年12月0）行政改IV：会議の最終報告，茎†を受けて1998年6月に成、γした中央省庁等改

・i

撃t，体法によって，政策評価の強化が基本方針に盛り込まれた．1999年には中央省庁等改

川‖／連1フ法律案を審議した衆議院の行政改革に関する特別委員会（6月），参議院の行財

政改・lll・：・税制等1こ関する特別委員会（7　J　l）で，政策評価の制度を法制化する点について

川急の検討を指示する附帯決議がそれぞれ決議された．これを受けて国家行政組織法’部

改1ピ法，内閣府設置法，総務省設置法が成立したことで政策評価の根拠規定が盛り込まれ

た．2000年12月にとりまとめられた「行政改革大綱」によって政策評価制度の法制化が

盛り込まれ，2001年6月の第151回国会において，「行政機関が行う政策の評価に関する

法律案」が成、ン1した．この法律の公布によって，2002年度から行政機関が行う政策評価に

関する法律（200｜年法律第86号）に基づいて，中央府省の政策について政策評価を義務

付けた．

　このように，1990年代後’トのいわゆる「橋本行～『1：」に端緒として、定量的なデータの分

析などに基づく政策評価が，中央省庁の再編とほぼ同時期に法令に基づいて本格的に導入

された．

　この政府の方針を受けて，運輸省，建i設省．国ヒ庁，北海道開発庁は共同で，中央省庁

山：編後の国ヒ交通省における政策評価について．金本良嗣氏（東京大学大学院経済学研究

川路線バス旅客輸送‘1楼がインフラストラクチャーとして使川する道路については，建設省

において，運輸省と同様に費川便λltに関するマニュアルが作成されている．なお，現在は国ヒ

交通省道路1。］が2003年8戊1にK［Siii・地域整備局と共同で策定した「費用便益分析マニュアル」

が最新のものである（国ll交通省道路局・都市・地b父整備局［2003］）．
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科教授）を座長とする懇談会が設置され，国1：交通省における評価フォーマットの試作や

運川指針の骨r一作1戊を進めることになった．この懇1炎会での議論によって中央省庁再編後

の2001イトlJlに，「国ヒ交通省政策評イlll渓施要領」が策定された．

　・ノ∫，欧米諸国における費川便益分析などの政策評価f－？kは，1930年代に米国で初めて

政策策定・評価の内剖｛に取り人れられ，爾来米国を中心に理論と実際の応川を通じて進展

してきた．欧米諸国の費川便益分析などの政策評価千法は，日本におけるそれよりも早期

に導人されてきた．

　米国では，1936年に洪水制御法（the　Flood　Control　Act）において初めて費用便益分析の

概念が取り人れられた．1950年の連邦流域委員会（the　Federal　Interagency　River　Basin

Comi｝iittce）の報｛1；、llを契機として，水資源計画の標準的な手引書へと発展した．1960年

代に人ると，体系的にこのff去が使われ始め，合衆国国防総省（the　United　States　Department

d’Dclξnse）においてシステムズアナリシスの拡大版としてPPBS（Planning、　Programming

and　Budgeting　S5’s．　tem）が導入された．

　Reagan、　“’ilson　Ronald大統領は1981年2月17日に，「新たなi要な規制はすべて費用便

益分析を必要」　とするノS統領令（Executive　order）12291｝ナ（Federa1　Regulation）に署名し

た（American　Presidency　Project）．これは，規制影響分析（R　I　A：Regulatory　lmpact　Analysis）

を示したものだが，これは費川便益分析に基づいたものであり，現行制度の基礎となって

いる．また，Clinton、　William　JefFerson大統領は，大統領令12291号を承継し，規制の質の

維持・向上に力点を置いた制度として，経済分析の重視，第三者的機関の関与の強化等の

改吊：を盛り込んだ大統領令12866号（Regulatory　Planlling　and　Rev　ie・、）に署名した．

　これらの大統領令を受け，行政予算管理1。き（OMB：Oflfice　of　Management　and　Budget）

がi－1導して，費用便益分析は基本的な評価ツーノレとなった．1992年には行政予算管理局が

回覧文書（circular）として費川便益分析の指針“Guideline　and　Discoしint　Rates　for　Benefit－Cost

Allalysis　ofFcderal　Prograllls”（連邦機1刻0）プログラムの費用便益分析のためのガイドライン

と割引率）をまとめた（ot｝ice〔of　Management　and　Budget［1992］）．この指針で示される重

要な規則を以ドに／」ミす．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　；1：1費川と便益o）刊‖iJ値の推定は，連llll政府の観点ではなく社会の観点にittl　Dて実施さ

　　れ，定義されなければならない

　②　便益と費川は有形のものも無形のものも分析に含むべきである

③　費用は機会費川で定義すべきであり，サンク・コストではなく，追加的な費川と便

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一102≡
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　　益を費川・便益計算ては使うぺきである

　④　純便益計算には移転支払額ではなく，実質経済価値を算人すべきである．移転支払

　　額は分配lr【iから考察され議論されるであろう

　⑤　費川と便益の測定には，消費者余剰の概念を川いるべきであり，適川できる支払意

　　思額がある場合にはいつでも，直接的にまたは間接的に，その額を推定すべきである

　／6）公共プロジェクトを採川すべきか否かの決定は，純現イ｝三価値戊，㌘口：（standard　criterion　of

　　net　prcscnt　vaiuc）（こ基づくべきである．プロジェク1・に追加的な情報を供給するため

　　に，経済・的内部収益・率（EIRR：economic　intenial　rate　of　return）も提供されうる

　この指針は，最も本質的なステップを要約したものであり，経済理論の基礎や費用便益

分析の原理に完全に致しており，公」ピ｝喋への投資や規制分析に関する中心的なガイド

ラインとなった．

　欧州諸国においても，英lI｛1やドイツ，フランスにおいて，米国と同様に費用便＆ft分析が

政策策定や評価の過程に取り人れられている111．

　英国ては，1960年代に道路整備‘1喋について費用便益分析を取り入れた事業評価が導人

された．道路整備‘1［業以外の公共‘1｝業については，199】年に大蔵省（Her　Majesty’s　Treasury）

がGreen　Bookと呼ばれる“Appraisal　and　EN’aluation　in　Central　Government”（中央政府による

‘1喋評価）を発行した．Green　Bookには法的拘束力はないものの，大蔵省が奨励する基本

的な原則を．パしている．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　ドイツでは，連邦及び州の財政法の基本原則に関する法律第6条に基づき，連邦の予算

が投人される事業について費川便益分析などを用いることが義務付けられている．さらに，

個別分野の事：業評価システムについては，この連月1及び州の財政法の基本原則に関する法

律第6条の枠組みの中に位置づけられている．鉄道事業については1993年に制定された連

ll｛鉄道強化法（Bundesschienen－“’egeausbaugesetz）がそれを規定している．

3．費用便益分析の理論的手法

　合理的な経済活動をする個人は，その個人の選好や合理的な価値判断基準に基づいて、

ll々の生活を営んでいる．これは，ミクロ経済学の基本理論である「効用理論」を持ち出

lll

｢州諸国における政策評価に関する，｝命述は川崎治［2006］に、i羊しく，本項もこれに拠って

いる．
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すまてもなく，自明の理といえる．また，個人が例えば住宅を購入するなど，自己の貨幣

価値として相対的に金額が大きい購買行為をする時，その不動産の評価額，ローンの負担，

老後の資金計画などを総合して勘案して，購買を決定することが多い．これは，個人の経

済行為に限ったことてはなく，何らかの’］煤iを営む民間企業でも同様である．つまり，経

済活動行為の判断戊訂ξ準として，費川と便益を相対的に比較することが多い．

　これを政府・地ノ∫自治体の経済活動にも適川させたのが，　般に費用便益分析112と呼ば

れる分析てある．この費川便益分析は，地方陸Ii旅客輸送事業をはじめとした交通事業へ

の公的関与による補助のみならず，政府・地方自治体がi－1体となる公共事業・経済二政策の

評佃け旨標に月1いられている．

　この費川便益分析の川的は，政府・地方自治体がi，1体となって実施する事業について，

その’1喋の実施によって生じた便益を，その事業にかかる費用とともに計測し，明らかに

することてある．この費川と便益を計測することで，輸送事業が合理的なのか，効率的な

1｝ぱなのかか明確になる．これによって，社会的な合意形成，将来の政策立案への反映に

役lttlてるものである．

　ては，厚生経済学や環tl．？経済学で発展してきた費川便益分析がどのような理論に基づい

て発展してきたのかを交漣1渓整備に関する先行研究を中心に歴史自ξ」に概観し，その理論

の詳細を検討することとしたい．

　人野栄治・林lll泰久両氏によれば，費用便益に関する研究はJust、　Richard　E．・Hueth，　Darrell

L，・Schmitz、　Andre“［1982］を引川して，1829年のRicardo．　Dayid氏の英国での穀物条例の

効果を分析するために経済的レントの概念を導入したのが始まりであり，1844年のDupuit．

Jules氏のフランスの架橋の効果を分析するために消費者余剰の概念を導入したとされてい

る113．これらが1930年にMarshall．　Alfred氏によって展開され，厚生経済学の研究の基礎を

形成した．大野・林II｜両氏はこれらの研究を「旧厚生経済学」とし，　Pareto．　Vilfredo氏，

Samuclson．　Paul　Anthon、氏，　Kaldor．　Nicholas［〈，　Hicks，　John．　Richard氏らの研究を「新厚生経

112

ｭ府・地方自治体における費川便益分析を社会的4体での意思決定が関わることから、特
に「引会（1勺費川便益ク〉析（social　cost－benei］t　analysis）」（田中1産1滋［2003］，　P．3）とr呼ぶことがあ

る．本論では，　一般的に呼ばれるJlj語である「費用便益分析」を用いる．
il3

@Ricardo氏が指摘した経済的レントとは，そ0）供給が完全に非弓iミi力的である要素に対する収

益のことであり，DuPllit氏が指摘した消費者余剰とは，総消費者効用と総市場価格とのギャッ

フのことである．
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第3章　地方陸1：旅客輸送恒業に対する公的関∫τの理論

済学」として，新厚生経済学は川厚生経済学の原理をいくつかの観点から批判した．これ

らの研究によって，評価理論は等イ｜iii的偏差（EV：Equivalent　Variation）114あるいは補償的

偏差（CV：Compcnsating　Variation）11sの概念に発展した．さらに，近年では市場財（Market

Goc）ds）のみならず，非市場財（Non－market　Goods）にも費川便益の研究が適川されている．

　本論文の］｛題である旅客輸送事業，特に陸1二旅客輸送施設の整右｛liに代表される社会資本

整備が齎す便益の、汁測に関する既存研究は，個別計測法と総合モデノレ法に大別される．個

別計測法とは，所要時川の短縮や交通費の節減，‘封故の滅少，混雑現象の緩和といった直

接的な効果と，それに伴う人川移動や住宅、ヒ地などの間接的効果を個別に計測する方法で

ある．　・方，総合モデル法は，計最経済：モデノレやシステム・ダイナミクスなどによる分析

方法である．前者の先行研究には，Foster　C，　D．・Beesley　M．　E．［1963］による部分均衡理論

に1㍗）く理論展開、武川文夫［1984］によるアプローチがある．しかし，これらの研究に

は，①種々の効果を統・尺度で計測することができず，効果の総量を貨幣単位で捉えるこ

とが困難である，2：便益を通計測し過大評価の傾rfi］がある，③利用者便益の定義そのも

のが曖昧である，という問題点がある．　　　　　　　　　　　　　　　．

　後者の先行研究は，数多く存在する．その代表例が坂ド昇［1989］である．坂ド氏は，

GMM（Global　Macro　Ecollolllics　Transport　Simulator），　S　P　AMETRI（Spatlal　Econometric

Model　fbr　Japan：Transportation．　Social　Capital．　and　lnterregiona｜Linkage），　C　OMETRIP

（AConsolidated　Model　ill　Evaluation　of　Transport　Investment　Pr（）j　ects），　IRENE

（lnterregiona1　Econometric　Model）といった大規模な計量経済モデノレを構築し，国民総生産

ベース（付加価値ベース）で表現される投資効果の分析を試みている．しかし，この分析

は投資効果が齎す便益の一部を計量化したに過ぎないと指摘されている．このような計量

経済モデルの他に，地域間産業連関モデノレが構築され，天野光一三・藤田昌久［1967a］［1967b］

では地域間産業連関モデルの地域間交易係数を内生化した動的地域間産業連関モデルが構

築されている．これらのモデノレに対し、日良浩・［ig81］では，価格メカニズムを明示的

に考慮することを主張し、、㌧1地地代と呼ばれる地域の立地魅力度の概念を導人した計量経

済モデルを提案している．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

Is4

ｱこでの等価的偏差とは，経済的変化がある場合の効用レヴェルを維持するという条件で，

その変化を諦めるための受け取り必要額をいう．
lt5

ｱこでの補償的偏差とは，経済的変化がない場合の効用レヴェルを維持するという条件で，

その変化を得るための支払い意思額をいう．
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　他ノ∫，厚生経済学的「1去を戊，（礎とする便益の計測手法としては，　般均衡分析手法を用

いた評価「法が先イ「研究に多くみられる116．この分析手法は，市場均衡条件の変化による

個人の効川の変化分に対して等価的偏差あるいは補償的偏差の概念を適川することで便益

を計測する千法である．ただ，この理論を実際の評価に適川する際には，効川関数，生産

関数を知ることや・般均衡式を解くといった困難さがある．

　これら0）便益計測の研究丁法の他に，資産価値法（肥lll野登・中村英夫：荒津有紀・長

沢’秀［1986］），共役双対法（宮城俊彦・渡部ll三樹・加藤晃［）983］）がある．

　資産価値法とは，資産価値に着目し，その変化分により便益を計測する方法である．ま

た共役双対法は，市場均衡条件を解ど1一るように数理最適化問題に置き換えて便益を定義

し計測しようとするノ∫法である．これらのノ∫法については，資産価値法では当該地域がス

モールオーソンてあることを必要としたり，共役双対法では導出される種々の需要関数が

理論的に妥’llな｝生質を有するとは限らない、といった問題点がある．

　さらに，BoadMy．　Robnl　W．［｜975］，　Lesounie、　Jacques［1975］，　Wheaton．　William　C．［1977］

はAlonso型のNlonocentric－Closcd都liiモデルを用いて，小規模な交通事業改善の場合には，

その社会的便益を「初期交1口最×単位トリップあたりの交通費用節約」で計測できること

を・」ミした．また，Kallemoto　Y，　Mcra、　K．［1985］では，大規模な輸送事業改善でも社会的

純便益がMD（Marshall－Dupuit）117で定義されるならば社会的便益は交通需要関数だけの

消費者余剰で計測され，等価的偏差やト甫償的偏差で定義される場合はその限りではないこ

とを示したが，これについては社会的純便益の定義に問題があると指摘されている．

　以Eのように，費川便益分析に関する先行研究は，1三に便益の計測に主眼を置いたもの

である．これは，費川が容易に計測できるのとは反対に，便益iは計測すること自体が非常

に難しいことを示している．また，これらの先行研究に基づいて，便益を計測する手法を

まとめると，図表3－10となる．

ll6
ｱれらの先行研究には，　Small　K．A．、　Ros　en　H．　S．［198日，佐々木公明［1984］，安藤朝夫［1984］，

Kanemoto　Y．，　Mera　K。［1985］，　Piggott．　John　R．，　Whalle｝、」dm［1985］，森杉壽芳・大島伸弘［1985］，

ll

倹?N生・．森杉，SS　lb：［1986］，森杉壽タ）：・林lh泰久・小島信1［1986］，森杉壽芳［1989］など

がある．

117

e人の効川を所得の限界効／｝1で除した値の合計値の変化分として純便益を定義する．
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図表3－10　便益計測子法

　　　　　　　　　　　　　定　　　／l勺　f　法
　　　　財務評佃i　　　　　・収支分析

　　　　　欝個シ澗順習楼㌶麟，。？i、

　　　　計効　　　　　　・産業連関モデル法
　　　　測果総合モデノレ法・システム・ダイナミクス
　　　　　　　　　　　　　・計は経済モデノレ法糸￥…シ斉Fi、IEイ［lli　Iiltll

　　　　　i撰㌻：轍擾警

　　　　　　　　　　　　　・1i∫場分オ斤法

くi［vijT－〉　ノ＼里1ン栄汀1・イ木lll泰久　　［1997］，　P．5．

・シナリオ・ライティング法
・意見集約型壬法
　（デルフアイ法）

　次に，費川便益分析に関一6←る基礎的な』1脳毒を確認する．費川便益分析では，効率性の概

念が1盲要なウェイトを1［fめている．そこで，Nas、’1℃v∩k　F、［1996］に基づいて，効率性を

議論する．

　自川市場経済での資源配分の決定は，価格メカニズムによって生み出される情報に基づ

いている．この価格メカニズムの過程を通じて社会的厚生の改善のri∫能性がなくなる配分

水準にまで達すると，ハレート効率性（Pareto　eMciencx）という状態になる．これを，他

の誰かの状態を悪くすることなく，1司時に何者の状態もよ1）良くすることができないとい

う経済的な状態，という．この状態では厚生1：の利得をさらに得ることは不可能である．

この状態は限定された状態であることに注意する必要がある．つまり，現実の世界では，

少なくとも誰かの状態が悪くなるという犠牲のLで，厚生が改善される．従って，厚生の

増加は、「実際の」というよりはむしろ「潜在的な（potential）」パレート改善（補償原理，

カルドアーピックス基準：Kaldor－Hicks　criterion）として看倣すことができる118．現実の世

界でこのような潜在的なパレート効率’性しか達成されない理由には，市場には適切に集合

財’を供給する能力がないこと，外部性の存在、社会が不完全競争に向かう傾向があること

が挙げられる．これらの理由によって、社会的厚生を改善することを目的とした政府や地

ノ∫自治体の介人をIE’ll化する．政府や地方自治体が実施する政策は，社会的厚生を最大化

することを目指していると言うことであり、それによってカルドアーピックス基準に従っ

て到達する解と類似の均衡解に達する．

118パレート効率性と潜在／l勺なパレート効率性については，Nas．　Tevnk　F［1996］，　pp．13－32を参

！KミさAしたい．
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　では，政府・地方自治体が関IJIする地方陸（1、旅客輸送事業などのプロジェクトという問

題に移る．この場合，プロジェクトによって何らかの便益（利得）を受ける人々，プロジェ

クトに資金を提供する人々（納税者），そしてプロジェクトによって何らかの損失を被る人々

と3っのグノレープの厚生に影響‘を∬Jlえる．この影響を受けるグノレープを確認し，彼らの損

失と便益を計算し，そのプロジェクトが社会的見地から実行r・∫能かどうかを判断する時に

・般的に川いるのが費川便益分析である．

　典型的な費川イ姐岳分析では，新たに生産するか，あるいは経済の他の部門から引き出さ

れる投人物の社会的価イll〔が算定され，プロジェクトが提供すると期待される総便益の推定

値と比較される．より具体的には，／L関係する費川と便益の確認，②その費用と便益の測

定，3プロジェクトの存続期間に生じる費川と便益の流列の比較，④プロジェクトの選択

（政策評価）のステッフで分析が逝iめられる．

　費川便益分析の第・段階である関係する費川と便益の確認では，費用と便益に関係する

全てが確認され，それらのプロジェクトとの関連性が正当化される．あるプロジェクトは

生産要素を他の領域での使川から抜き出す．これらの生産要素の移転は，新たな産出量を

生み出すだろうが，同時に経済の他の部門での産出h乏の損失を齎すだろう．この段階では，

これらの損失（費用）を確認し，そのプロジェクトによって生じる産出量の価値（便益i）

を推定することが重要である．

　この費用と便益を確認するiiで1詑して参照するのはカルドアーピックス効率性基準で

ある．この戊，C準は，政策の変更が純社会的便益を最大化する限り満たされる．この基準に

従えば，産出是の増加から便益を受ける人々は，産出量の損失を被る人々を補償したとし

てもまだ依然としてより良い状態に留まることになる．

　この段階において，純便益を判断するためには，関係する人々全ての利得と損失が計算

されなければならない．そのためには，いくつかの概念的区別を付けておく必要がある．

まず，過去に発ノ1・1した費川と便益を経済的な費用と便益から区別しなければならない．こ

の過去に発生した費用と便益は，現在または将来を含む資源配分決定には関係しない費用

概念である．また，純便益評価のための事前・事後アブローチとプロジェクトの有無

（with－withOut）アブv一チの区別である．’Bl前・事後アブローチとは，プロジェクトの前

での費川と便益が何であり，それらがプロジェクトの後でどうなるかという過去の記録に

llCつく．プロジェクトの有無アブu－一チでは，プロジェクトの有無で得られる純社会的限

界効川の点からプロジェクトの費用と便益を比較する．
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　もう1つの区別は，プロジェクトの実質算出効果と金銭的効果との違いである．実質算

出効果は総物的生産［・∫能性（こおける変化で，続いて社会／l勺公1臼こおける変化を伴う．－Ji，

金銭的効果は分配の有り様であり，社会に実質的な厚生0）利得を籏さない．

　費川便益分析の第：段階は，費川と便益の測定である．資木整備，労働，1：地などといっ

たソロジェク1・の有形の要素は価格付けされなければならないが，無形のものや価格の情

報が右：在しない費川や便益からも何らかの価値は生じている．ここで細心g）注意を払わな

ければならない．

　有形要素の価格情報は競争的市場から容易に得ることができる．ただし，競争的市場の

状態ではない場合には，市場価格は真の稀少価／直を誤って伝える傾向があり，その生産費

川とは異なるかもしれない．市場価格と生産費Ajとの差は移転支払の類型と考えられ，

この問題を避けるために，シャドウ・プライス（shadow　price）と呼ばれる調整された価格

が導かれ，プロジェクトの費川と便益の測定に使われる．

　もう　・点．注意を払わなければならないのは，無形のものをどう測定（評価）するかで

ある．この無形のものとは，人命や時間，倫理，環境要因といったものである．人命や時

川，環境要因については，統計調杏などから近似値的な数値を求め，それが測定に使われ

ることもある．ただし，いろいろな観点からこれらをどのように扱うかは議論の余地が残

されてしまう点に留意しなければならない．

　第：段階は，プロジェクトの存続期間に生じる費用と便益の流列を比較することである．

これは，将来の費川と便益の現在価値がlil’算され，投資費用の現在価値と比較することを

意味する．この計算において，将来の純便益が1つの係数（割引率）によって割り引かれ

る．これは単純に現在の1川［」の1耐『［と将来のある時点での1万円の現在価値が異なるこ

とに起因する．1固人や民間企業などによるプロジェクトでは私的収益の最大化が目的であ

り，この場合の割引率は市場利r率が適していると，『われるが，政府・地方自治体が関与

する地方陸li旅客輸送’ll：業などのプロジェクトでは川いられる割引率によって費用便益比

が違ってくるために，割引率の選択が違いを蘭すこととなる．日本における現在の政府・

地方白治体が関IJIする地方陸ヒ旅客輸送・1渓などのプロジェクトの費用便益分析では，国

債の実質利率が月Jいられている．

　そして、最終段階のプロジェクトの選択（政策評価）に至る．プロジェクトは3つの選

択」・C準のうち少なくとも1つの1，ξ準によって川頁位付けされる．この3つの選択基準とは，

「費川便益比（CBR：cost－bellent　ratio）」，「純現在価値（NPV：net　preselit　value）」，「経

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一Iog一



第3章　地方陸ヒ旅客輸送事業に対する公的関与の理論

済1’1勺内部収益率（EIRR：economic　internal　rate　ofretum）」である．これらの3つの選択

基準が図表3－11に示す条件を満たせば，プロジェクトは受け人れられる．また，これらの

3つの選択基準によってプロジェクトの川頁位付けも日∫能となるが，異なる基準のドではプ

ロジェクトの順位は違ってくるii∫能性があり，矛盾する結果を得るおそれがある点を留意

しなければならない．

図表3－11　プロジェクトが受け入れられる選択基準の条件

費川便益比（CBR）≧1

純．現在価値（NPV）≧1

経済n勺内部収益〉率（EIRR）≧社会的に受容｛1∫能な収益率

く出所＞Nas、’revtik　F．［1996］，　p．66より＾荘者f乍∫戎．

　さて，森杉壽芳・人野栄治［1997］では，交通事業に対する費用便益について，その事

業の効果と’帰着について議論している．

　交通恒業は，その整備期間中にY」Eii－1する呼業効果」と交通施設の完成後に発生する「施

設効果」からなる．本論ては，後者の施設効果を議論の対象とする．交通事業は，交通条

件の向ヒという直接効果のみならず，生産性の向ヒ，所得の増大，物価の安定，雇用の拡

人などの波及効果，代替交通の混雑緩和，集積の利益，騒音・振動，地域分断などの外部

効果を齎す．ここでの波及効果とは貨幣的外部効果と同義であり，市場メカニズムを通じ

て波及していく効果を，外部効果とは市場メカニズムを経由しない影響のことで技術的外

部効果を，それぞれいう．

　1：記の直接，波及，外部効果は，図表3－12に示すように以下のメカニズムを通じて社会

を構成する世帯の満足度（効JII）の向［1という形で帰着する．
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第3章　地ノi陸ヒ旅客輸送事業に対する公的関与の理論

図表3－12　輸送’1喋の直接・波及・外部効果のメカニズム

政府・地方自治体

　　公共の福祉

政府・地方自治体サー

ヒスの決定と税負担

　　世　m

交りlilム乏ノくイヒイ「重IJ

　職業、川／i叫

　交通，消費財

市　場

（価格）

　　　企　業

　利潤最大化行動

業務分野，立地点，雇

用，販売，原料購入

〈出所〉森…‡多，ミξ兄・ノ＼里f栄汁｝［1997］，p．16に戊表づき，　筆者イ乍hSl［．

　これらの効果が帰着するのは社会を構成する世帯だが，その効果には私用，通勤・通学

日的の利川者として直接的に効果が及ぶものと間接的に効果が及ぶものがある．間接的な

効果は，企業，政府・地方白治体を経るものである．企業活動日的の利用者である企業に

とって，その効果は生産性の向ヒ（こ繋がる．その結果，企業間の競争があれば物価が低ド

し，かつ生産性が向1．－O』る．物価の低ドは世帯の経済環境の向1詑なるので，世帯の効用

の増人という形で帰着する．　・方，企業間o）競争が激しくない場合は，生産性の向Lより

企業利潤の増大や企業o）雇1｝J者o）所得が増大する．雇川者所得の増大は，世帯収入の増大

となるので，川帯の効川の上曽大となる．また．企業利潤は投資，内部留保を通じて，結局，

株1：配当の増人となり，最終的には川帯所得の増大となる．また，交通条件の向ヒによる

地域開発効果も，世帯にと・）ては物価の安定と所得の増大となる．このように、私的な生
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第3章　地方陸Il旅割‘肴送’P業に対する公的関与の理論

産・企業活動の一環としての業務的交通の条件向1：は，直接的にllf；帯にメリットを及ぼす

ものではないが，lh場メカニズムを通じて，間接的に世帯の効川の増大を齋す．

　また，政府・地方自治体にとっても，政府・地ノ∫自治体の活動における交通環境の向Ii

にょり，政ノ存・地方A’1治体の活動の生産性が向liされる．交通事業は税負担を増大させる

が，生産性か向Lさtしることにより，より少ない税負担となり，間接的に世帯の効川の増

人に繋力・る．

　外部効果（技術的外部効果）については，交通条件の向Jlに伴う交通縫の1曽減は，沿線

の騒音・振動・大気汚染のレヴェノレを改善もしくは悪化させる．これらの環境の変化は，

その効川を11‘〔接増人あるいは減少させる．

　これらの直接，波及，外部効果の日測は，特に波及効果と外部効果の計測が難しい．そ

れは，直接効果に比べ，広範囲にその効果が文字通り「波及」し，また，事業の外部に効

果か存在するからてある．そのため，費川便益分析を議論するとき，波及効果と外部効果

の川測がその議論の中心議題となることが多い．

　森杉壽芳・大野栄治1・1・j氏は，森杉壽力：・大野栄治［1997］において提案する「便益帰着

構成表」の作成のために，波及効果を理論的に整理し，定式化を試みている．そこで，こ

の波及効果の理論を援用して，波及効果の計測方法を考察したい．

　まず，波及効果の定式化にあたり，モデルを構築した．そのモデルでは以一ドの仮定を設

’t |F 黹g　ブ

ノLgc）．

　1〕社会は，／個の世帯，2つの企業（私的生産部liEj）．交通部門と，政府・地方自治体

　　からなる

　②　企業は財1（合成財）孝ゴよび財2を’k産する．その生産には財3（交通），財4（．f二

　　地），財5（労働）を要する．また世帯には財6（余暇）．企業，旅客輸送事業部門に

　　は‖イ7（実労働）がある．

　／3：消費に要する時間を明示的に表現するために，財2と財3を消費するには1単位あ

　　たりt、とt。の消費所要時間を要する

　④　旅客輸送’ll：業以外の財については完全競争市場であり，静学的な意味で長期的に均

　　衡状態である

　このような仮定のドで，川帯，企業，旅客輸送‘1喋部門，政府・地方自治体は，以ドの

行動をとる．

　q）世帯：］ち算；lil］約と時川制約ドで効川最人化行動　　　　　　　　　’
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②　2つの企業：利潤最人化行動

（3）旅客輸送‘ド掲ξ【1門：旅客輸送「1深；も亨要を満足させるという条件ドで費川最小化行動

　　をとり，利潤は川帯へ配分，あるいは課税される

④　政府・地ノ∫自治体：世帯・＼の課税を財源として旅客輸送事業に投資し，旅客輸送‘封

　　業の価格と時間をコントローノレする

　これらのIU：帯，企業，旅客輸送事業部門の行動を定式化すると，　〈6＞～q7＞式のよう

にフ亡∫Vイヒできる．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　世帯iの直接効用関数，／0：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：旅客輸送事業の需要量．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通投資額ノを

固定税／、として世帯が負担していることを示している．なお，直接効用関数u，Oには労働

時間が含まれず，労働そのものからは効用も不効用も発生していない．ここで，　〈7＞式，

〈8＞式から変数一N’，、を消去し，ラグランジュの未定乗数法（Lagrallge　multipliers）を適用し

て解くと，需要関数㌫，ぷ，ぷ，ぷ，荒が得られ，最適解ベクトルどは般化価格ベ

クト／tZ　（／と　・般化所得Ω、0）関数として，　〈｜8＞式のように定義できる．

　　可r（t／．9），）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜18＞

　　　ナこだし，　Ω，＝／㍉〒、＋八〒，＋πいfπ二←s、－／、　（r・IA，：fii・1」糸勺），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－II3一

1”：帯／・）間接効川1轍戸　max　小1みぷ．脱パ｛）　　　　〈6＞
　　　　　　　　　　　「／1Xtr　「i11’t．；tl9「tt）

　　s．t　　．Y，1＋ρ二．x’tユ＋／）；．v，。＋乃．v、4－P，x、、＝／）4f，4＋π，i＋π，2＋y、一∫、　　　　　　　　　　　　〈7＞

　　　　／，ぷ＋’ぷ＋㍉＋礼，＝〒、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈8＞

繰1の利潤・π1－　m・x　」’1、－1ろ〕’。－1V一ノ」、γ］、一ρ，γ，5　　　〈9＞
　　　　　　　　　～日　1に　lIsll▲川、　LI「

　　・．t，．1・。一／、し。．」・。．y、。V・．）　　　　　　　　　　　　〈10＞

　　　　．11．＝．vドリ1に一t、．v1、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈ll＞

企業2の和目閏：π：＝　　　　max　　　　ノコ2．1’二こ一ツニ1一乃万3－iコ4Y二4－PsYコ5　　　　　　　　　〈12＞

　　　　　　　　　～2［1］〕　に；lr乏」）5　～1－

　　s．t，　　．1’r：＝　〆こ（、・こ1、．1・こ▽．1’：4．．｝・こ＿）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈13＞

　　　　．1’r．＝．Vr、－t，」’⊃1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈14＞

旅客輸送撲部門o）費川・Cl＝mi・ρ、・1堪・，＋尾＋P、・、＋P，・，　　〈15＞
　　　　　　　　　　　　　　「1こニニ〕：4：i：「

　　s．t，　　∠）1＝9（：1，：2．：1．zv：＿）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈16＞

　　　　r＿＝：、－t、二、一己二x　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈17＞

　ただし，xfn：川帯∫の財i7の縫，㌧，：企業ノの財nの量，：．：交通部門の財nの量，
ノ）n・賄・の佃輪▽…｛1滞のiU’　iiの所備（ll－45），π，：繰ノの利潤，・・旅客

輸送‘牒部門の和1潤，ノ・旅客輸遡渓投資額〃、O・

企業ノの生産関数90・方衣客輸送‘撲部門の生産1鶏数D、

〈7＞式と　〈8＞式はそれぞれr算制約と時iilj制約を示している．また．



第3章　地方陸Il旅客輸送事業に対する公n勺関与の理論

　　　　　　　　R2＋t？rt2　　q2

　　　　　　Cl＝　Pi＋P，ti＝　仏

　　　　　　　　　　／．q　　　　乃

　　　　　　　　　　八　　　　ρr

　また，財2については，　〈14＞式より財2の消費には時間を要するが，その生産には時

間を要しないという生産と消費の非対称性を示している119．

　さらに，川帯についてラグランジュの未定乗数法を適用して最適解ベクトノレを求めたの

と同様に企業1，企業2についても最適解ベクトノレを求めると，　〈19＞式，　〈20＞式とな

る．

　　πi≡π1（の　　　　　　　　　　　　　　　　〈19＞

　　π1≡π、（4）　　　　　　　　　　　　　　　　〈20＞

　　　たたし，〆：t、＝Oとした般化価格ベクトノレ．

　ては．旅客輸送事業への投資を実施したとき，つまり投資額を0から1へ変化させるこ

とで，旅客輸送事業価格ρ、をρ1からρ1へ，旅客輸送時間tlをti’から弓へ変化させたとき，

W帯，企業の行動は変化し，市場均衡によって旅客輸送事業部門以外の価格．，乃，p5が

変化する．その結果，利潤π、1＋π，：とs，の分配を通じて般化所得Ω、も変化する．ここで，

・般化価格ベクトノレ（1と　般化所得Ω，がfJlえられたときの世帯の達成可能な効用水準（間

接効川㈱は訪㈱輸送］ぱ搬によって1’1”　1、1いΩ9から・1・v＠Ωりへ変イヒする．

この変化を図示したのが図表3－13である．

ll9

　これは，物流，買い物，
ある．

レクリエーションなどの多くの財の性質であるから妥当な仮定で
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図表3－13　旅客輸送’ll：業への投資による効川水準の変化

　ぴ　ノ
（・（（／・v）

　エ　　リ
　　Ω
般
1
．
ヒ

所　　1

得Ω
Ω

　ノ　リ
c〈c1．v）

＾穿イ1田白勺イ扁ノ⊆

　（EV）

1

ソ

（
V

　　　　　　　　　　　ノ　　　　　　　　　　　　　　　0
　　　　　　　　　　‘／　　　　　　　　　　　Cl

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一舟文イヒ｛IHi　e各q

〈出所〉森杉、壽芳・大野z栄治［1997］，p24を基に筆者’作成．

　図表3－13において，阯帯の状態が点0から点／になったときの無差別曲線をピ，vi，そ

の効用水準を・（1≡・（4［．Ω゜い・≡・いΩ～）として・・ミしている．このとき，等価的偏差（E

v）と補償的Wfi差（Cv）の2つの純便益の定義が存在し，等価的偏差（EV）と補償的

偏差（CV）は　〈21＞エV，　〈22＞式で表現できる．

　　等価r］・・v　lil　li　f￥　：1－・11・1・’≡・い・〕一Ω゜　　　　　　　　　　〈21＞

　　補償的偏差・（・膓’・Ωノーe（Cl’．・ve）　　　　　　　　　〈22＞

　　　ナこだし，　eは支‡ム1～』」2汝．

　この〈21＞式あるいは〈22＞式の全田端：の合計値が社会的純便益を示している．よって，

Σル＞oあるいはΣcγ〉（）のとき・つまり等柵くJ偏差あるいは補償的偏詳…がoより大き

いとき，この旅客輸送事業への投資を是とすることができる．この判定基準を費用便益基

準（cost　bencfit　critCria：CBjlじ準）という．

　ここで，等価的偏ノ！…と補償的偏差では，どちらが望ましい定義であるかという点が問題

となってくるだろう．これについては等価的偏差がより望ましいとの結論が得られている．
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その理川は以ドの3点にある．第一に，純便益とは効川の変化分の貨幣換算値であるから，

効川水準o）川頁位をイ呆つことが望ましい（Varian，　Hal　R．［1984］）　という点，第1にCB基準

が社会的効率性の判定に川いられている（Morisugi　H．［1982］）点である．この社会的効率

性は，補償基準（CTICompensatiolゴICst），あるいはカ〃ドア・ピックス基準（KHT　l

Kaldor一Hicksian’ICst）とも1呼ばれる．これにより，「シトフスキーの矛盾（Scitovsky　paradox）」

か発生する場合を除くと，以ドのことが証明できる．

Pある変化に対してΣ　P；y＞oならば・CTに合格する

　2　cTに合格するならは・Σc，〉（）

　3　‘1：，〔2：の逆は必ずしも成立しない

　これは・Σル＞0という基準はCTの1う燦件となるが・Σ（V＞0という基準は必ず

しもト分条件とはならない．よって，等価的偏差と補償的偏差を比較すると，等価的偏差

0）方かより望ましいことになる．だが，これはト分条件のみが成立するだけで必要性につ

いてはJ，k　iZしない，点には留意しなければならない．

　ここまて，便益について定義づけてきたが，この便益を計測する方法には，「帰着分析法」

と「シコートカット法」の2種類がある．帰着分析法は，便益の帰着形に着目して，交通

‘1淡の投資による波及効果を受けた全ての財について需要・供給曲線を推定し，その均衡

分析をして，同時に旅客輸送事業への投資がない場合についても分析して比較する方法で

ある．　・方のシコートカット法は，波及効果の全てを旅客輸送事業市場から得られる情報

のみて計測するノ∫法で，波及効果を旅客輸送事業の需要曲線のシフトとして表現し，これ

に対して近似的に一般化消費者余剰の増大として計測する方法である．

　帰着分析法は，端的に示せば　〈23＞式で求める．

脚純便益Σ一鴨［㌧㌶㍍籔鵠　〈23＞

　〈23＞式における｛｝内の値は，交通事業への投資から波及した価格変動による消費者余

剰の増大分を示している．すなわち，x2〔ip：は交通以外の財2の物価低ドの便益，．x　，dq，は

旅客輸送・6業費川と時1川改善の便益，ぷψ元、は借地人としての地代1：昇に伴う消費者余剰

の減少，Xt、（ip、は賃金1却に伴う余剰の増分をそれぞれ示している、また、毛吻4は地i－1と

して0）地代ヒ昇便益，尽〈似は労働者としての賃金上〉｝［便益，dπ1＋dπ：は私企業の利潤増

大分（企業の便益）をそれぞれ示している．dsは旅客輸送事業部門の利潤，　d1は投資額の

増分をそれぞれ示し，納税者にはds－（∫／の負担が生じていることとなる．
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　この　〈23＞式に従って便益を忠実に計0｛IIするには，ゴーマン（Gorman）型間接効JH関

数120と生産関数または費川関数を導川し，これに過去のデータを川いてパラメータを推定

したEで，交通’牒への投資・）イ撫・双ノ∫についてIJ？・i　Hし・ΣE，を算出しなければなら

ない．

　この煩雑なT・問はあるものの，便益帰着法は，帰着形を忠実に計算することから，次の

ような長所がある．第・に〈23＞式で示すように1ヨ本別に便益帰着額がわかることである．

第：に‘〃を除いた社会的粗便益と匡1内総生産（GDP：Gross　Domestic　Product）の増加分

とo）関係が明らかになり，社会的便益とGDPへの’！i　fi分を分離して算出できる．第三は

地代の変動分によって交通‘1喋への投資の便益を計測する資産価値法の妥当性を検討でき

る，1∴〔である．

　・方のシコートカット法は，端的に示せば　〈24＞式で求める．

　　辛1会n勺純便益・ΣE」・’＝｝“農［－D，dq，＋d（／）i　Dr・）一ぷ砂一d／］　　　　〈24＞

　　　　　　　　　　　　　　　　’

　〈24＞式における一D，巫1詮旅客輸送撲需要1娼数の溺賭余剰，・ノ（μD，），（：ぱD

は旅客輸送lh：業綱lljσ）余剰の増分．〔〃は旅客輸送匹1喋への投資額を表している．このショー

トカット法による便益の導出は，当初は微少な効果を持つ場合に限定，つまり旅客輸送事

業への投資の効果が一時近似ができるほど微少ならばと限定して測定が可能という研究が

進められた121．その後，Kanemoto　Y，，　Mera　K．［1985］や森杉壽芳・林山泰久・小島信二

［1986］などで，　’時近似ができないような大規模な投資についても，明示的に波及効果

による旅客輸送’1ぱの需要曲線のシフトを考慮した一般化消費者余剰で計測できることを

小している．

　ただ，これらの便益を計測する便益帰着法でもショートカット法でも，具体的にどの主

体に便益が帰着したのかが明示されないという短所を有している．この短所を解消するた

めに，便益がどのように帰着したのか計測したものを・覧表として明瞭に示したものが，

森杉壽芳・人野栄治1“tj氏が提案する「便益帰着構成表」である．これによって．交通事業

花旅客輸送事業の利JIM　（広義），地i・1，政府・地方自治体への便益の帰着状況，つまり

12° ﾔ拗川関数力・一㌔Ω）一ξω・ηωΩ、（i・1．2＿／）となる関数をし・うパ（∂は1蹄

ごと（・IIはる11脇・）畷《，・1（（1il），は4て・泄イll・に」樋する価格の関数である．

121
ｱれら・珊究・）IU（ま，　B・adxKia＞，．　R・bh・W［1975］，L・…n・e．　J・・q・e・［1975］、Wheat・・．　Wllli鉗・

C．［1977］がある．
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第3；5　地ノ∫陸L旅客輸送’1喋に対する公的関f壬の理論

図表3－14で示す便益の帰着状況が容易に示されることとなる．

　この便益帰着構成表は，地代変動による消費者余剰と生産者余剰が等しいことに注目し

て，次の　〈25＞式によって求める．　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　　　｛－x、（ψ・己ρ，6川一）t’4〈わ、｝・｛一γ。（・栂〃ち）一ノ14ψ・、｝

Σ1吐φ（描：燦濃1諾慧隠賜鋤〈25＞
　　　　　　　　　＋‘ノ（ノ）1　1），）一　c／（　’，　一　・1／

　この　〈25＞式のノ変数と記号は，便益帰着構成表に示す．この式に基づき，行に発生する

費川や便益の項目，列に受益者や損失者をそれぞれ示したものが，便益帰着構成表（図表

3－14）てある．

図表3－14　便益帰着構成表

旅客輸送
‘｝輪業ωf史益

旅客輸送
「｝ト業ω便益

財この便益

1地の使益

労働の便益

補

費　　　川

　　　　額

　　　　費

　収
価格の滅少，

li．L　lilり減ノゾ

ィ「・i烙・，変化

」lll代し，変化

L賃1ご・s「の変化‘

助　　　　　　金

　節

政府
地方自治体

〈川所〉森杉壽芳・人野栄治［1997］、p24を基に筆者f乍成．

　便益帰着構成表中の項目は，以ドのように説明される．

　ア：旅客輸送Il｝：業者による投資額仁d／），イ：旅客輸送事業者の運営費の変化分（－dCl），

ウ：旅客輸送］1：業者の料金収人の変化分（、／（p．，1）i）），エ：旅客輸送事業価格の減少による

旅客輸送］喋利川者としての旅客輸送事業者の利用者便益（一：、dp。）．オ：旅客輸送事業

時間の減少による交通利川者としての旅客輸送‘＃業者の利用者便益（P’clt），カ：財2

価格の変化による財2利川M一としてo）旅客輸送戊1喋者の利ll猪便益（一二、、わこ），キ：地代
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第3章　地方陸il旅客輸送‘1喋に対する公的関与の理論

の変化による1：地利川者としての旅客輸送事業者の利川者便益（一　x、　dρ，　），ク：賃金率の

変化による労働利川者としての旅客輸送‘ド業者の利川者便益（－z，dp，），ケ：政府・地方

自治体による補助金（一く〆（Pz∠）、）＋4C3＋d／），コ：種々の市場価格の変化による旅客輸送

巾業者の費川節約（膓，吻，＋ろ（dp、　＋　p，dt　3）＋Zl吻、＋2，dp，），サ：旅客輸送事業価格の減少に

ょる川帯の利川者便益（－Xldp、），シ：旅客輸送時間の減少による世帯の利川者便益

（一．v，p，c／t、），ス：財2価格の変化によるllir帯の利川者便益（－x，dp，），セ：地代の変化に

よる川帯の利川者便益（．v．，　dp，），ソ：賃金率の変化による世帯の供給者便益（x，dp，），

タ：川帯への課税（c～（ρ、D、）一∂C1－d／），チ：lll：帯の純便益（サ～タの和），ツ：交通価格

の減少による私企業1の利川者便益（－yB吻，），テ：旅客輸送時間の減少による私企業1

の利川者便益←Vt，p，dt、），ト：財2価格の変化による私企業1の利用者便益仁晃ψ　，），

ナ：地代の変化による私企業1の利川者便益（．Vi　．，〈dp4），二：賃金率の変化による私企業

1の利川者便益（一．）・，、（ip、），ヌ：私企業1の純便益（ツ～二の和），ネ：旅客輸送事業価格

の減少による私企業2の利川者便益（一、．v二ψ、），ノ：旅客輸送時間の減少による私企業2

の利川者便益（一パρ，し／／、），ハ’財2価格の変化による私企業2の利用者便益（一．v22dpr），

ヒ：地代の変化による私企業2の利用者便益（一．）　’，、　dρ、），フ：賃金率の変化による私企業

2の利川者便益（　一〕s、，clp｛），へ：私企業1の純便益（ネ～フの和），ホ：地代の変化による

地1：の供給者便益（毛吻、），マ：地i－1の純便益（司ψ、），ミ：政府・地方自治体による補

助金（d（p、D、）－cl（’、一‘〆／），ム：政府・地方自治体の税収（－d（p，D、）＋dC、＋dl），メ：総

投資額（一〔〃），モ：総運営費（－dCl），ヤ：総料金収入（d（p，D、）），ユt旅客輸送事業

価格の減少による旅客輸送］喋利川者便益（－D，、ip、），ヨ：旅客輸送時間の減少による旅

客輸送事業利川者便益（一∠）ミP，cノ∫ミ），ラ：種々の市場価格の変化による費用節約

（：，ψ）2＋：；（dp、　＋　／）、c7t、）＋⊃η）、＋二ψ、），リ：事業の社会的純便益（メ～ラの和，チ・ヌ・

へ・マの和）．

　ここで，最右欄の仙は，各項目別の便益や損失を表す．よって移転便益は0であり，財

2，ll地，労働，補助金．税金が0となる．また、最ド欄に注目すると，交通事業者につい

ては，利益がある場合には投資し，損失がある場合は政府・地方自治体の補助を受けると

いう仮定なので，差し引き0となる．政府・地方自治体については、補助金を税収で賄う

という仮定なo）で，こちらも差し引きoとなる．そして，右ド欄の値がショートカット法
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第3章　地方陸ヒ旅客輸送’1［業に対する公的関与の理論

て示した国民経済的糸i屯便益を示している122．

　このように，費川便益分析は，費川は相対的に計測しやすいものの，便益は広く波及し，

捕捉も困難を伴うこともある．そのため，1述のように便益をどのように計測するかにつ

いて，便益を1百に計測することなく，かつ波及効果，外部効果を明確に捉える研究が進

められてきナこ．

4．費用便益分析の事例

　本節の最後に，国1：交通省鉄道局が作成した実際の指針で費用便益分析がどのように活

川されているかを確認し，川崎縦貫高速鉄道線における費川便益分析の事例を取りヒげる．

　匡川1交通省鉄道局は，地方鉄道旅客輸送‘j“｝tt・を含む鉄道輸送‘拝業への補助について，『鉄

道フロジェク｝・の評llllげ法マニュアノレ2005』（以ド，マニュアノレという）を策定している123．

なお，マニュアノレでは，新規事業採択時評価・再li・賄liと事後評イ匝に分けて説明されている．

本論丈ては，新規’1喋採択時評イ而・再評価が実際の政策評価で大きなウェイトを占めてい

るうえ，事後評価についても重要性は前者と変わらないが，事後評価では既に鉄道事業が

開業iしていることから、新規事業採択時評／l｛1い再評価について取りliげる．

　このマニュアノレでは，］撲効率を費川便益分析に基づく費用対便益と採算性によって評

価する．この費川便益分析では、第一に需要刊則が実施されていることが前提となる．第

：に，鉄道輸送‘狂業は長期間にわたって便益を生じさせるとともに事業施設も維持管理し

なければならないことから，費川と便益の発生時期を明確にして発生時期の相違を踏まえ

た現在価値を計il則する．第：に，費川は市場価格を用いる124．

　そして，鉄道輸送事業は長期間にわたって便益を生じさせるため，費用便益分析の計算

期川も頂要な概念となる．マニュアルでは，開業年度から30年および50年を基本として

m森杉壽芳・大野栄治両氏は、この便益帰着構成表の有効性を，愛知県の資料を用いて中京

圏の長期鉄道網ii；i’画1こおける便益帰着構成を例・」ミしている（森杉壽芳・大野栄治［1997］，pp．38－39）．

123

曹撃血�ﾊ省鉄道局（旧巡輸省鉄道局）は1997年に『鉄道プロジェクトの費用対効果分析マ

ニュアル97』を，1999年には『鉄道プロジェクトo）費用対効果分析マニュアル99』を刊行し

ている．『鉄道プロジェクトの評価f’法マニュアル2005』は，これらの改訂版に位置づけられ
る．

124

ｨ価1二昇にっいては，技術革新などによる大幅な低廉i化など根拠を以て説明できる場合を

除いて原則として考慮しない．また利r・は費用から除外する．費用・便益に含まれる消費税に

ついても原則として除外する（運賃・料金に含まれる消費税についてはこの限りではない）．
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第3章　地方陸ll旅客輸送事業に対する公的関’ゾの理論

いる．このように設定した理山を，④鉄道輸送事業の整備’拝業についての財務分析におい

ては，慣習的に計τ↑：期間に30年が川し・られている，②技術的耐久性が［hJヒして耐川年数が

長くなりつつあり，寿命が50年程度の施設構成要素が多くなってきていることなどと説明

されている．

現在価仙化の基準年度については費川便益分析を実施する年度，つまり事業開始年度の

前年度とする．また，割引率はマニュアノレのil位に位置づけられる国1：交通省『公共事業

評価の費川便益分析に関する技術指針』（2004年2刀）に従って，4％としている．

鉄道‘1ぱo）整備において費川便益分析の対象とする効果は，図表3－15に示した．

図表3－15　鉄道「1喋の整備において費川便益分析の対象とする効果

計　測　す　べ　き　効　果　　計測することが望ましい効果
・総所要時間の変化　　　　　　・駅アクセス・イグレス時間の変化

和1用　者便益
・総費川の変化　　　　　　　　・道路交通混雑の変化・旅客快適性の変化

（乗換利便性，・和輌内混雑）

供給者便益 ・’1 b刻喋者収益の変化　　　　・補完・競合鉄道路線収益の変化
・局所的環境の変化

環境等改酋’便益 ・地球的環境の変化
・道路交通事故の変化’

〈出所ノい｜1：交通～｛．1鉄道」，　，〕［2005］，p23を基に筆者作f」3～．

利川者便益は　〈26＞式に基づいて算出される．

利川者便益・■，，　＝　zl，1（ρ㌦ぴ1（二（の

　　　　　　　　　1　／

〈26＞

　ただし，（21：‘1深なしのゾーンiからゾーンノへのOD交通量，ぴ：事業ありのゾー

ンiからゾーン1へのOD交通量12s，（∵：事業なしのゾーンiからゾーンノへの一一搬

125
O1）交通｝llとは，発地（O：OriL・in）・着地（D：Destination）を組み合わせたペアの交通量

をいう．なお，交通lll需要〕夕測O）手法は，実務的に広く利用されている四段階推定法がマニュ

アルて推奨されている．PLI段階推定法は，1960年代初頭にマサチューセッツ1：科大学
（Massachusetts　lnstitute　of1ξchnolog｝）の交通研究グループがモデル体系を確、アしたもので，交

通需要1フ測の場1‖iでは世界的に活Jijされている．四段階推定法とは，⑦発生交通量（trip

generation）・集中交通｝｝｛（trip　attraction），②分布交通継（trip　distribution），③分担交通量

（modal－spljt），④配分交通ld（trip　assignn）enr）を段階的に順に｝㌻測するもので：それぞれf’測

は総li／i制約（control　total）的に前段階0）〕夕測に拘東される．この交通量需要了ち測には，国勢調

杏，人都市交通センサス，都市圏パーソントリップ調査，全国幹線旅客純流動調査，旅客地域

流動調杏のデータが川いられる．これらの調査は実施の周期や内容が異なるため，用いる場合

には適した調杏かどうかという点に留意しなければならない．
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第3章　地方陸L旅客輸送’1喋に対する公的関’∫の理論

　　化費川，（Ll：tii：業ありのゾーン～からゾーンノへの般化費川，　t：各／年．

　この式で示した計測「法は，前述の森杉壽芳・大野栄治［1997］と同様にショートカッ

ト理論に基づいている．このショートカット理論は，

　①　旅客輸送‘1喋施設の整備事業によって川・リップを行うときの旅客輸送事業条件が

　　変化する全て0）旅客輸送機関および経路を発見する

　②　旅客輸送事業条件が変化する経路に1，2，＿，．、7と番号を振り，この経路に対する事業の

　　有無の場合の旅客輸送］深条件と需要量（旅客輸1玉匿）を整理する　’

　13　1トリッフあたりの旅客輸送’1｝：業条件である費川，所要時間，定「1舗三，安全性，快

　　適性などを全て等価な貨幣換算値として計算し，　般化費川Cに換算する

というfi法である．

　ここで「D左なのは，　般化費川cである．　般化費川とは，所要時間や運賃，旅客快適

性などの旅客輸送］喋サービス変数を貨幣換算し，合算した値をいう．この’般化費用は

〈27＞エCで表される．

螂川い1・＋ｰ已万㌫・斗㍗一　〈27＞

　　　ただし，万　：ゾーンiからゾーンノへの特定旅客輸送事業機関・経路kの運賃，

　　71t．，，／Lt：ゾーン～からゾーンノへの特定旅客輸送事業機関・経路kの種類αのリンク

　　（2地点間を結ぶ線）の所要時間，cθilf．、、㌧ゾーン～からゾーンノへの特定旅客輸

　　送11深機関・経路んのリンクで発生する種類ゐの旅客快適性の指標値の時間換算値，

　　σ：リンクの種類aあるいは旅客快適性の種pa　bの時間評価／直．

　さらに，　般化費川算出に用いられる旅客快適性の時間換算値，リンク・旅客快適性の

時間評価llll〔0）貨幣換算は，時間については選好接近法116あるいは所得接近法127で貨幣換

tJl：値を求める．旅客快適性については，乗換の利便性、　rl－i：輌内混雑による不快感を時間評

価値として計測し，貨幣換算する．

　次に．供給者便益は　〈28＞式によって算定される．

　　イ．兵糸合MLイ更tft　：　SB，＝　ノつRi一ノプノく∵　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈28＞

　　　ただし，／・Ri’　1事業なしの事業者利益．　PR；：　’］FX｛ありの事業者利益，　t：各t年．

126

I好接近法とは，時間の節約を獲1（｝するσ）に犠牲にしてもよい金額と節約時間の関係を現

実の交通行動データから分析し，時間評価｛lll〔として計測しようとするものである．
127

鞄ｾ接近法とは，節約される時間を所そ1｝機会に充当させた場合に獲得される所得の増分を

もって時間評価値と一4⇔るものである．従って，利用者o）時間あたり賃金（実質賃金率）をもっ

て算定される．
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第3章　地方陸L旅客輸1玉事業に対する公的関与の理論

　この供給者便益は損益副’算書から算出でき，純営業収人から純営業支出を減算したもの

である．ただし，1：tl1：や嘱業施設の維持修繕費に関わる消費税は除外され，減価償却費は

費川便益分析ではZ，慮しない128など，損益計算Ilトの財務分析とは異なっている．

　さらに，計測することが望ましい効果である環境等改善便益は，　〈29＞式によって計測

する．

　　環境等改；鞭益・問一ΣEβ1，一⇒、　　　　　　　　　　　　　〈29＞

　　　　　　　　　　　　　ノ）

　　　ただし，万弓：、：事業なしの環境等の種類ノ）の貨幣換算値，ERj，，：事業ありの環境等

　　o）不・n〕さ∫iノ，　o）｛Si幣｝匡建τ↑1：イ［eil，　　／　　：　各1　イiミ．

　この環境等改II2便益には，図表3－15で示したように局所的環境の変化，地球的環境の変

化，」芭h客交1通，」［故の変化力㍉汁測される．

　具体的には，局所的環境の変化とはディーゼル・エンジンから局所的に大気中に排出さ

れる窒素酸化物（NO、）の増減，道路交通・鉄道輸送事業によって発生する騒音の改善を

貨幣換算したもの，地球的環境の変化とは自動1い鉄道躯輌から大気中に排出される一二酸

化炭素（Cθ、）の増減を貨幣換算したもの，さらに道路交通事故の変化とは道路交通事故

（人身‘狂故・物損‘1ト故）が発生したことによる損失額の減少を計測したものである．

　これらの計測によって算出された利用者便益，供給者便益，環境等改善便益を　〈30＞式

に基づいて現在価値として集計したものが，マニュアノレにおける「便益」となる．

　　（総）便柵・Σ（1豊・＋Σ（ll3・＋Σ蒜＋Σ（1幾　〈3・〉

　　　ただし，～：割引率（4％），t：各i年，　T：建設期間，　Z：計算期間（30年または

　50年）．

　・ノ∫，費用は建設投資額を中心に図表3－16に示したもので構成する．さらに，〈31＞式

に基づいて現在価値化して集計したものがマニュアルにおける「費用」である．

128

ｸ価償却費は，国民経済的に見ると，費用は積、猴時点ではなく，実際に事業の設備機器と

して投資された時点で発生するため，費用便益分析では考慮しない．
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第3章　地ノ∫陸Il旅客輸送事業に対する公的関’チの理論

図表3－16　費川便益分析における費川の構成項日

量宴 ーー 備 考

費
川
便
益
分
析
L
の
費
川

便マ分費
　イ析川
益蒜繁費維持修繕’kil｝修費

　　　1：直　1ン拝材料費

　　　‘拝　　設備費

　　　費接労務費

建建　　建設機械損料

麟塁イ蹴
籍い呆険料
　　　　費
　　　　　　現場管理費

　川地関係費

　　　　　　維持改良費
維持改良費
　・再投資　1り投資

、，t一運営費
’呂

業

機械設備の使川に対する対価
直接1二事費の中に含まれない動力費，安全
費などIl　［lfに配分され得ないもの

政府保険，海il輸送保険，火災保険，賠償
保険，労災保険なと
Il事に伴う現場事務1折の運営に要する費用
で，管理者人件費，現場事務所経費
川地取得費，移転補償費，漁業補償費（用
地造成費は建設費に計li）

資産の寿命が延びる投資
計算期間中に而手川年数に達した資産につい
て，耐川年数に達した次年度に，初期投資
と同額の投資をする

運営労務費，運営諸経費など
耐用年数の期間，そのサービスをト分たら
しめるための費川（資産評価額の変化はな
い）

〈出所〉国L交通省鉄道局［2005］，p44を基に筆者作成．

（細川・c＝ｰ砲 〈31＞

　　　ただし，～’割引率（4％），t：各1年，　T：建設期間，　Z：計算期間（30年または

　　50年）．

　この〈30＞式，〈31＞式から，図表3－11の条件を満たすか確認する．つまり，〈32＞式

～〈34＞式の条件を満たすかを確認する．

費川鰍（CBR）鶏讐禮≧1　　　　〈32＞

　　純現在価値（NPV）＝（総）便益一（総）費川≧0　　　　　　　　　　　〈33＞

　　経済二／l勺内部収益ン率（EIRR）＝NpVが0となる利率i≧割・」1率　　　　　　〈34＞

　これが，マニュアルにおける費川便益分析の基本であるが、これらの分析結果は，社会

経済状況などの変化により様々な前提条件が変わりうることもある．そこで，前提条件が

変化した場合の費用便益分析結果への大きさを把握する必要がある．これを感度分析とい

い，マニュアノレでは総需要，建設期間，総費川が±10％変化した場合に基本となる費用便

益分析がどのように変化するか測定する．

　最後に，川崎縦貫高速鉄道線における費用便益分析の事例を取り1：げる．
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第3章　地方陸il旅客ll諭送’1［業に対する公的関’τの理論

　川崎縦貫高速鉄道線とは，川崎II∫の川崎一新「1合ヶ丘間を結ぶ上也ド鉄で，1966年7月の

運輸省都市交通審議会の答川第9号に人師河原一百合ヶ丘間の地ド鉄整備が盛り込まれた

のが始まF）てある．その後，1985年ll月に答申が出された運輸省運輸政策審議会（運政

審）第7号答巾で，国鉄武蔵野南貨物線（府中本町一川碕間）の旅客線化が盛り込まれた．

ここまで答巾を受けた具体的な動きは見られなかったが，2000年】月に運政蕃第18号答

lllにおいて，川il府縦貝高速鉄道線として川［［lt・i一新百合ヶ田1｝」を2015年までに整備を推進す

へき路線と位置づけられた．この運政審第18号答申によって，鉄道路線の具体的な整備に

段階が進み，2001年4月に川1碕市が川崎縦貫高速鉄道線第】期整備1え問（元住，｛㌍新百合ヶ

ll：間，15．4km）の第・種鉄道事業の許1・∫を国ヒ交通省に申請し，5月には国1：交通省は鉄

道lll：業の許可を出した．

　この’6業許i・∫申、ill｝時の計画ては，建設・運営とも事業｝二体を川崎市交通ノ司とし，元住吉

一新1’1合ヶIli間を全紅艮地ド鉄で10駅設置し，計画供給輸送力は一日9．1万人としていた129．

こo）計画の総事業費は5225億8．900万liJと算出され，また全線を整備する事業費は約7，156

億円，そのうち川崎市の・般会計から5．566億［「jを負担すると算出された．

　この川崎縦1’t高速鉄道線の整備‘1喋は，3つの目的を持った事業である．第一はrff内交

通のlll滑化や市民の利便性の向liという都市機能の向1二，第二に鉄道不便地域の鉄道アク

セス改善と鉄道輸送‘1僕利用への転換による地球環境保護と化石エネルギー（石油）消費

の低滅化という鉄道アクセスの改善，第：が既存鉄道路線の混雑緩和である．

　この既存　　　　　　　図表3－17　首都圏の鉄道路線混雑状況（2005年度）

鉄道路線の

混雑緩和に

ついては，

川崎市域を

ほぼ縦貫し

ているJR
畑本1賦　〈IB所〉剛・交通撒遡0［2°°6・］・PP・3°－34を紅筆者1械

線0）混雑緩和を指している．なお，国i：交通省鉄道1・）［2006c］に拠れば，朝の通勤・通学

ラッシュ帯におけるe「’r都圏の鉄道路線混雑状況は，図表3－17に示した．

路　　線　　名 最混雑区間絨惣雑率
JR東目本山］三線 1二　野　　一→　御徒田∫　ll輌　24本　　216％

JR東日本京浜東北線 ヒ野　→御徒町　10輌26本　214％
JR東日本中央線（快速） 中野　→　新宿　10輌30本　2B％
J　Iく東ll本総武糸泉　　（緩行） 錦糸町→　両国　10輌26本　207％
JR東日本武蔵野線 東浦和→　南浦和　　8輌13本　201％
JR東日本埼京線 板橋　→　池袋　　10輌20本　200％
東京急行電鉄川制剖1市線 池尻大橋→　渋谷　　10輌29本　194％
JR刺1本南武線 武蔵中原→武蔵小杉　6輌24本　190％

129
S線開業時には，京浜急行電鉄（京急）大［｛1｝i線との相ll二直通運転の実施を計画していた．

一「25一



第3；；f：地方陸ヒ旅客輸送’狂業に対する公的関’τの理論

　図表3－17によれば，JR東日本1【ぽ線や同京浜東北線が｜1輌あるいは10輌編成の列［｝il

が・卜均2分24秒川隔で運行されており，これらは：複線化など抜本的な混雑緩和施策が必

要であり，JR東日本南武線についても混雑率が190％と首都圏の’lz均混雑率（170％）よ

りも高く，決して低いわけではないi30．しかし，筆者の試算に拠れば，南武線が現在6輌

編成で運行されているのを10輌編成に増強（運行ll［輌数をL67倍）すれば乗｝1〔率はll2％

に，8輌編成に増強（運行ll［輌数を1．33倍）しても乗車率は143％に低減すると算出でき

る．

　川崎市は2001年7月からの2ヶ川川に住民に対する説明会を開催した．2002年1月に

は効率／l勺で採算性がある地ド鉄’拝業を川指すとして，学識経験者や市民の代表で組織した

川1崎縦貫高速鉄道線研究会を発足させた．この研究会では，2001年の国ヒ交通省への事業

、li’1：　［t∫申請時のll｝業計画について検討され，翌2003年4月に見直し結果をま’とめた．この見

直し紀果は，京急大師線に加えて小川急電鉄（小田急）多摩線との相々1直通運行，小田急

唐木1川［庫のltfJIJによるilil輌基地新設の取りIllめであった．

　・方，川崎ll∫川体でも｝｛オ政状況の悪化を理由に，2002年9刀に「川崎市行財政改1￥・1プラ

ン」を公表し，このフランに沿って川崎縦貰高速鉄道線整備事業を検詞1することとなった．

この検証結果を市民に示し，1万人アンケート調査を実施したところ，着工を延期すべき

という意見が40％，’｛；業をEli　dlすべきという意見が329％とトニ位を占め，川崎市は6月に

2001年の国il交通省への’］渓許［∫申請rl寺の事業計画については5年程度着1：を延期すると

の方針を決定した．

　2005年2月には川崎縦貫高速鉄道線の整備事業について，川崎市事業評価検討委員会で

瞬訓iの検討力’1開始された．この委員会でのlt∫評価の検討は，㊤社会経済情勢の変化や事

業の投資効果など事業の必要性などに関する視点，②事業の進捗の見込みの視点，③事業

コスト縮減や代替案立案などの可能性の視点，④周辺地域環境の変化等を踏まえた検討の

必要性による事業評価という視点のト，政府の「国ヒ交通省所管公共事業の再評価実施要

領」および「鉄道関係公共事業のll∫評佃1実施細日」に基づき再評価を実施し，3月には川

崎市事業評佃i検討委貝会から意見具巾が提出された．この再評価においても，費用便益分

13｛｝

ｬ雑率が180％に達すると無理して新聞を折り畳んで読むことができる程度，200％に達す

ると身体が触れあい相当lli迫感があるが週刊誌程度なら｛PT∫とか読むことができる程度の混雑率

である（国i：交通省鉄道局監修［2006c］，　p39）．
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第3章　地ノ∫陸ヒ旅客輸送事業に対する公的関与の理論

析が川いられている．

　11j評価では，川ll府縦貫高速鉄道線研多ピ会の見直し結果を反映し，①2001年の国ヒ交通省

へのlh：業許・・川痛lj時の・1喋計画の（li計算，②小田急多摩線との相1∫：直通運行，③元住占か

ら武蔵小杉へ0）ノレート変更の3点を分析・検討した．この分析結果を図表3－18に示す．

図表3－18　川崎縦貫高速鉄道線整備事業に関する事業再評価対応方針案

需要〕つ測
（k・」’｜手《JJロll川i1ヒ）

ll｝：業費

（払］’IG《JJl，ll由｜1・ヒ）

人件費単価

運賃改定率

初乗り運賃

運輸雑収人

　　　　　人件費1．昇率

　　　　　物件費1：昇率
　　　　　　1事費1：昇率
　　　　　ii三L圭kiξ不li＞率　　　（JI（jf：rイei）

　　　　　起債利率（公庫債）

　　　　　政府債・民間債
　　　　　起債割合
　　　　　　・時借人金利率

　　　　　累積欠損金解消
　　　　　累積資金不足解消
Y！tJl」イ更孟岳⊥七　　30イ1三イ［歳

　　　　　50／r｜三イ［fi二

17．9ノブノ＼

5．226∫意「L］

1」47．4万円

12％／5年

　250円
　7．41％

fT三L70q7）

年1．04％
年三〇．96（万）

年3．98〔’｛，

年三4．0700

年3．42（）　’6

2027年

2029年
　2．2

　2．7

　手順1

　再計算

15．2万人

．］5．1％

4．606億円

一Il9％

TII「［頁2　　　　　　f：j「［頁3

多摩線　　武蔵小杉
15．4万人

　＿14．0（’／0

4，016億円

　一23．2（膓も

1」58．6万円

　210円
　4．0％

年024％
年0．00％

年0．00％

年2．46％

年252％

20．4万人

　140％
4，246億円

一18．8％

1％／5年（人件費1二昇率と「pfJ程度）

7
ー
∩
）

－
〔
∠

年252％

2097年

2085年

　19
　2．2

2027年

2029年
　2．4

　2．8

〈出所〉川崎市［2005］なとより筆者作成．

　最初に当初計画を再、il’算したところ，事業費が金利・物価などの低ド，工法改良による

「｛［業費の圧縮により620億円削減’ず一る　一方，旅客輸送の需要は少子高齢化による沿線人口

増の鈍化や最新の人日推計に基づく需要の再計算により｜5％減の152万人と予測した．そ

の結果，累積の資金不足と欠損金を解消することができないと算出された．この累積欠損

金の解消とは各年度の’1喋損益の累積赤字が解消することを意味し，累積資金不足の解消

とは企業債償還なとのための資金不足額の累積を意味する．つまり，この当初計画の再計

算においては，開業後の」喋損益は累積赤字が解消されず，企業債償還のための資金も不

足したままで何らかのτ当が必要であることとなる．
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第3章　地方陸1：旅客輸送拮業に対する公的関’王の理論

　次に，小川急多摩線との相1’：目〔通運行をJJ11えた整備事業を分析したところ，嘱業にっい

ては中二輌基地をノj、川急唐木lllTlilJfli：にすることでの［i　t：輌基地の新設取りII：めなどにより，当

初il一画の再li卜τ争：よりもさらに圧縮させ1，210億lll減の4，016億l」1とし，旅客輸送の需要杉測

は相η：直通運行により減少幅をやや抑制と算出した．この結果，累積‘1‘業損失は2095年に，

累積資金不足は2085年に解消できると計算された．

　最後に，東京急行電鉄（東急）束札薫線との接続駅を元住II∫駅から武蔵小杉駅に変更した

整備’6業を分析したところ，’1喋費については武蔵小杉への変更したことで路線延長が

1．1kni延びたことで手川頁2よりも圧縮できないものの，旅客輸送の需要は変更先の武蔵小

杉駅がJR南武線・東急東横線だけてなく，JR東日本横須賀線の新駅が開業する計画と，

f一川n2と同様の小田㌃〔多摩線との相∫∫：直通運行から，20．4万人と予測した131．累積事業損

失は3つの］¶頁の中で最も1｝則Jの2027年に，累積資金不足も2029年にそれぞれ解消でき

ると詞一算：されナこ．

　これらの分析結果から，30年と50年の費川便益比（CBR）をそれぞれ算出した．費

川便益比（30年）は，’IG初計1由1の再1｛1’算が最も低く1．7，武蔵小杉への変更（手順3）が

2．4と9：lllさP，しプこ．

　川崎1川喋評1耐灸討委員会では，この分析・検討結果から，「現計画である元住吉接続に

ついは中Il：し，市の事業再評佃i検討委員会設置要綱に基づき検討された小杉接続案によっ

て川崎縦貫高速鉄道線整備事業を継続するという市の対応方針案については，妥当なもの

と解する」，つまり当初計画ではなく東急東横線との接続駅を武蔵小杉駅とした手順3に事

業を変更することが望ましい旨の意見が川崎市側に具申された．

　この意見具川によって，川崎市は「現訓1｝］1については中止し，路線を一部変更して武蔵

小杉駅に接続する計画で，継続して川崎縦貫高速鉄道線整備事業を推進する」という対応

方針を決定し，2005年4月からこの対応ノ∫針に関する市民r説明会を開f崔した．

　・方，国1：交通省でも川崎市の事業再，i、1元価結果を公表している．これは川崎市事業評価

検討委員会が実施した分析・検討結果を踏襲し，手順3を除いた当初計画の再計算と小田

急多摩線との相ill直通運行の整備事業について公表したものである．

131

髄?ｬ杉へのルート変更によって，プロサッカーJリーグ「川崎フロンターレ」のホーム

グラウンドてある等々力陸ピ競技場や等々カアリーナがある等々力緑地に新たに駅が開設され

ることとなる．この等々力緑地新駅の開設によって旅客輸送需要予測が増加したこともその要

医1として考えられる．
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　このおよそ5年聞にわたる検討から，当初計画から旅客輸送需要r測や1二法・コストの

見11‘〔しの再計算よりも武蔵小杉駅に接続駅を変更した方が費川便益において効果が見込ま

れると判断された．これにより，当初計画については度廃il：させる必要があるため，川

崎iliは2005年9月（こ国1交通大臣に第・種鉄道‘6業者としての鉄道1｝環の廃1｝1届を提出し，

2006年4月に当初li卜画に関する第一種鉄道事業者の事業を廃止した．

　とこ7）で，2005年8JIに国1：交通省は川崎絹差貫高速鉄道線整備事業について事業再評価

結果を公表したことは前述の通りだが，その際に同時に公表された他の国1：交通省鉄道局

関連の整備‘ll業に関’1『る事業（再）評イ［lliについて触れておきたい．

　ここては，川崎縦貫高速鉄道線と地瑚！的に近い位置にある京浜急行電鉄（京急）本線横

浜駅の総合改；1評喋と比較する．この京急本線横浜駅総合改浄封業とは，従来の1面2線

の島式ホームをドリ（京急久川浜方面）ホームを新設し2面2線の並列対向式ホームとし

て1．り線と分離し，さらにきた・みなみの両通路に京急の改札口を新設し，通勤・通学ラッ

シュ時の混雑の緩和と旅客流動の円滑化を図る事業である．

　図表3－19は，川崎縦貫高速鉄道線整備「1環（当初の元住吉接続の計画）と京急横浜駅総

合改1判喋の費用便益分析の結果てある．

図表3－19　川崎縦貫高速鉄道線整備事業・横浜駅総合改善事業の費用便益分析結果

川崎縦貫高速　京急横浜駅
鉄道線整備事業総合改善事業

総費川 2．459億円　　　　105億円

総便益 4282億円　　　　　152億円

費川便益比

iCBR）
1．7　　　　　　　　15

純現在価値

iNPV）
1，824億円　　　　50億円

経済的内部収益率

iEIRR）
8．3％　　　　　　　69％

〈註〉　川崎縦貫ICII速鉄道線整備事業については，川崎市事業評価検討委員会の分析結果に

　　　おける「ll｝1｝t－n：」，国1．交通省の分析結果における「社会経済情勢の変化」の数値て

　　　ある．
〈tll｝」リi＞　lk－111交通i今垂失道戊1）｝　［2006c］　などよ　りへ荘～テf乍乃文．

　この分析結果では，川崎縦貫高速鉄道線整備事業の方が横浜駅総合改善事業よりも費用

便益比，経済的内部収益・きくが高く，純現在佃i値も大きい．しかし，分析結果に基づく国Il

交通省鉄道局の対応方針は，川崎縦貫高速鉄道線整備事業についてはr中1ヒ」，横浜駅総合
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改；咋］1：業については「継続」と判断された．

　国ll交通省鉄道局は，横浜駅総合改；1約深を糸匿続とした対応方針の理dlに，事業の完r

により多くの駅利川者の利便性・安全性のlf・1　i：が期待でき，横浜駅の交通拠点としての機

能強化に寄’∫できる点と，事：業期間が延長になったものの，今後も施設の一部供川開始に

ょり刊切に利川者に利便を提供することがfif能であり事業完rの目処も、γっている点を挙

げている．また，この‘1喋再評価・」、『応ノ∫針を審査する‘吾業評価審査委員会においても事

業継続が妥当との判断がドされた．

第4節地方陸上旅客輸送事業に対するオプション価値の適用

　地方陸ヒ旅客輸送事業は，沿線地域にとってそのづ操の存：廃問題が大きな問題となるこ

とが多い．前述のように，政府・地方自治体は，その事業に対して公的関与により補助を

実施しているか，その財源である財政についても財政難から補助が困難になっている．

　従来の政府・地方自治体による補助方策ではなく，沿線地域住民が「地方陸」二旅客輸送

‘1深が存在すること」自体に対して価値を見出し，その価値に対して支払う意思がある金

額を導き出すことで，‘1喋存廃問題に対して何らかの解決方策を示すのではないかという

ことが，注目されている．

　そこで，本節では，地方陸ヒ旅客輸送事業の存幽lil題の解決方策の1つと考えられる「オ

プシコン佃i値」に注目し，議i論する．

1．沿線住民からみた地方陸上旅客輸送事業の利用可能性

　利川者にとって，地方陸L旅客輸送事業の存廃問題は，利川者の普段の生活がその地方

陸E旅客輸送事業にどれだけ依存しているか，その依存度が強ければ強いほど，つまり代

替する自家用乗川車などを含めた交通丁・段の選択肢が少ないほど、利用者の地方陸［二旅客

輸送‘1喋に対する「存在価値」はll㌃まる．これは，地方の中山間地域で路線バスしか交通

f’段を持たない高齢者が，慢性的な疾患のために病院に通うため路線バスを利用している

が，その路線バス旅客輸送事業が廃1上されると，病院にさえ通院できなくなるおそれが生

じるので，その高齢者にとって路線バス旅客輸送事業のr存在価値」というものは非常に
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高いことを例に挙iげられる．

　地方陸Ii旅客輸送事業の利川者には，当該旅客輸送事業が存在することに対する「価値」

か高いことはわかるが，川常的に地方陸h旅客輸送タ目業を禾II川しない沿線の住民にとって，

その事業が存在していることに対する「価値」はどれほどあるのだろうか．

　日常的に自家川乗JN　［i　i：を自ら運転することで，地方陸Il旅客輸送’｝喋を利川しなくとも

交通「段を得，交通需要を川給する住民には，その地方陸ヒ旅客輸送事業が存イEすること

に対する「価値」は皆無なのかもしれない．また，普段は同居する家族・親族が自家用乗

川中：を運転してくれることで，交通千段を得ている住民にとって，その地方陸ヒ旅客輸送

い業が存在することに対する「価値」は，前者とは異なっているかもしれない．身体的理

由など何らかの相hによって，自分自身あるいは同居する家族・親族が自家用乗川車を運

転することがてきなくなり，自家川乗月川（という交通千段がなくなってしまった場合，地

ノ∫陸ヒ旅客輸送‘hl業を利川する同能性が高まってくる．これは，現在そうでなくとも，将

来，地方陸li旅客輸送拮業を利川する口∫能性が皆無ではないことを意味する．

　つま1）　，将来の地方陸E旅客輸送事業の利用に対して，日常的に利用しない沿線住民に

も，その地ノ∫陸ヒ旅客輸送事業が存在することに対する「価値」，換言すれば，将来の利用

rr∫育旨性佃iイ直が膓己いだされる．

　このような利川rl∫能性価値について，交通経済学ではその価値を「オプション価値（option

、alue）」として，交通の選択的需要に位置付けている．

　第2；5（p5・）において藤井彌太郎氏の議論を引用したように，公開性を持つ公共用輸

送機関には，公共川サービス義務（引受義務）が課せられている．この公共用サービス義

務によって，口常的に自家用乗月1車を自ら運転することで，地方陸fi旅客輸送事業を利用

しなくとも交通］二段を得，交通需要を自給する住民にも利用口∫能性を排除しないことを社

会として保証しており，これが，陸k旅客輸遊1操が制度的に公共財化している論拠とも

なっている．

　本節ではオブシコン価値に注口し，金融経済学・金融ll学から派生した「オプション理

論」について議論し，地方陸1旅客輸送‘］喋におけるオプション価値の適用，そしてその

適川拮例について1議論iする．

2．オプション価値の理論

　まず，金融経済学あるいは金融｜：学を中心に古くから研究が進められてきた「オブショ
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ン」について，ここで確認する．

　オプシコン価値とは，財・サービスの将来の需要や供給に内在する不確実性をlpl避もし

くは軽減するために見いだす価値のことである．

　「オプシコン」とは，金融派生商品（デリバティヴ：derivatives）の一種であり，あらか

じめ定められた期llないしは期間内にあらかじめ決められた価格で商品やイi価証券などを

購人あるいは売却する選択権と定義される．実際に取引所などでオプシコンを売買するこ

とをオプシコン取’jlといい，この「売る権利」や「買う権利」を売買する取引である．ま

た，オプシコンと混同されやすい川語として「先物」がある．「先物」はfuturesあるいは

Ibr、、　ardの邦訳で，所定の期日にあらかじめ定められた価格で商品や有イ［fli証券などを受け渡

すことを約束するものである．つまり，オプションは売買の権利であるの（．：対し，先物は

売買0）義i務である．

　オフシコン取引は，占代のギリシャでオリーヴ圧搾機の使用権取引が最初といわれ132，

1体においても第款世界大戦前にコメ市場などで制度化され，今日では，穀物や金属，

原油などの商品取引．為替や金利などの金融取引において，価格変動の影響を避けるため

のr・段（リスク・ヘッジ：risk　hedge）や投機のために不r・∫欠な制度となっている、

　オフシコン取引は，コーノレ・オプション（call　option）とプット・オプション（put　option）

を組み合わせたものである．コーノレ・オプションとは，オプションの対象となる原資産

（underlyying　asset）をlrll閲J（maturity・　date）あるいは満期までの期間内にあらかじめ定めら

れた原資産の売買価格である行使価格（exercise　price）であらかじめ約束した単位数だけ買

う権利をいう．またプット・オプションとは，原資産を満期あるいは満期までの期間内に

あらかじめ’定められた行使価格であらかじめ約束した単位数だけ売る権利をいう．

　オプシコン取引には，オブシコンの買い手が支払わなければならないオプション料また

はオプシコン価格（optioll　price），すなわち「オプション・プレミアム（optioll　premium）」

が存イEする．

　ここで，基本的なオプシコン取引について，株式オプションを例にしてみてみる．オプ

シコン・プレミアムが市場で’∫えられていると仮定する．このとき、オプションを保有す

132

N学者Thalesがオリーヴの豊作を〕つ期し，圧搾機を借りる権利をあらかじめ押えておき，

実際にU舶：になった時に圧搾機を高イ［IX‘で貸し付け，利益を得たという．これがオプション取引

の最初といわれる．
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る側の満期における損益はどのように表されるのか．この場合，コーノレ・オプションであ

れば満期における株価が既に支払ったコーノレ・オプション・プレミアムの満期価値と行イ吏

価格の合計よりも高ければ，権利を行使して株式を買えば，利益が得られる．しかし，満

期における株価が既に支払ったコール・オプシコン・プレミアムの満期価値とそt使価格の

合計よりも低くとも，株価が行使価格よりも高い限りにおいては，既に支払ったオプショ

ン・ゾレミアムの・部が取り戻せるので必ず権利を行使して株式を買う．株価が行使価格

よりも低い場合は，損失を被るので権利を放棄して既に支払ったコール・オプション・プ

レミアム、の満期価仙ク♪だけ負担する．これに対し，プット・オプションであれば，満期に

おける株価が行使価格から既に支払ったプット・オプション・プレミアムの満期価値を控

除した値よりも小さ1ナれば，権利を行使して原株を売ることによって利益が得られる．し

かし，満期における株価が行使価格から既に支払ったプット・オプション・プレミアムの

満期価値を・控除した値よりも大きければ，株価が行使価格よりも低い限りにおいては既に

支払ったオプシコン・プレミアムの一部が取り戻せるので必ず権利を行使して株式を売る．

株価が行使価格よりも高い場合は，損失を被るのて権利を行使せずに既に支払ったプット・

オフシコン・フレミアムの満期価値分ナiけを負担する．

　以［iのように，オブシコンを使用することによって，その保有者は原資産から被るド方

危険（do、、’ll、、　ard　risk）をオプション・プレミアムに押さえて，無制限に利益を享受する可

能性を持つことになる．よって，オプションが投機的要素と保険的機能を併せ持つ金融商

品であることがわかる133．

　オブシ、コン・プレミアムと原資産価格との関係は，以ドのように説明できる．ここでは，

権利行使が満期日に限られるヨーロピアン・オプション（European　option）134を想定する．

オフシコン・プレミアムを考慮しないものとすると，コール・オプションの保有者にとっ

ては，満期における価格が行使価格より高ければ権利を行使し原資産を買って同時にその

時の価格で売ることによって，満期における価格から行使価格を控除したキャピタル・ゲ

イン（capital　L」aill）が得られる．逆に，／［ili格が行使価格より低い場合には権利を放棄して

キャピタル・ロス（capital　loss）を被るのを回避するのでキャッシュ・フ『一（cash　flow）

t33

ﾀ際のオプションの金融商品は，コール・オプションとプット・オプションを複雑に組み

合わせたものである．

134ヨーロピアン・オプシコンとは異なり．満期日までの期間内であればいつでも権利行使で

きるオプシコンをアメリカン・オプション（Americall　option）という．
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は0である．コーノレ・オプシコンの現在価値をCθ，満期価格をCぴ，行使価格をκ，満

期における原資産を、slとすると，コー〃・オプションの満期価値Cびは〈35＞式，　〈36＞

式のように表すことができる．なお，プット・オプシコンについてはコーノレ・オプション

の反対を考えればよい．

　　Cθ＋＝、V＊－K　　　S甲＞K　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈35＞

　　（てノ＝O　　　　　　S’≦κ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　〈36＞

　これらの関係を図示すると，図表3－20のように示される．

図表3－20　満期におけるコー〃・オプションの価値

（v

0

K

Max〔∫二κ（i

LSt

〈llviJ〒〉　ノ＼t寸～膨（　・　［1988］，　p．4．

　図表3－20から明らかな通り、オブシコン・プレミアムを考慮しないものとするとオプショ

ンの保｛i　K一は絶対に損失を被ることがない．保有者は，利益を得る口∫能性を無ξ限に享受で

きるにも関わらず，損失を被る危険から完全に免れることができる．危険を何ら負うこと

もなく利益を得る機会だけが残されているのである．ここに裁定の余地が存在し、オプショ

ン’プレミアムはこの裁定益が0になるように佃i格付けされる．オプションを使用するこ

とによって，損失危険の［r∫能性は完全に取り除かれてしまうので，利益を得る可能性だけ

を考えればよくなった．従って、オブシコン・プレミアムは利益を得られるf；∫能性（危険）

がどれだけ大きかったかに依存するだろう．
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　ここでいう「危険」とは原資産の価格変動である．満期においてどのような価格水準が

実現するのかはわからないが，その確率分布はわかっているものとされる．価格の将，来に

っいて不確実であるといっても確率分布は与えられているのである．

　次に，オブシコン・プレミアムについて説明する．

　オプシコン1単位の現在価値，つまりオプション・プレミァムは，①時間の経過から独

、フ1する価イ1賠ll分，②時間の経過に依存して変化する価値部分に分解することができる．前

者を本質n勺価イ直（illtrinsic　value），後者を時1昌ln勺価値（time　value）　と1呼ぶ．

　オプシコン・プレミアムは，様々な要因によって影響を受ける．これらの要因を基本的

なものと1次的なものとに分けると，般的に以ドが基本的な決定要因として挙げられる．

　1　原資産の現在の価格水準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

り
回

3

一
〇

、
〕

原資産の価格変動性

酉己当

f　jニイlkイ［ili格

満期までの期間

利r率

　これらの変数の中で最も頂要な要因は，②の原資産の価格変動性である．これは，原資

産の価格が行使時点においてどのような値をとり得るか，その分布の散らばりを測るもの

で．　一般に「ヴォラティリティ（volatilitx’）」とr呼ばれている．　般に，ヴォラティリティ

が高いということは，将来実現する原資産価格の分布の散らばりが大きくそれだけ危険度

が高いということを意味する．ヴォラティリティを測る測度として具体的には原資産価格

の分布あるいは標準偏差が使川される13S．

　次に1和要な要因は，原資産価格の水準である．例えば，コール・オプションでは原資産

llli酪の水準が行使価格に比べて高ければ高いほど，より大きい利潤を得られる可能性が高

まる．よって，オプション・プレミアムは高くなる．

　行使価格は，コール・オプシコンの保有者にとっては原資産の購人コストである．従っ

て，行使価格が高くなると利潤を得る可能性が減少するので，コール・オプション・プレ

ミアムは低ドする．反対に，lf使価格はプット・オプシコンの保ff者にとって行使したい

ときに人ってくる売却］二取金である．従って，行使価格が高くなると，より大きい利潤が

照これは，原資産価格がllコ見分布に従うことを前提にしているからに他ならない．

一135一



第3章　地方陸ヒ旅客輸送’ド業に対する公的関与の理論

得られる日f能’性が高まるので，プット・オブシコン・プレミアムは高くなる．

　ここまでオプシコン・プレミアムがどのような要因によって決定されるかを説明した．

しかし，定ll｛的にどのように決定されるかを確認していない．そこで，金融経済学あるい

は舗虹学の舞台て広く利川され，　般化されているモデノレを説明する．

　1973年にシカゴオブシコン取引所（Chicago　Board　Options　Exchange）が開設され，それ

に呼応するようにBlack、　Fischcr氏とScholes、　Myron　S氏がオプションに関するモデ〃研究を

公表した（Black．　Fischer，　Scholcs、　Myron　S．［1973］）．このモデ〃理r論が「ブラックーショー

ルズ式（Black－Scholcs｛bmlula）」である136．ヨーロピアン・オプションのコーノレ・オプショ

ンfl11沖各は　〈37＞エ℃のように導き出され．る．

　　　　　　　　’　f　fθ，（itの＝、w（の一一e　KiV（∂二）
〈37＞

　　　ぱ．m（㌦）・巳∂〕（i－・）

　　　1　　σV7’T｝－t

　　　　　　　　　　ゆ　　　ψ＝d，　一σVt－1

　　　たたし，（），．　1オフション価格の理論値，S：原資産価格，κ：行使価格，　r：短

　　期利子率，σ：ヴォラティリティ，ピ：満期日，t：本日の日付，　N（の：正規分布関

　　数．

　ブラックーシコールズ式は，本日tの原資産価格∫とオプションの行使価格Kと満期日ブ

を所’∫として，本llのオプション価格の理論値OPc　・を表している．

　ブラックーショールズ式では，lli場の参加者は，原資産価格が幾何ブラウン運動（geometric

Br〔、、、nial）　motioll）137に従って変動すると仮定しており，満期日の原資産価格の分布は，過

去の原資産価格変動（原資産0）利潤の分散）の大きさに基づき，（i　－t）期間における幾何

ブラウン運動の結果として習則されることになる．ここで重要な点は，これらの情報を市

場の参加者が共通に認識していることである．

　このブラックーシコールズ式によって，オプション・プレミアムが定量的に導き出すこ

とができるようになった．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

136
uラックーシコールズ式は，のちにMertori．　Robe1↑C．氏がこの理論モデルを厳密に証明した

（Merton．　Robert　C．［1973］）．

137

�ｽブラウン運動とは，原資産の佃i格の変化率が平均の変化率、分散の変化率，分散の変
化才くの1王上見分・イii（こiAEiうことをし・う．
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3．地方陸上旅客輸送事業に対するオプション価値の適用

　前述したように，オプシコンに関する理論研究は，金融経済学あるいは金融1：学を舞台

に進められてきた．

　交通経済学ては，「オプシコン価仙」を利川可能性に対する価イ直として，選択的需要を計

測するツーノレとして活川されるようになった．今日では，オプション価値を考慮するか否

かによって、当該旅客輸送巾業の供給債やイ」（給のイ撫ξが変化する場合に限って，現在の価

値（需要曲線）1こ加えて，オプション価値を考慮する必要があるという見解が交通経済学

ては定着している．

　ここて，交通経済学の文脈のilTでのオプション価値概念の位置づけを確認し，どのよう

な理論に基づくのかを櫛’認する138．

　まず，地方陸1．旅客輸送］［業は，需要の非反復性や不確実性，高い生産再開費用で特徴

づけられるような財・サービスと考えられる．さらに，第2章（p．50）において，植草益i

氏の理論を引川しているように，地方陸ヒ旅客輸送事業は公益財に位置付けられる．つま

り，このような市場メカニズムによって需要と供給により価格が決定するような私的財で

はない財である．

　そのような私的財ではない財において，その需要と供給に不確実性が存在とは，地方陸

li旅客輸送事業に関していえば，個々の利用者の需要が常に存在するとは限らず，また供

給である地方陸k旅客輸送事業は将来的にその事業が永続的に存在するとは限らないこと

を意味する．政府・地方W治体の公的関I」1による補助を受けている，つまり独立では採算

性が乏しい地方陸Ii旅客輸送事業については．供給側に不確実性が特に強く存在する．「い

つ．その‘P業が廃［ヒされてもおかしくない」状況にある、これが供給側の不確実性を如実

に示す，「葉でもある．

　Weisbrod．　Burton　Allel1氏は，このような需要の非反復性や不確実性，高い生産再開費用

で特徴づけられる財・サービスについて，経済的な消費者は「将来の財の消費という選択

肢の対価として何らかの支払いを行う意思がある」ことをオプション価値と定義し，その

利月J［T∫能・M三・や財o）存：イEカ・ら得られる便益を定エC化した　（Weisbrod．　Burton　Allen［1964］）．

　これに拠れば，オゾシコン価値OJ～は，状況（i＝1．2＿，“）の如何に関わらず，サービ

138

Iプシ：3ン価値概念0）1、寵ll付けとその理論の確認は，湧日清隆・11HA］弘隆［2002］に拠っ

ている．
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スの供給を・定の価格て確実に受けるために支払ってもよいと考える最高価es　op（オプ

シコン価格）と各状況においてサービスから得られる消費者余剰（consumer’s　surplus）（ISt

O）期待値との差で計測される．この定義iを式に示すと　〈38＞式のようになる．

　　　　　　　11　　θu　＝　op　一一　2　n，（覧　　　（Σ，n，－1）　　　　　　　　　　　　　〈38＞

　　　　　　　’1

　従って，この〈38＞式によって，オプション価値は一定の価格で確実にサービスを受け

るために合理的な計算から求められる利川便益以ilに支払ってもよいと考える追加的な支

出と位置f寸けられる．

　この追1川的な支出は，常に利川している者からの支出とは限らない．前述したように，

「将来の財の消費という選択肢の対価として何らかの支払いを行う意思がある」という点

がこのオソシコン価値において重要な視点である．つまり，現在，常に利用している者に

限らす，将来，利川する可能性がないとはいえない者の追加的支出も，オプション価値に

は含イ1される．だが，このオプション価値は支払う意思があるというのみであって，実際

に支払われたわけではない．このオプシコン価値を顕在化して，実際の地方陸1－1旅客輸送

‘6業者の収人に組み人れるような制度・システムが構築されれば，独立採算が難しく経営

状態の苫しい地方陸ヒ旅客輸送事業の月又支改善に寄与できる可能性がある．

　よって，地方陸上旅客輸送事業に対するオプション価値を計測することは，地方陸上旅

客輸送惇業において非常に敢要な意味合いを持つのである．

　・方，林山泰久氏は，地方陸ヒ旅客輸送事業を含む輸送事業．さらに市場メカニズムを

通じて需要と供給’によってlrHi格が決定されない財（非市場財）について，輸送事業のサー

ビスの水準の変化（運行ダイヤの改定など）が，この輸送事業サービスの利用料に影響を

及ぼすならは，利川はの変化からその輸送事業サービスの「存在価値」を評価できるとし

ている（林lh泰久［ig98］）．

　それに拠れば，市場が存在しないという意味で混雑現象がなく，料金あるいは価格が存

在しないという意味で排除することができないという性質を有する財を「非市場財」と定

義し，非llf場財o）価イ［hlを図表3－21のように分類している．なお，遺贈価値，代位価値に

ついては，利川価値，非利川価値の間で分類に揺れが生じ，学説的にどちらに分類するの

がlll論というのは示されていない．本論文では，「本人」という意味を厳密に考えるならば，

遺贈1而値と代位価値は第：者に与える価値であると解釈できるので，非利用価値とした．
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図表3－21　非市場財の価値の分類

非
市
場
財
の
価
値

利川価値（use　valuc）

　実　　　1際　　　o）　　［［’1二才妾rlξ」禾ll戊lJイmiイ1～［

　利川価仙（direct　use　value）

　　　　　開接的利川価値
　　　　　　（indirect　usc　value）

　オゾシコン価値（・pti（）n　value）

非利川価値（non－use　value）

　」』よ‖曽Wliイ直　　（bequest　value）

イiこ5‘tl｛iHil［eTl　（Vicari（）US　Vaiue）

存在fll［i値（exstellce　value）

本人（価値をll‘〔接nタ」に認識できうる’ilポ者）が利用を前

提とすることにより発生する価値
直接的な利川により発生する価値

写真や映像鑑賞などの間接i的な利川により発生する価値

将来の利川を前提として発生する佃i値

本人が利川を前提としなくても発生する価値
本人ではないという意味で，ある非市場財を次世代に残
したいという動機から発生する価値
本人ではないという意味で，他の人が将来利用するであ
ろうという動機から発生する価値
非市場財が存在するという情報から発生する価値

〈出所〉林lll泰ク＼［1998］，　p．36を基に筆者作成．

このような非市場財の計損lJ・評価手法には，代理市場法，擬制市場法に大別できる．代

理市場法とは，市場で取引される他の財の価格を川いる方法で，代替法（Environmental

Stirrogates　Mcthod），旅行費川法（Travc1　Cost　Method），ヘドニック・アプローチ（Hedonic

Approach）かf一法としてある．擬制市場法は代理市場が存在しない場合に別いられる方法

であり，仮想評価法／価値意識法（CVM：Contingent　Valuation　Method），コンジョィント

分析（Conj　oint　Analyvsis）がある．なお，代理ll∫場法は，他の市場で取引される財の価格を

川いるため，市場が存在しないとする非市場財には用いることができない．そして，CV

Mという手法は，地方陸ヒ旅客輸送事業に「illらず，広く社会資本整備などの評価（政策評

価）T：法としても川いられ、　一般的である．

そして，林ll瓜は，その右：在価値（existellce　value）EVについて，　〈39＞式のように定

式化している．

一1ヒ1；；：：1：；：；：llト

〈39＞

　ただし，：。：変化前の非市場財の質的・量的供給水準（サービス水準），：：変化

後の非市場財のサービス水準，X：弱補完性を持つll∫場財（交通サービス利用）のマー

シャル流の需要関数，〆：弱補完性を持つlii場財の補償需要が0となるような最小価

格ベクトル，／：非市場財の供給の有無．．1・　1所得．

しかし，こo）　〈39＞式は，利川｜i∫能性に関するオブシコン佃i値とは異なり，存在価値と

自発的供給を糸liびつける要素は見いだすことはできず，必ずしも自発的供給を保証するも

のではない．つまり、経済学で前提とされているような個人の選好のドで，旅客輸送事業
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の自発的供給が確実に期待されるのは，必需性が高い旅客輸送雷業に対して供給の不確実

・性がイ’トう場合に限ら7しることになる．

　ところで，　〈39＞式のように導出されるオプション価値について，Freeman，　A．　Myrick」氏

は，公園を’ll：例として，期待効川の観点からWeisbrod，　Burton　Allen氏の理論をさらに精緻な

もo）にしている（Frceman．　A．　Myrick［1986］）．ここでFreeman，　A．　Myrick氏の理論を確認す

る．

　ある危険川避的なイUil人を想定する．需要面の不確実性として，将来において公園利用の

選好を持っているか，持っていないのか，さらに供給面の不確実性として，将来において

公園が利川口∫能か否かを考える．ただし，オプションを購人することによって，利用不，T∫

能な状態に陥る確率を減少させると同時に，利川口∫能な状況が得られる確率を増加させる．

そして，将来において公園利川の選好を持っている場合を1＝D（確率p】），選好を持って

いない場合を，＝．vD（確率ρ二），公園が利用できる場合をG＝び（確率41），公園が利用で

きない場合を（i＝o（確・拓、），オブシコンの購人によって減少する利用不・∫能な状態に陥

る確率をろ（＜c／、），1，flじくオフシコンの購人によって増加する利用可能な状態が得られる

行雀：㍗をノ，　　（〈c／｜）　とす＾る　（ρ1＋ρ二＝札　（ム＋C／：＝L　弓＋）三＝1）’

　利川に選好を持っている場合の間接効川関数をθ／、（｝’1，，P、．G），利用に選好を持っていな

い場合の間接効用関数をむ、。（｝ご。、瓦，）OI，ηはそれぞれ状況に依存した所得と価格のベ

クトルを示す），補｛賞余剰（SをG，（｝1、－C∫、、、乃、．び）＝じ、，0；、．P，、．O）（CS，、＞0’；CS．N．i、＝0）と

定義する．

　この場合のオプション購人から得られる期待効IN　E（Jr，，オプションを購入しない場合の

期待効川EU、は，　〈40＞式，　〈41＞式のように示すことができる（Xはオプションへの支

／ム客頁をノ」ミす）．

　　万～・；，＝1）、il～ノ，，（｝；一，Y．P、”（蠕）＋ρノニ〔∫、（｝；，一．Y．」弓，。0）＋R2　C．ごyi，（｝ご／、一二V．　P、7’）　　　　　　　　〈40＞

　　Eθ＼一〃；θ、、（｝；．　P，、、び）・P，q，｛，’，　，Oi、．　P，　，．o）・互〔へ。（｝：，、一．x’、・P，、、）　　　〈4D

　この〈40＞式，〈41＞式について解くと，EU，，＝」Eむ、のとき一V＝θ1）となる．よって，〈42＞

式が導出される．

　　ov＝Ol・－EcS＝θP－1）1（’ヒの（’SJ，　　　　　　　　　　　　　　　　〈42＞

　こ0）導出された　〈42＞式に表されるオブシコン価値の符号は　〈40＞式～〈42＞式を組み

合わせ，設定した確率ごとに整理するとともに，状況によって形状が異なる（間接）効用

関数間での所得の限界効川に関する関係など，間接効用関数にいくつかの仮定を置く必要
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がある．適切な仮定を置くことによって，いくつかの場合にはオプション価値の符号が特

定化される．現在では，危険川避的な個人であっても，非市場財を選好しない場合の方が

選好する場合よりも所得の限界効川が人きくなる場合などにはオプション価値の符号が負

となること，すなわち不確実性の川避，軽減に追加的な価値をみいださないことが知られ

ている．

　このFreemal1．　A．　Myrick氏の理論では，オプション価値は，余剰の期待値を超えて不確

実性を川避，軽減することに見いだす純粋な価値であり，オプシコン価値を計測すること

は，財・サービスのより包括的な便益il、1乏価（こ繋がっている点が重要である．

　さらに，Kride）、　［）onald　J．，　Lehman、　Dale　E．，　Weisman．　Dennis　L．の3氏は電気通信「］［業に

おける新しい通信サービスをijF例にオプション価／直理論を取りEげている（KrideL　Donald

J．，Lehman．1）alc　E．，　Wcisman．　Dennis　L．［1993］）．

　そして，湧日清隆・lll内弘隆両氏は，それまでのオプション価値理論をサーベイし，地

方陸ヒ旅客輸送Ilぱにおけるオプシコン価値の導出千1去を提示している．それまでの研究

が旅客輸送’1｝：業の存続あるいは廃ll：という：者択・だったのに対し，湧［・山内両氏は，

現状の運行ダイヤのまま右：続（供給の現状維持），運行ダイヤを減少させて存続（供給の減

少），廃【ヒ（供給なし）と：者でのオプション価値を導出している．

　ここては，需要の不確実性はないと仮定する．そして，オプション価格を今後淀期間

にわたって現行の運行ダイヤが確実に維持されることに対する最大の支払意思額（WTP：

Vv’Mingness　Tb　Pax）と定義する．仮想評価法／価イll｛意識法，コンジョイント分析といった

表明選好データ　（Stated　Preferencc）を収集することで，オプション価値を導出する．

　表明選好データの収集には，質問票調査が・般的である．質問票には以一ドの要因を計測

できるような質問を設定する必要がある．

　①　今後定期間にわたって供給が確実に維持されることに対する最大支払意思額で測

　　られるオプシコン価格（θp）

　②　期待余剰を導出するための供給の現状維持（π1）・供給力友少（π二）・供給なし（廃止）

　　（7T・、　）に関する主雀見白勺孫ジ率（π1＋π：＋π1＝D

　（3〕供給減少を川避するための支払意思額ぴ丁幻

　④　供給なしを川避するための支払意思額（ll’TPi）

　これらの質問票は，架空の状況を想定したものであり，実際の供給に影響を及ぼさない

ことを明記しておかなければならない．そして，IVTP，は供給の現状維持の価1直，つまり供
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第3章　地ノ∫陸1：旅’客・茜倫送事業iに対する公的関与の理論

給がなくならず供給が現状のまま維持されるために支払うであろう支払意思額を表す・方，

〃7∫1は，供給が減少されずに供給が現状のまま維持されるために支払うであろう支払意思

額，すなわち供給の現状維持と供給の減少との間の余剰差を表しているのに過ぎないので，

供給の減少に対する支払意思額（PVTII）を知るために，　Freeman．　A．　Myrick氏の理論を援州

して，間接効川関数～ノ（γ、万二）と定義し，以ドの〈43＞式，〈44＞式のように開接効川を

求める．

　　dピール刀∴ノ沽弍（ピ司　　　　　　　　　　 〈43＞

　　｛，r（r－P’Pir／’13．1’．二1）・（、，r（ピゐ，）　　　　　　　　　　〈44＞

　　θ｛ピーW771．　／）．　：，）－rノ（ピ．／・．0）　　　　　　　　　　〈45＞

　こ0）〈43＞式，　〈44＞式で示される効川水準を，所得と供給水準を軸とするグラフヒで

無差別曲線の形で表すと，図表3－22のようになる．

図表3－22　PVTJ？の導出のための近似

供
　　く43＞式の効用水準給
水

準

ドーU7P γ一レレ7γ） Y 所得

｝’」4ηP

〈出｝リ〒〉　河llli｜｛il〈条・llll人1　・｝ムll条　［2002］，　P．6．

図表3－22のように，〈45＞式で表されるU・’mが2つの無差別曲線間の足￥1離を表すので．
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第3章　地方陸仁旅客輸送事業に対する公的関与の理論

〈46＞式と近似する．

　　va／7’／l≒W7∫1－〃／77ii　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈46＞

　一ノ∫で，供給なしあるいは供給の減少を回避するための支払（オプションの購人）前後

で変わる供給なしあるいは供給が減少される確率については，②で挙げた供給の現状維持・

供給の減少・供給なし（廃Ili）に関するi－1観的確率がオプション購人前の確率と考えられ

る．それに対し，支払い後は①より供給が維持されることを前提に支払意思額を質問する

ため，供給の現状維持・供給の減少・供給なし（廃lll）の確率は，（π1，π，，π，）二（1，0，0）とな

る．

　よって，オプシコン価値は，　〈47＞式のように近似的に表すことができる．

　　θ1・’－op－｛（1一πT）・〃・7ア；・（0一π，）va’7’P，・（0一π、）iol

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈47＞
　　＝θ1）一（｜一π1）・↓t／771＋π二・　PV7’P，

　この式は，最大支払意思額から，1から供給の現状維持に対する主観的確率を減じたも

のと供給なしに対する支払意思額とを乗じたもの，供給の減少に対する主観的確率と供給

の減少に対する支払意思額とを乗じたものを減じたものが，「オプション価値」であること

を意味している．

4．地方陸上旅客輸送事業に対するオプション価値適用の事例

　地方陸ii旅客輸送ll渓に対する実際のオプション価値を計測した既往研究がある．本項

では，その既往研究を確認し，既往研究から見いだされた問題点などを整理する．

（D弘南バス深谷線

　湧日清隆・ll［9・J弘1｛条1同氏は，地方民営路線バス旅客輸送事業におけるオプション価値の

計測について，弘南バス深谷線を’倒列1こ挙げて、路線バス旅客輸送の廃IE・減便の回避に

対するオフシコン価値0）計測を試みている139．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ちL　へt3わまち
　弘南バス深谷線の営業区域であるrl漆県西津軽郡鯵ヶ沢町は，　B本海に面した県西部の

川rて，人口は約1万2．700人（2005年国勢調杏），高齢化率（65歳以Iiの老年人日比率）

は31．4％で全国’じ均よりも10ボィントも高く，国勢調査に拠れば1950年の約2万3．000

人を最高に人口が減少し続けている．

lu
N1いlll内llhj氏の弘南バス深谷線における地方民営路線バス旅客輸送事業のオプション価

値の計測研究は，前項と同様に湧ll清隆・山内弘‖条［2002］に基づいている．’
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第3章　地方陸ヒ旅客輸送」眞業に対する公的関与の理論

　一ノ∫，弘南バスは，II『森県弘前市に本k［を置く地方民営路線バス旅客輸送「1深者で，弘

前市を中心にII硫1「i，1［所川原市，黒石市などに営業所を構え，津軽地方を営業区域とし

　　　　　　　　　　　　　　　　づ　h　l’t
ている140．鯵ヶ沢営業所が管轄する深谷線は，鯵ヶ沢営業所を起点に，田位中央病院，J

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほん　ちと　，　　おわま　　ノ
Ri，1能線・鯵ヶ沢駅1〕i∫，町役場などがある本町，大間越街道とも1呼ばれる国道lo1号線

　　　　　　　　　　　し　　つ　もカし　し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アてきノ　まち

を経由し，JRIil能線・陸奥赤石駅前を経て赤石川沿いを進み，舘前町からは沼ノ沢沿い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は’カナし　c，　　　　　　　　　　　　　　　　　（うちり
に急峻なlll道を登り白神lll地0）麓・深谷集落，細ヶ’ド集落，最奥地の黒森集落を終点とす

る約23kmの路線で，沿線にlKIIoた観光地はなく，1‖∫の中心部とlluh間地域を結ぶ典型

的な生活密着型のバス路線である141．深谷・細ヶ’r・黒森の3集落を総称する深谷町地域

は58111：帯235人がイ1．んでいた．白家川自動車の世’1｝C保有率は80％を超えていたが，白家

川自動巾を保有している世帯ても高校生や高葡渚，自動1｝［運転免許を取得していない女性

なと、白家用自動車ては移動しづらい世帯構成員が存在していた．

　以前から路線バス旅客輸送・1｝：業開設の要望が強く，約30年前に1週間だけバス旅客輸送

の運行が試みられたが，道路事情の悪さと採算性からiE式な路線バス旅客輸送事業の開設

には至らなかった．その後も深谷町地域在住の町議会議員が鯵ヶ沢町に対して陳情を続け

た紀火，鯵ヶ沢［Hfは1992年に弘南バスに対して路線バス旅客輸送事業の開設を要請した．

津軽地域路線バス維持協議会で開設のr・∫否を検討し，1993年2月に地域住民が費用の一部

を負担する案が提案され，4Jjに地域住民が同意し，6月の住民集会において地域の全世帯

が毎月LOOO円の弘南バス回数券（IJ10　PI分の乗車ができる）を購入する一方，鯵ヶ沢町

は年間350川ilをヒ1限に弘南バスに対して1町独自の補助金を拠出するほか，降積雪期は黒

森6時25分発のバスの運行に支障がないよう除雪を実施するという案が最終決定した．

　地域の全世帯が購人する弘南バスの回数券は，1999年2月からは毎月2．000円に増額し

た．湧口・lII内両氏が調査を実施した1999年度の年間輸送人員は1万4．635人（1便あた

りの’r均利川者数は6．68人），運送収人は685．8万Ii」（全世帯が購1人する回数券収入を含む），

経常費川はL20L9万円，営業損益は616．1万円の赤字，町からの補助金は300．4万円だっ

た．なお，鯵ヶ沢駅前一黒森間の運賃は850111で．’ll時の運行ダイヤグラムを図表3－23に

示した．

140

O南バスは，多くの地方民営路線バス旅客輸送‘封業者と同様に，

している．

141

O南バス深谷線の路線図を附図表5（P．38フ）に示した．

貸切バス輸送事業も兼業
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第3章　地方陸1：旅客輸送事業に対する公的関与の理論

　　　図表3－23　弘南バス深谷線の運行ダイヤグラム

’　　3　　9．．　，！毒　　　　．］2　　’つ．　i4　　15　　15　　パ　　IP・　　19　　2「v　　21　　22　　e？

〈註〉　実線は毎日，破線は’ド日のみ，点線は1二曜・休日のみ運行する．
〈llVリi＞　1勇ll～｝lrl；酷・llll／xJ　’」ム1｛笛　［2002］，　p．10　よ　りκ窪者イ乍∫戊．

　湧川・1【1内両氏0）調杏は，以ドの丁川頁で進められた．1999年10刀のバス協議会の折に

深谷町地域の全58世帯の代表者に対し質問票を手渡し，それの配布を依頼し，質問票の回

収は，各世帯から直接，湧U・川内両氏に郵送することとした．これは，地域の連帯感が

強いので川答を地域の代表者を通じて回収すると，回答へのバイアスが生じてしまうため

てある．

　深谷町地域の全川帯に配布しナこ質問票は，現行のダイヤ，減便された架空のダイヤが示

され，減便を回避する，また廃1ヒを回避するためにそれぞれ支払ってもよい金額などを選

択する計25問の質lllJ形式がとられた．全58世帯のうち43世帯から回答が得られ，オプショ

ン価値の導出に有効な回答は25世帯だった．

　設定された25問の質問のうち，オプシコン価値の導出に必要な質問は，図表3－24に示

した質問である．
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第3章　地方陸ヒ旅客輸送事業に対する公的関与の理論

図表3－24　弘南バス深谷線のオプシコン価値導出のための質問

質

問

H

　もし．1［tl数券の購人額を1［W：帯あたりJl2…｝（20001【Dから増額することによって，　［’ltl日2往復・1：曜休
日1ti三｛夏」　（二V・曳イIEさd，しナこll与亥ll2乏｛．二変更さ9‘し」ナ㍗：，　ユ兄斗犬0）日寺亥llj乏力1糸化f学さP，しるとサ←るなら（ま，　∫己ノく戊1イ可冊｝　（1●∫

r円）までilll数券を購人してもよいと思われますか？以ドの選択肢の中から1つ選んで○を付けてくたさ
い，

　な才∫，．こ：ては，他0）川帯の二とはわ’考えにならずに，あなたのご家庭たけの問題としてお考えくださ
い．たたし，購人額を増1川すi，しは．，川数券を全1祁使い切る．ご家庭以外は，他の用途に使えるお金が減る二と
をご老・E・景原貞し・ま．4－．

1　∫凌ノミ1田1・jiYA”して，

2　Jt・tノ＼2川卜1曽ベノし『ご、

3　］↑4ノ＼3川｝．」曽ベノし‘C，

4ノ泣ノ＼4Hli・⊥曽べ・して，

5　1f・芝ノ＼5｝｝‖上曽S・し『⊂，

6　1／，tll：o）llBン‖ジ汐♪ナ．二り戊1

7’三う．撒’ご．L’Cノ～ノ、を糸｛｛i‡

8　1iY，1　1　i’o，［tTi表化券こ（力‖苗人客口を・変え戊

9　1t）カ1らなし・

日）　そo，イ也　（

1μ1小｝Cあたり合川’月3冊’（3．000川）RM人してもよい

1世帯あたり合川『jl4冊（4．000［JI）購人してもよい

lPi：帯あたり合計／l5冊（5．り↓〕0円）li苫入してもよい

1川帯あたり合川』月6冊（6．り00川）1溝入してもよい

1世帯あたり合r；1『月7冊（7．0〔｝0円）購人してもよい

　2田｝（2．0（▲Oli］）以ll（よli茜人しナこくない

　　与するぐらいなら，いっそ廃止した．方がよい

　　　　　　“に，　パフ、の運賃をトけるぺきである

．
ノ

’

・
I
U
、
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日
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　｛反（こ，　湾そ7ミ＄泉力1・ぽ壱ll／さ2Lるカ・、　J－／i～ピo）11猴亥llkカ’）辛化‡聯さ2しるカ・オ）り1二」旦力日白勺（二II］1数券を‖緯人しな1ナtし（ま』なら

ないか、　とt，らか’方を選択しなければ．ならなくなったとします．　もし，あなたのご家庭がこのような状況
に直面したなら｛戊，どθノような判断をドし撒すか？　以ドの選択11支の中から1つ選んて○を付けてくださ

い．

　なお、ここては、他σ川ll二帯の二とは九1考えにならずに．あなた0）ご家庭ナ三けの問．題としてお考’えくたさ
い．　たたし、　購人客貢を増加1すd，しば，　1川数券を全部使い切る　二．家庭以外は，　他の用」金に｛吏える克1金が減ること

を’．二／i｝・質‘nいます．

　　　1　｝’堤谷＄泉O）序～ilE：二1・d，く工．］』る

2［lrl≦放狢ミθパ1茜ノ＼IH｝．］敦を’」辻ノ＼cll冊土曽弍・し’ご，

3　［【TI‡女脊三（ノパ｛苗人‖1｝Sx｛｛’…ゴ］辻」＼’こ21ii｝上Wべ）し’こ、

4　［川Et（券ミσパ］障ノ＼冊｝El（を∫段戊ミrこ3川｝」㌣1♪：・しrこ．

5　［Pl‡（（イ宍0パi苗ノ＼｛田表化／き≧∫羨ノミ’．ご4田F／乎亨・・1　Jし『こ，

‘・　［自｛ま｛〔獅Sレパ1緯．入、用｝．表女を・最ノミーtt　5川｝増べ・し’ご、

7　9）カ・ビ〉ノ：し・

SL　そσ，｛也　（

1世帯あたり合1計∫B冊（3．り00FD購入してもよいと思う
1　liir帯あたり合　fg’．1’月4冊（4．0（▲O円）購入してもよいと思う

1世帯あたり合計∫15冊（5．000円）購入してもよいと思・）

1世帯あたり合刮．月61冊（6．00り円）購入してもよいと思う

1［if：帯あたり合計戊17冊！7．00（〕［Ll）講人してもよいと思う
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止されると，｝こ1、う

　　　　減～イ更されるより，現在のぼ￥刻表が維手きされる可自巨’t生が高いと燈「う

　　　　現在の時．刻表が紺、宇されるより，減便される可能性が高いと思う

　　　　廃止される；り、i威便されるri∫能↑生が高いと，思う

　　　　溺～f更される．より，　［発1ヒされる口∫倉旨’性が芦三いと，f．，9、う

　　「で、現在の時刻．表が維‡芋されるか．減便されるか、どちらかになろ・）

　　「で，減便されるか、廃止されるか．どちらかになろう

　　廃止、いずれのIT’f能性も同じくらいにありそうである
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r
目
ー

　この先，深谷線がどのよ・）にな’5のかわからない状況の中で、もし．現時点で．毎月購入する回数券の金額
を引．きLげることにピ）て、／〉後S年間、必ず現在の時刻表が維†、宇されることが保証されるならば，最大，

月何冊（何T・｝i］）まで川数券を購入してもよいとお考えですか？　以ドの選択肢の中から1つ選んで○を付

けてください．

　な才ゴ，　ここては，｛也σ）lilJ・ll：：o）ことは♪∫考’えになら．ボに、　あなナこのご家庭だけの1吾］題として」トゴ考えくださ

い．たたし、溝人額を増加すれ｛ま．川数券を全部使い切るご家庭以外は、他の用途に使えるお金が減ること
五’こ’YJ』ls“・，原癒L・ま．4－．

1　力撒人二1田｝」‘曽㊦・し’ご、

ユ　Ir“［戊こ2用｝土♪］ぺ・し’ご、

3htr戊＼〕田｝t“守べ・し’．ご、

4　外］〔ノく411廿士曽べ’し『こ、

5まパとノく5冊｝1“iべ）し』ご，

6　ユ’見fi’（ノ）ll日ン舗C、ちナこり月2Hll．

7 そうま’〔L’こバソ・を糸化｝

s　現ffθ）1目1’t〔券（ノ）‖1寧入、客｝「iを’変

り　9ノカ・らオ丈し・

lo　そθ）｛也　（

ll世・｛特、ちナこ8）ブヤ，引’fi3川｝（3．OOOドP‖蒋人し’こもよし・

1日｝：書yJ・，ナこり合・、1／ト月41i廿　（4、OOO｝1｜）　1｛韓入、し’こもよし・

1川帯ちたり合計月5冊（S．O（｝o円）購入してもよい

1川帯あたり合訓’月6冊（6．Oし）O円）購人してもよい
11日：’‖C、ちナこりr＞‘il－J17搬｝（7．OOOFil）iモ黄人し．（もよし・

　　　　（2、00〔｜llD ⊥ソ、　L｛こ丈‖剤三，人しナこくなし・

　「寺するぐらいなら，いつそ廃［ヒした方がよい
　　　　　えずに、バスの運賃を1：け．るべきで才）る

）
’
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第3・’5地力’陸ヒ旅客輸1玉事業に対する公的関’∫一の理論

　　ただ，ここで留意しなければならないのは，沿線の住民が毎Jl　2，000円の回数券を購人

している・点である．この制度では，路線バス旅客輸送’拝業が存続（fSL状維持・減便）され

る限り川数券を購人しなければならないが，廃止された場合には川数券を購入する必要は

なくなる．この点を，オプシコン価値の導出に反映させなければならない．そこで，深谷

線におけるオゾシコン価値の導出は　〈44＞式，　〈46＞式を　〈48＞式，　〈49＞式と修iEした．

　　　d｝㌧鵬、ノ・．・：1）一～ノ（γ一2000P．・，）　　　　　　　　〈48＞

　　　μ7∫1≒（PV7”ll－〃η∫；）＋2000　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈49＞

　　オソシコン価値の導出にイr効な25世帯の川答内4きを図表3－25に示す．’

図表3－25　オプシコン価値の導出にイf効な25世帯の回答内容
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第3章　地方陸il旅客輸送事業に対する公的関’チの理論

　ここで，i－1観的確率について以ドの’lll情を酌まなければならない．深谷線は深谷町地域

の住民が川数券の1！ig；人を前提として開業した路線バス旅客輸送事業であり，追加的な回数

券の購人を拒否した時点で深谷線が廃止さ7しると住民が考える”∫能性を否定できない．こ

の場合，ヒ観的γ測は，確率1で廃lll，回数券購入後に期待余剰を導出するための供給の

現状維持（π1）・供綱・曳少（π2）・供給なし（廃止）（π1）に関するi－1観的確率（π己π2M、＝D

になるという解釈もできる．この場合，　〈47＞式は，　〈50＞式に変形される．

　　θグーθ／）一｛（π、－o）・↓γz71・（π，－o）・”・r〃《・（π…）・o｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈50＞
　　＝θρ一πド∪7η一π，助∫㌧

　そして，川答結果二について，以ドのように補正した．

　］　’b：業廃止川避に1・∫する支払意思額を禍ユた質問12で「廃止に合意」（選択肢番号1）

　　した回答者の支払意思額はOllJ，わからない（選択肢番号7），その他（選択肢番号8）

　　は無川答とする

　21減便ダイヤ回避に対する支払意思額を尋ねた質問11，オプション価植を導出のため

　　の質問14て「廃ILしたノ∫がよい」（選択肢番号はそれぞれ7）を選択した回答者の支

　　払意思額はOliL　「2冊以ヒ購人したくない」（選択肢番号はそれぞれ6），「バスの運

　　賃をliげるべき」（選択肢番5ナはそれぞれ8）を選択した回答者の支払意思額は2、000

　　円，わからない（選択肢番号はそれぞれ9），その他（選択肢番号はそれぞれ10）は

　　無回答とする

　③　〈49＞式については，廃lll　・減便を回避するための支払意思額（PVTP，，町却が0

　　の場合’，　レ∫丁君は0とする

　この結果，2つ0）オブシコンlilli値が得られた．　〈47＞式から得られたオプション価値は5

ノ∫　6、780円，〈50＞式から得られたオプション価値は2万2220円となった．これを回答が

得られた251U：帯28糸l！と深谷町地域の全世・1｝；；58　iit：帯との比から単純に深谷町地域全体が得

ている深谷線のオプシコン1［Hi値は，1ヶ月あたり11万7．616円またはld　4万6．027円にな

る．しかし，川答した世帯の属性が深谷線への依存度が高いという偏りが存在することか

ら、この仙は多少割り，Jlいて判断する必要がある．

　湧H・山内両氏は，［i記のようにオブシコン価値が「2つの解釈を生む」ようになった

要因を次のように述べている．

　その要因は，質問票の設計と地域の運行支援システムと密接に関係している．必ずしも

／i｝　lll：帯が路線バスを利用しているとはいえない状況の中で，深谷線の価値（現k｛の利川1而
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第3章　地方陸ヒ旅客輸送嘱業に対する公II勺関’τの理論

値）を旅行費川法によって測定することはてきない．そのため，利川価仙およびその他の

非利川価仙を合わせて，仮想評価法／価イ直意識法によって回答を求めなければならない．

それゆえ，現在の深谷線の価仙は，深谷線の存在に対する支払意思額によって測られ，こ

の際必然的に，支払えば深谷線は運行され，支払わなければ廃lllされるという関係が想定

される．　一方，現在の運行システムにおいては，深谷線の運行と回数券の購人が表裏　・体

を成している．それゆえ，川数券を購人している現在の運行に対する不確実性は0である．

，｛’い換えれば不確実性が発生するのは将来である．その結果，　〈47＞式のオプション価値

の定義式をそのまま適川できないという状況を招いた．

　また，回数券は弘南バスの全路線でも利川でき，深谷線以外での回数券による弘南バス

の利川や他人への譲渡・売買によって回数券が使川されると，利用価値とオプション価値

を筆頭とする非利川価値との区別が不明確になってしまうという難点も生ずる．

　さて，弘南バス深谷線でのオプシコン価値の計測はどのような意義があったのか．湧口・

山内両氏は，以ドのように意義iをまとめている．

　深谷町地域全体の年間のオフシnン佃i値が141ノ∫1．392円あるいは55万2．324円という

計測結果は，｛卜間L400川i1不t，渡と見込まれた運行経費，あるいは深谷町地域全体の年間

回数券購人額139／J“　：．OOO円と比べて，この数値が大きいと見るか小さいと見るかは判断

が分かれる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　しかし，百要な点は，地域住民の自発的な回数券購入によって，不確実性同避に見いだ

す価値（オプシコン価f直）を含む様々な非利用価値の多くが，市場メカニズムの中に組み

込まれている．自発的支払メカニズムが機能している事例では，小さなオプション価値し

か導出されない宿命にあり，そのオプション価値の小ささは「ただ乗り（フリー・ライダー）」

行動の小ささと表裏’体の関係にあり，自発的協力がうまく機能しているものとして評価

されるべきだろう．

　今後，弘南バス深谷線のようなtSF例は，全国の多くのところで見られる可能が高い．湧

川・ll｜内両氏のようなオブシコン価f直の計il｛1Jは，地方陸ヒ旅客輸送事業の価値を沿線の住

民に深く認識させ，存廃問題を議論するときに有効な資料となりうる．だが，湧口・山内

両氏がオゾシコン佃i値の定義i式をそのまま適用できなかった状況を招いたように，質問票

の設計次第では，11三確なオプシコン｛［Pi値の計測が困難なものになってしまう．実際の計測

調∧iでは，被験者に質問票を配布する1）iiに質問票の設計を1一分に吟味されなければならな

い．
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（2）　ノ∫葉街4

　シん　くl　ん　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たノJオ・カ

　万葉線株式会社142は，富ll【県高岡市に本社を置く地方鉄軌道旅客輸送事業者で，高岡軌

道線，新湊港線を通称する万葉線（12．8km）を運営する第三セクター鉄軌道旅客輸送「1喋

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ら　lつナ　かカか
者である．万葉線は，1948年4月に富山地方鉄道伏木線として開業した路線（地鉄高岡一

，［　　　リ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カSつv／’てつL
伏木港間）を前身とする．1950年には富川地方鉄道から加越能鉄道に事業が譲渡され，富

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　tカおカ　1ーきをx　　　ニL　tノかt
山新港開港による路線変更などを経て，1971年に現在の高岡駅前一越ノ潟間が営業区間と

なった．万葉線（高岡軌道糸↓艮・新湊港線）を運営していた加越能鉄道は利用者の減少によ

る経営環境の悪化を理川に鉄軌道旅客輸送事業の廃1ヒ，路線バス旅客輸送事業への転換を

　　　　　　　　　　　　　　　　　ヒノ　アソト，
表明したことを受けて，沿線の高岡・新湊両市が中心となって第一：セクター鉄軌道旅客

輸送’1喋者を設、ン1して旅客輸送‘1［業を承継することが決定し，2002年4月に万葉線の営業

について加越能鉄道から万葉線会社にノ斥継された．いわゆる「路面電｝割を運営する第：

セクター鉄軌道旅客輸送事業者は，万葉線会社が日本で初めてとなった．

　加越能鉄道が鉄軌道旅客輸1玉事業廃lllの方針を打ち出し，高岡・新湊両市において大き

な問題となり，1998年8月に万葉線検討会が設置された．こ0）検討会設置は，設置に先立

つ1995年度に運輸省が地方陸1旅客輸送’1ぱに対する補助施策を転換したことが契機であ

る．2000年5月には高岡・新湊両市の代表者で構成する「万葉線問題懇話会」が設置され，

ノ漠線の存廃問題を議論した．万葉線間題懇話会は9月に，市民の積極的な参加を得た第

：セクター鉄軌道旅客輸送事業者を設立して旅客輸送事業を承継のうえ存続させるべきと

の提，注発表した．この発表を受けて，高岡・新湊両市の議会，富lLI県議会が万葉線の存

続をr承した．これにより存続が決定し，万葉線会社が設立されることとなったが，万葉

線問題懇話会か提，「した市民の積極的な参加を得るため，資本金への出資と，万葉線会社

が承継した後の事業存続のための寄付を求めることとなった．

　この寄1・」’をF’i’木亮氏はオブシコンflM直と位置づけで，新湊市（2000年の人口は3万7287

人）143での寄付行為について分析している（FI『木亮［2003］）．青木氏が新湊市における寄

付行為を取りEげたのは，万葉線の問題についてそれまでの活動から淀水準以ヒの知識・

142

恬t線株式会社は万葉線を運営する］ぱ者だが，本文中では路線としての万葉線と事業者

としてのノ∫葉線株式会引．を区別するため，事業者としての万葉線株式会社を「万葉線会社」と

いう．万葉線の路線図を附図表6（p．388）に示す．　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　ぐ　　t、　tビ　　’　　オコ　LsきL　’　　＿stt　　　　　　　　　　　　　　　Skぞ　　　　　　　　　　　　　　　　・ペ　　　　　　　　　　　　　　　　　　オベt’し143

V湊市は，2005年11JJ　I　llに，射水郡小杉町・大門llrr・大島田∫・ド村と合併し，射水市

となった．本論文では’1］時新湊市だったため，川市として扱う．
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第3章　地ノ∫陸ll旅客輸送‘封業に対する公的関’τの理論

認識を持っており，オプシコン価値推計o）前提条件を満たしていること・市民にとって寄

付行為の有無が万葉線の存続に：者択一を問うものであり，寄付金額をオプシコン価値と

看倣し，議論を単純化できることによる．

　寄イ・］’は，市民のrl治会を通じた寄付，企業か　　　　図表3－26　新湊市への寄付

らの寄付，市職員・市職員OBならびに市内外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新湊rl∫自治会長連合会￥　6，700，008

0）個人からの寄付という3つの形態に分けられ　　企　業　　　　　　　　￥21，292，500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個人　　　　5、432，526
る．2001年度末の新湊市への寄付を図表3－26に　　市職員　　　　　　　￥　2，865，000

示す1・4．　　　　　　　A・；｝’　　　￥　36・29°・°34

　こ0）うち，lli民の自治会を通じた寄イ、Lすな　　〈出所〉青木亮［2003］・P・38・

わち新湊市自治会長連合会を通じた寄付がオプション価値と近似する可能性が高い．その

他の企業や市職員・市職員OBならびに市内外の個人からの寄付は，オプション価値から

の利JN　i，∫能性を反映したというより横並びや日己満足などを背景にしている可能性が高く，

「不純な利他1：義」と看傲される．

　オフシ：～ン価値と近似する［i∫能性が高い自治会を通じた寄付は，2001年度に新湊市から

白治会長連合会を通じ各自治会に対し寄付を依頼し，自治会単位で集められた．寄付の募

集方法は自治会ごとに異なり，寄付をするかどうか，寄付金額については自治会に一・任さ

れた．自治会からの寄付は，約670万II」に達し，新湊riiにおける寄付金の185％を占めた．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ば’しよ　｝つ　　　　　　　　　なかふしさ
この自治会からの寄付金のうち，万葉線の沿線に位置する3自治会（放生津・新湊・中伏木

）とそれ以外の自治会からの寄付金額を分析すると，沿線3自治会（5，231世帯，1万5，879

人）からの寄付は4．299件，それ以外の自治会（5955世帯，2万1．410人）からの寄付は

4，788件となっているものの，自治会長連合会からの寄付全体に占める割合は，沿線3自治

会合計が643％，それ以外の自治会合計が35．7％と対照的な結果となった．これは，世帯

あたりの寄付金額でみると，沿線3自治会では約820円，それ以外の自治会では約400円

となり，これは世帯単位の存続に対する支払意思額，すなわちオプション価値と看倣すこ

とができる．

　新湊市における万葉線に対するオプション価値の推計糸1与果について，青木氏は次のよう

に指摘している．

144

iｪili（2000イ｝三の人日17万2、184人）においても同様に寄付を募り，総額5．350万円が寄

付された（自治会・婦人会からは約1．ooo万｝｜J）．
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第3章　地方陸ヒ旅客輸送事業にズ『する公n勺関与の理論

　ノ∫葉線の利川ii∫能性が寄付金額として顕在化したと仮定するならば，利川i；∫能性や程度

も実際の利川地域とかなり「丘複している日∫能性が高い．また，万葉線の場合，鉄軌道旅客

輸送ll深だからといって利川ir∫能性が広範囲かつ複雑に存在せず，駅・電停から徒歩圏内

に居住していないと，利川可能性としての存在意義は弱い．

　さらに，rf沐氏は，企業や市職員・市職員OBならびに市内外の個人からの寄付を不純

な利他1義に基づく利他性や自己満足から掲示される支払意思額についても，理論Iiは重

視すべきてはないと考えられるが，万葉線のような寄付総額に対し815％も占めるような

場合，Klein．　Daniel　B．氏の指摘（Klein．　Daniel　B．［】990］）を引用してその解釈や役割につ

いても検討することが課題である，と指摘している．

まとめ

　第1部では，地方陸E旅客輸送事業に1蝿する理論を整理した．

　最初に，先行研究でどのようなことが明らかになっていて，何が明らかになっていない

のかを述べる．

　これまでの地方交通に関する先行研究ては，1960年代の高度経済成長期を中心に運賃や

投資のあり方に関する研究がその中心にあり，運賃理論や競争と独占のメカニズム研究が

進められた．1980年代以降は，政府による規制，特に経済的規制の緩和について研究が進

められるとともに，国鉄の経営改革もその議論の対象となったが，地方において旅客輸送

駐の減少から衰退していく地方陸ヒ旅客輸送事業の研究は進められなかった．しかし，1990

年代に入ると，地方の陸［1旅客輸送事業をいかに存続させるかを主眼にした研究が進めら

れるようになった．

　福田晴仁［2005］は，まさに本論文の分析対象である「地方」を対象とした研究であり，

地ノ∫の交通地方の公共輸送サービスの持続的な維持の必要性という観点からその論が出発

し，①地ノi自治体の主体的な取り組みの必要性，②社会経済｝｛体の公共輸送サービスへの

積極的な関iJl，③既存方式に囚われない支援措置という3点の政策課題を提示し・それら

の必要性を明らかにしている．しかし，この政策課題の提示は事例分析からの知見に基づ

くもので、必ずしも経済学の理論ツールが示されておらず，f・分に解明されたとはいい難
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第3章　地方陸Il旅客輸送事業に対する公的関与の理論

い．

　そして，地方鉄道旅客輸送‘6業の研究では事例研究やレポートが多くあり，各地方鉄道

旅客輸送‘li：業者が抱える問題点などは明らかになっている．香川tl三俊［2000］，同［2001］

では，第：セクター地ノ∫鉄道旅客輸送事業者を対象に政府や地方自治体の補助について論

じたものであるが，その対象が国鉄地ノ∫交通線から転換した38の第三セクター地方鉄道旅

客輸送事業者を対象としたものであり，整備新幹線の開業によってJRの並行在来線から

転換した第：セクター地ノi鉄道旅客輸送事業者や，1990年代後’卜以降に大都rf∫近郊で鉄道

旅客輸送事業を開始した第三セクター地方鉄道旅客輸送事業者については研究対象となっ

ておらず，それらに対する政府・地方日治体の補助がどのようなものなのかは明らかになっ

ていない．

　地方鉄道旅客輸送’1喋をいかに存続させるためにどのような政策が必要かという点は，

イコーノレ・フッティング論からIiド分離が理論的に研究される方で，地方鉄道旅客輸送

‘1喋に携わる実務家を中心にliド分離を実際に導入することに懐疑的な見解が示されてお

り、研究者と実務家の乖離が解消されていない．

　ソ∫，地方路線バス旅客輸送事業に関する研究は，B本交通政策研究会規制改吊1と総合

交通政策研究プロジェクトの報告書では，地方自治体が地方路線バス旅客輸送事業に対し

てどの程度まで補助するかについては議論の余地が残ると言及し，地方白治体の補助につ

いては明確に示されていない．

　そして，費用便益分析については，地方鉄道旅客輸送事業における費用便益分析の分析

千法が国il交通省によって磁泣されている　方で，地方路線バス旅客輸送事業における分

析手法はマニュアルがなく，楢泣されたものとなっていない．

　また，地方陸1：旅客輸送事業に関する技術革新については，技術革新がどのような影響

を及ぼすのか，特に，現在実川化に向けて試験が繰り返されている軌間可変電車や軌陸両

1川〔については，ほとんど研究が進められておらず，これらの技術革新による影響が明ら

かになっていない．

　このように，地方陸li旅客輸送’拝業（こ関する先行研究は，地方鉄道旅客輸送事業，地方

路線バス旅客輸送’1ぱのそれぞれで進められてきたが，これらの地方陸一ヒ旅客輸送事業を

’括りにして論じた先行研究は決して多くない．地方鉄道旅客輸送事業と地方路線バス旅

客輸送］喋は，「旅客」を輸送するという観点から，代替的であり競合的であり，補完的で

もある．その観点から・括した研究が必要であると考えられる．　　　　、
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特に，地方鉄道旅客輸送事業，地方路線バス旅客輸送事業のそれぞれで，政府・地方自

治体がどのような役割を果たすべきなのか，補助はどうあるべきかについては，それぞれ

で論じられているが，問題意識でも触れたように，財政難や人口減少による税収の減少に

ょって政府・地ノ∫自治体の補助額の維持が難しくなっていく中で，地方鉄道旅客輸送事業，

地方路線バス旅客輸送’li：業を別々に，論じるのではなく，地方陸li旅客輸送事業として・括

した研究が必要だが，この点はト分に明らかになっていない．そこで，本論文ではこの地

ノ∫陸Il旅客輸送事業として一括した視点に立ち，これまでの先行研究に基づいて論述を進

めていくこととした．

　これらの先行研究を踏まえ，本論文で解明する課題の1つとした「政府・地方自治体が

地方陸［i旅客輸送‘1［業に対してどのように関与しているのか」を解明した．，

　第2～5ては，地方陸ヒ旅客輸送事業が以ドのような特性を持つことが明らかとなった．

　工　交通事業に対する需要は，交通事業そのものを消費することが最終目的の需要では

　　ない「派生的需要」であり，派生的需要による交通事業が供給するサービスは需要の

　　所得弾力性が1より小さいサービスで，日本における最近の所得弾力性計測では鉄道

　　旅客輸送事業者においていずれも】より小さいサービスであった

　121自家用自動車の存イ1三が端的に示すように，自給が「i∫能である

　‘3二交通1礫は在庫や貯蔵が不日∫能で，特定の場所に縛られることから，ピーク問題と

　　即地性・即時性がある

　④　交通事業は投資が大で，かつ施設の寿命が長く，特殊な施設は埋没費用となりやす

　　い

　⑤　安全’性を求められる

　そして，公共用輸送機関によって供給される地方陸ヒ旅客輸送事業には，t不特定多数の

公衆の利川に開かれ公共用サービス義務があり，これによって制度的に公共財化している．

‘方，公共財を消費の排除不可能性，消費の区分可能性，外部経済性，消費の集団性に基

づいて分類すると，公共川輸送機関によって供給される地方陸上旅客輸送事業は，私的財

に位置付けられる．しかしながら，地方陸ヒ旅客輸送事業は外部経済がより大きく，消費

の集団性がより準公共財に近いことから，私的財の中でも準公共財に近い位置にある公益

財とすることができる．

　このサービスの特殊性から，経済的規制などの公的関与が容認される．なお，準公共財

についても経済的規制などの公的関与が容認される．これは，外部性が齎す市場の失敗に
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よる非効率な資源配分の問題を解決したり，経済の安定化を齎すためである．

　以iiのことから，地方陸1旅客輸逸ll業は，サービスの特殊性が故に，経済的規制など

の公的関与が容認されることが明らかとなった．

　次に，第3章では地方陸ヒ旅客輸送事業に対する公的関∫τがどのような理論に基づくの

かを整斉した．

　この政府・地方自治体による公的関与には，鉄道事業法や道路運送法などの事業法に基

づく経済的規制やト1会的規制，金銭的な関与である補助，出資，基金創設，さらに行政指

導や行政要請がある．そのなかでも政府・地方自治体による補助は公的関与の大きな柱の

1って，資源配分上の効率性と所得再分配・機会均等から要請されるものである、この補

助の論拠には，外部効果，公共川サービス，不確実性，イコール・フソティング論，社会

政策的割引があることが明らかとなった．なお，この補助は，対象事業を特定化すると非

効率な資源配分に導くおそれがあることも明らかとなった．

　そして．この補助は補助を受ける対象（性質）によって，施設の建設や更新を対象とす

る資本補助と旅客輸送’1喋の運営を寿∫象とする事業運営補助に分けることができる．資本

補助と‘1喋運営kli助は部分的に代替関係にあり，この関係から一定の予算の中で最も有利

な組み合わせを選ぶ．資本補助と事業運営補助はその対象となる費用を引きドげて相対価

格を変え，選ばせる組み合わせを補助対象となる側に有利に変化させ，本来の効率性では

なく，資本補助か「1喋運営補助かによって，陸ヒ旅客輸送事業の施設や組み合わせを偏ら

せ，非効率な資源配分に導くおそれがある．さらに，補助の使途を特定化すると補助の論

拠となっている資源配分ヒの効率性と所得再分配がその日的を最大限に達成できなくなる．

そのため，政府・地方自治体の補助は，外部効果がある特定の地域を超えて及び，溢出効

果がある時を除いて，その使途を特定化しない補助を施すべきである．

　‘方，この補助については、政府・地方自治体の財政を拠出源としている．拠出源であ

る政府・地方自治体の財政には〕㌻算制約があり，家計や企業と同様にある目的を最大にす

るための条件付き最適化行動をとる．そのため，政府・地方自治体は補助の実施を決定す

るにあたり，補助対象事業の費川と便益を明確に算出する必要がある．この算出には，「費

川便益分析」を川いるのが最も代表的である．これは，地方陸ii旅客輸送事業においては

｝‘1に資本補助に川いる．費川便益分析は，関係する費用と便益iを確認，測定し，　一定の期

間に生じる費川と便益の流列を比較するというf法を辿る．これによって，政府・地方自

治体は補助を施すのかを決定する．ただし，費川便益分析において費用の算出は比較的容
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易であるが，便益の算出は，直接効果による便益だけでなく波及効果・外部効果による便

益を正確に測定するため，帰着分析法とショートカット法が測定のツーノレとして川いられ

る．

　さて，地ノ∫陸1二旅客輸送’li：業は，沿線地域にとってその事業の存廃問題が大きな問題と

なることが多い．政府・地ノ∫川治体はこのような地方陸ヒ旅客輸送事業に対して事業運営

補助を施しているが，財政難から事業運営補助の継続が難しくなっている．’そこで，沿線

地域住民が地方陸1．旅客輸送］；業の将来の利川iT∫能性に対して価値をみいだし，その価値

に対して潜在［’1勺に支払うという意思の金額を顕在化して，その価値がどれほどあるのかに

ょって地方陸li旅客輸送Il喋の存廃問題への解決方策の1つとしようというものがある．

これは，将来の財の消費という選択肢の対価として何らかの支払いを現在行う意思がある

という「オフシコン価値」である．このオプション価値を顕在化し実際に地方陸E旅客輸

送xl深者の収入となり得るような制度・システムが構築されれば，独立採算が難しく政府・

地ノ∫自治体から’1喋運営補助を受けているような地方陸li旅客輸送事業者の収支改善に寄

与できるrT∫能性がある．
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